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く硬い下層も消失し，ルート 2 と同様な状況になるものとして，想定上の地すべり面を図 9-5-7

に破線で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 9-5-8. 2018 ボーリング柱状図（Br-4） 

  

すべり面 1 

すべり面 2 
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図 9-5-9. ルート 3 地質断面図（右岸） 
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図 9-5-10. ブロック斜面末端部に露出した石灰岩 

 

 

 

  



 

9-21 

9-6 道路計画との関係性に関する検討 

9-6-1 ルート 2 

橋台は想定される地すべりブロック外に計画されているが，橋台の下方に地すべりブロックの

存在が想定されることからその活動性や影響について事前に調査をおこなう必要がある。また，

今後の調査によって地すべりの活動性が確認されなかったとしても，想定地すべりブロック内に

はガリーが発達し，複数の湧水点が認められるなど浸食の進行による斜面の不安定化も懸念され

る。これらの湧水箇所は，灰白色の緩い砂層（帯水層）の分布域と一致しており，これがガリー

の発達に深い関係があるものと思われ，加えて，地すべり面を形成している可能性がある。 

今後の追加調査により，地すべり機構解析を実施し，地すべり面の確定・安定解析等を行い， 

施工時も含め，対策工の計画に資するものとする。 

 

9-6-2 ルート 3 

道路計画ラインは，活動履歴のある幾つかの崩壊地に挟まれている場所に位置する。現在は 9-3

に述べたステージⅠの段階で，末端斜面の削剥は発生しているが，地すべりの発生を示す地形的

特性は未だ認められない。今後の降雨，融雪等に起因する地形変化によっては，隣接する地すべ

り地形と同等の地形・地質的変化を生じるリスクが大きい。 

推定されるブロックにおいては切り盛り土工・構造物の構築を避けることが望ましく，更に後

背の斜面域も今後不安定性を増す後退性地すべり発生の可能性をはらんでいるため，地すべりの

影響範囲について十分な検討が必要となる。 

今後の追加調査により，地すべり機構解析を実施し，地すべりブロックの規模の確定とその滑

動性について検討し，施工時も含め対策工の計画に資するものとする。 

 

9-6-3 ルート 2,3 共通 

１）T1506 周辺の台地部の切り土工について 

本地域周辺は，9-2 で述べた台地平坦面上に相当する。調査地周辺では本調査で 10.5ｍのボーリ

ング（Br.3/1）が実施されており，G.L-1.8m までロームが堆積し，その下部は固結粘土層が分布し

ている。これらはいずれも洪積世の台地堆積物（Pd）であり，地滑りを助長する斜面堆積物（Sd）

とは時代，層相を異にすると考えられる。 

本地域付近の切土工における重要な着目点は，河川近傍のブロックに与える切土工の影響では

なく，切土法面勾配ならびに切土後の斜面対策（植生工他の検討）であると考える。 
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9-7 今後の方針（提案される追加調査項目） 

9-7-1 ルート 2，ルート 3 共通調査種目 

1)現地踏査（現地聞き取り含む） 

2)調査ボーリング（掘進長は想定支持地盤層に達する深度とし，地盤の物性値確認のためオー

ルコア及び標準貫入試験測量結果を用いた地形解析を含む） 

3)地下水位観測孔の設置（融雪期後の 6 ヵ月を含む） 

4)パイプ歪計の設置（融雪期後の 6 ヵ月を含む） 

5)移動杭，亀裂間計測杭の設置（地盤伸縮計または 2 点間計測杭，変状の不明瞭な区間は連続

杭による観測） 

6)上記 3),4),5)のモニタリング（融雪期後の 6 ヵ月を含む） 

7)総合地滑り解析（ボーリング調査結果と併せて地質断面解析を行う。） 

 

9-7-2 数量一覧表 

表 9-7-1. 数量一覧表 

調査項目 ルート 2 ルート 3 備考 

1．現地踏査 １式 1 式 

・現地聞き取りを含む 

・測量結果を用いた地形解析を

含む 

2.調査ボーリング 

3 孔（25m×3 孔） 

 No.1 孔 ℓ＝25ｍ 

 No.2 孔 ℓ＝25ｍ 

 No.3 孔 ℓ＝25ｍ 

（図 9-7-1 参照） 

3 孔（25m×3 孔） 

 No.4 孔 ℓ＝25ｍ 

 No.5 孔 ℓ＝25ｍ 

 No.6 孔 ℓ＝25ｍ 

（図 9-7-2 参照） 

・オールコア及び標準貫入試験 

・想定支持地盤層に達する深度

とする 

・削孔後に地下水位観測孔およ

びパイプ歪ゲージを挿入 

3．地下水位観測 3 孔×12 ヵ月 3 孔×12 ヵ月 ・融雪期後の 6 ヵ月を含む 

4．パイプ歪計観測 3 孔×12 ヵ月 3 孔×12 ヵ月 ・融雪期後の 6 ヵ月を含む 

5．2 点間移動量観測 2 点×12 ヵ月 2 点×12 ヵ月 

・融雪期後の 6 ヵ月を含む 

・地盤伸縮計または 2 点間計測

杭 

・変状の不明瞭な区間は連続杭

による観測 

6.移動杭観測 2 測線×12 ヵ月 1 測線×12 ヵ月 ・融雪期後の 6 ヵ月を含む 

7.地滑り総合解析 一式 一式  

注）各種モニタリング機器の調査個所，数量は現地踏査の結果によって最終数量を決定する。 

 

ルート 2 の追加調査計画を図 9-7-1 に，ルート 3 の追加調査計画を図 9-7-2 に示す。 
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図 9-7-1. 追加調査計画図（ルート 2）  
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図 9-7-2. 追加調査計画図（ルート 3）  
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9-8 追加地質調査結果（2019 年 4～10 月） 

9-8-1 ルート 2 

 ボーリング調査 

ルート 2 において下表に示す地質調査を実施した。 

 

表 9-8-1. ボーリング調査数量（ルート 2） 

孔番号 標高(m) 調査深度(m) 位置 地下水位(m) 

Br-11（計画時 No.1） 18.6 25.0 想定地すべり下部 -19.1 

Br-12（計画時 No.2） 41.3 26.0 想定地すべり上部 -24.0 

Br-13（計画時 No.3） 49.8 25.0 台地部(想定地すべり外) なし 

 

ボーリング調査および現地踏査によって判明した事項は以下のとおりである。 

 BR-8孔（2011）ならびにBr-2孔（2018）で確認された砂層は，今回の調査でも 2孔（Br-12,Br-13）

のボーリングにおいても確認された。 

 上記 4 孔で確認された砂層は，主断面の標高 21~25m 付近においてほぼ 3ｍ前後の厚さを持っ

て直線上に分布しており，地すべりなどの変位を伴わない同一の堆積層と判断できる。 

 この砂層は現地ガリー部の標高 21ｍ地点においても湧水を伴って認められ，本箇所を主要断

面に投影しても，同一面として一致する。 

 本ガリー部の砂層では，2019年2月および5月において共に湧水が認められていることから，

定常的な帯水層となっている可能性がある。 

 砂層の存在はボーリング調査から１層のみであると判断されるが，2 月にガリー周辺におい

て確認された標高 16m 付近の砂層とは一致しない。標高 16m 付近の砂層は地すべりによって

下方に移動した可能性がある。 

 砂層の上部層は台地部の Br-13 孔では褐色のローム質土が主体であるが，当初想定した地す

べり内部の Br-12 孔では緑灰色～灰褐色の粘土が主体となっており，明らかに構成地層は異

なる。 

次頁に追加調査位置およびコア写真，ボーリング柱状図を示す。 
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図 9-8-1. 追加調査位置図（ルート２） 
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Br-11 L=25.0m 

0 - 1.5 表土 

1.5 - 3.0 礫交じり土砂，ローム，粘

性土，石灰岩 小礫 10～

20％ 

3.0 - 5.8 粘性土，灰色／灰緑色 

5.8 - 12.5 軟質粘性土 連続性がよい 

12.5  15.2 粘性土，灰色／白色 石灰

岩の薄層あり 

15.2  21.8 石灰岩，ドロマイト状 

21.8  25.0 石灰岩，灰白色，軟質 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 9-8-2. コア写真（Br-11） 

  

Bottom Top 
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図 9-8-3. ボーリング柱状図（Br-11）  
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Br-12 L=26.0m 

0 - 5.5 ローム／粘性土 

5.5 - 7.2 粘性土，緑色 

7.2 - 10.8 粘性土，褐色／暗褐色 硬

質，高密度 石灰岩礫あり 

10.8 - 11.6 砂／粘性土 石灰岩の薄層

あり 

11.6  15.5 粘性土 緑色 硬質～やや

硬質 

15.5  18.1 砂，中粒度 明灰色の粘性

土および石灰岩礫を挟む 

18.1  21.0 粘性土，暗褐色 やや硬質 

砂層を挟む 

21.0  25.1 粘性土，緑褐色／褐灰色 

硬質～やや硬質 石灰岩の

礫含む 

25.1  25.4 石灰岩 粘性土を挟む 

25.4  26.0 粘性土，緑褐色／褐灰色 

硬質～やや硬質 石灰岩の

礫含む 

    

19.0 付近 地下水位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 9-8-4. コア写真（Br-12） 

Bottom Top 
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図 9-8-5. ボーリング柱状図（Br-12） 
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図 9-8-6. コア写真（Br-13）  

Br-13 L=25.0m 

0 - 0.9 表土 

0.9 - 5.0 礫交じり土砂 硬質 石灰

岩の礫あり 

5.0 - 8.6 ローム 明褐色，硬質 礫

含む 

8.6 - 20.6 ローム 暗褐色 密度高い 

20.6  22.2 ローム及び砂 明褐色，明

灰色 

22.2  25.0 砂 明褐色，明灰色 

Bottom Top 
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図 9-8-7. ボーリング柱状図（Br-13 ） 
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  伸縮計 

 伸縮計のモニタリンググラフを図 9-8-8 に示す。各伸縮計は GL-44ｍ付近の段差に設置されて

おり，その離間は約 20m である。 

 S-1：5 月１日に設置後 0.1 ㎜の圧縮変位を記録し，5 月 10 日以降，6 月 28 日までは全く変動

が生じていない。その後，引張変動を生じ 7 月 11 日に 1.0 ㎜の引張変動を生じている。その後は

一時的な変動なしの期間があるものの引張変動を累積した。10 月中旬までの総変位量は+5.3 ㎜を

累積し，7 月以降の月平均変位量は+1.5 ㎜／月であった。 

S-2：5 月 8 日に観測を開始し，5 月 22 日までに-2.5 mm の累積圧縮運動を記録し，その後の変

動は沈静化した。6 月 28 日以降は引張移動の累積が顕著になり，累積変動量は 7 月 11 日までに

2.3mm を累積した。なお，本計測器は７月 30 日の現場確認時に保護パイプとともに盗難されてい

ることが確認された。設置個所は人目に付きにくい林の中で，センサー機械は地中に埋設されて

いたがパイプの盗用を目的とした者にセンサーごと持ち去られたと推察される。 

これらの２基の観測結果において変動の累積性は認められるが，継続的な累積傾向ではないこ

とと，累積変動量が 2 ㎜/月以下であることから，想定した規模の地すべり変動との関連性は薄く，

一時的に局所的に生じた地表の緩みを計測している可能性が高い。 

  パイプ歪計 

 パイプ歪計は，対象サイトの下部（Br-11），中央（Br-12），上部（Br-13，平坦部）に設置され

た。パイプひずみゲージのモニタリンググラフを図 9-8-9 ～ 9-8-11 に示す。 

Br-11：初期の観測（5 月 3 日から 5 月 13 日）で，本計器では，石灰岩の約 1m 上にある粘土層の

GL-14 m 付近の深さで約 300（μ₋strain）の変位を観測した。 ただし，それ以降，特定の累積変位

は観測されていない。（10 月 21 日時点で 363（μ₋strain））。 

Br-12：1 回目と 2 回目の観測で，本計器は孔底と砂層の下にある粘土層の GL-23 m 付近の深さで

約 400（μひずみ）の変位を記録した。 ただし，それ以降，特定の累積変位は観測されていない。 

（10 月 21 日時点で約 440（μ₋strain）） 

Br-13： GL-22m 付近で初回の観測以降において観測された累積約 100（μ₋strain）の変位を除いて，

顕著な変位は記録されていない。10 月 21 日時点での累積値は 139（μ₋strain）と軽微である。 

通常，地すべり変動が顕著な場合は特定深度において同時期に同傾向の累積性を示すものであ

るが，当ルートにおいてはいくつかの深度で観測初期に累積性が見られたもののその後の累積傾

向は沈静化している。また，6 ヵ月間の累積歪量も 500μ－s 以下であり，同深度をすべり面とし

て断定できるものではない。なお，観測初期の変動は地盤の硬軟や保水性の違いなどから特定の

深度によってセンサー付きパイプが地盤に馴染むまでの変位を計測しているものと推察される。 

  地下水位 

図 9-8-8 に地下水位の観測グラフを示す。地下水位はパイプ歪計と同じ孔を使用して観測をおこ

なった。 観測位置は対象サイトの下部（Br-11），中部（Br-12），上部（Br-13，平坦部）である。 

   Br-11：本孔の地下水位は GL-19m 付近において一定である。 

   Br-12：本孔の地下水位は GL-21～24 m に留まっている。 

   Br-13：本孔では地下水位は観察されなかった。 
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 移動杭 

図 9-8-12 および図 9-8-13 に移動杭の観測グラフを示す。地すべり主断面に直交して配置した P-1

および P-2 の測線で観測をおこなった。GPS によって計測された鉛直方向の標高値のほとんどは

は 0.1m 以内であった。同様に水平方向についても 0.05m 以内の座標域に留まっている。地すべり

の顕著な活動が生じている場合はグラフの両側部の不動域以外はまとまった領域内で沈下傾向や

特定方向への移動傾向を示すが，当地区ではそのような傾向は認められない。したがって，地す

べりに起因する変動は認められない。 

  地すべり変動評価 

 下表に各計測器の観測値と地すべり変動の可能性について示す。ルート 2 では地すべり変動判

定において準確定と評価されるｂクラス相当の変動は確認されなかった。 

 

表 9-8-2. 地すべり変動可能性の評価(ルート 2) 

観測機器 計測値 

変動 b (すべり面存在の地

形・地質的可能性＝準確

定) に相当するおおよそ

の基準値または状況 

評価 

伸縮計 S-1 :1.5 ㎜/月 
累積変位 

± 2 ㎜/月以上  
c 

パイプ歪計 

Br-11: 363μ/6 ヶ月 

Br-12 :440μ/6 ヶ月 

Br-13 :139μ/6 ヶ月 

累積変位 

1000μ-s / 月以上 c～d 

地下水位 
想定すべり面以下 

一定の水位 

想定すべり面より高位 

降雨に対応する 
d 

移動杭 

鉛直± 0.1m 以下 

水平± 0.05m 以下 

地すべりブロック内外で

とくに差異は見られない 

想定地すべりブロック内

で± 0.1m を超える累積

値が継続性を持って確認

される 

d 

 

※地すべり変動の評価基準については調査団作成の表 9-8-3 にしたがった。なお，伸縮計，パイ

プ歪計は土木研究所資料「地すべり防止技術指針及び同解説」(H19.9)より表 9-8-4,9-8-5 にした

がった基準値，判定とした。  
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表 9-8-3. 変動区分による地すべり変動の評価 

評価区分 伸縮計 パイプ歪計 

a／明瞭な変動 
活発な変動 

(10 ㎜/月以上) 

明瞭なすべり面の存在 

(5000µ/月以上) 

b／準確定変動 

地すべり変動の可能性 

断続的～緩慢な変動 

(2~10 ㎜/月以上) 

すべり面に準ずる変動 

(1000µ/月以上) 

c／継続観測を必要とする 

 一時的な変動，不明瞭な変動 

継続観測を必要とする 

(0.5~2 ㎜/月以上) 

すべり面の可能性 

(100µ/月以上) 

d／異常変動 

局所的な地表の動き 

地すべり以外の要因  

(断続的な変動) 

地すべり以外の要因) 

(1000µ/月以上＝短期間) 

※いずれの計器も変動の累積性の有無に着目し地すべり判定を行う 

出典：土木研究所資料「地すべり防止技術指針及び同解説(提案)」(H19.9)を元に調査団で作成 

 

表 9-8-4. 地盤伸縮計による地すべり判定基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：土木研究所資料「地すべり防止技術指針及び同解説(提案)」(H19.9) 
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表 9-8-5. パイプ歪計による地すべり判定基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：土木研究所資料「地すべり防止技術指針及び同解説(提案)」(H19.9) 
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図 9-8-8. 観測グラフ （ルート 2：伸縮計，地下水位) 
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図 9-8-9. 観測グラフ (ルート 2: パイプ歪計 Br-11) 
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図 9-8-10. 観測グラフ (ルート 2: パイプ歪計 Br-12) 

 

  

Depth(m)

23m から 25m(孔底)の変動は最初の１ヵ月のみ発生している。このような動きはパイプが地山に密着し落ち着くまでの変動値と

して見られることがある。 
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図 9-8-11. 観測グラフ (ルート 2: パイプ歪計 Br-13) 
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図 9-8-12. 観測グラフ (ルート 2: 移動杭 P-1)  

 

 

 

Data within ±0.1m 

 

 

 

 

Data within ±0.05m 
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図 9-8-13. 観測グラフ (ルート 2: 移動杭 P-2) 

  

 

 

 

Data within ±0.1m 

 

 

 

 

Data within ±0.05m 
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9-8-2 ルート 3 

 ボーリング調査 

ルート３において下表に示す地質調査を実施した。 

 

表 9-8-6. ボーリング調査数量(ルート 3) 

孔番号 標高(m) 調査深度(m) 位置 地下水位(m) 

Br-14（計画時 No.4） 19.8 25.0 想定地すべり中央部 -19.8 

Br-15（計画時 No.5） 27.0 26.0 想定地すべり上部 なし 

Br-16（計画時 No.6） 33.1 25.5 台地部(想定地すべり外) -14.8 

 

ボーリング調査および現地踏査によって判明した事項は以下のとおりである。 

 河川に最も近い Br-14 孔では，石灰岩の出現標高は河川縁辺部に見られる石灰岩露頭とほぼ

同一標高であった。 

 この石灰岩は Br-15 孔でも，ほぼ同標高にあり本地域周辺ではほぼ水平堆積をしているもの

と見なされる 

 コアサンプルからのすべり面の判断は難しものの，Br-15 孔では有機物混入，亀裂などから

GL-12.3ｍ付近と推定される。 

 現在認められる変状(2019 年 2 月以降に発生)は Br-14 孔の背後に断続的に見られる小規模の

段差，クラックであり，河川方向に向かう層厚 5m 程度の小規模地すべりの頭部変動の発生

兆候を示していると考えられる。 

次頁に追加調査位置およびコア写真，ボーリング柱状図を示す。 
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図 9-8-14. 追加調査位置図（ルート 3）  
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Br-14 L=25.5m 

0 - 0.2 表土 

0.2 - 2.6 粘性土 緑灰色 

2.6 - 5.0 粘性土 緑灰色／褐灰色 

硬質 

5.0 - 12.5 粘性土 緑灰色 硬質～

中硬質 

12.5  14.4 粘性土 緑灰色／明緑色 

硬質～中硬質 石灰岩の

礫を含む 

14.4  16.0 石灰岩 固体状ではない 

粘土層挟む 

16.0  25.5 石灰岩 明灰色 固体状

を呈さない 

    

19.0 付近 地下水位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9-8-15. コア写真 (Br-14) 

  

Top Bottom 
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図 9-8-16. ボーリング柱状図 (Br-14)  
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Br-15 L=26.0m 

0 - 1.4 表土 

1.4 - 2.2 粘性土 緑色／褐色 

2.2 - 7.8 粘性土 灰緑色 硬質－

中硬質 

7.8 - 8.3 石灰岩 薄層 

8.3  12.0 粘性土 灰緑色 硬質－

中硬質 

12.0  13.0 粘性土 暗灰色／褐色  

浅層地下水 

13.0  18.6 粘性土 膨張性 

18.6  20.8 粘性土 緑色／明灰色 

中硬 石灰岩薄層 

20.8  23.5 石灰岩 粘性土層含む 

23.5  26.0 石灰岩 片状コア 

    

25.8 地下水位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 9-8-17. コア写真 (Br-15) 

 

Top Bottom 
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図 9-8-18. ボーリング柱状図 (Br-15)  
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Br-16 L=25.0m 

0 - 0.2 表土 

0.2 - 3.1 ローム 暗灰色 硬質 

3.1 - 5.0 ローム 褐色／明褐色 

5.0 - 6.0 砂 中粒～粗粒 礫含む 

6.0  7.0 ローム 褐色／明褐色 

7.0  9.0 粘性土 緑色／緑褐色 

硬～中硬 

9.0  12.5 粘性土 緑灰色 硬～中

硬 レオロジー変形ゾー

ンあり 

12.5  14.2 砂 中硬 粘性土含む 

14.2  14.5 石灰岩 局所的（礫？） 

14.5  15.8 粘性土 緑灰色 硬～中

硬質 

15.8  17.3 ローム 明灰，灰褐色 中

硬質 塑性変形する 砂

を含む 

17.3  25.5 粘性土 緑褐色 中硬質 

    

14.0 浅層地下水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9-8-19. コア写真 (Br-16) 

  

Top Bottom 
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図 9-8-20. ボーリング柱状図 (Br-16) 
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  伸縮計 

 伸縮計のモニタリンググラフを図 9-8-21 に示す。S-3 は，想定される最大規模の地すべり境界

線を挟む平坦地に位置する。 S-4は，小規模の地滑り境界線を挟む低い位置の斜面に設置された。

これら 2 つの伸縮計は各地すべりブロックの上部に設置されている。 

 S-3：観測監視が開始されてから６月下旬まで，この計器は一時的なわずかな動きのみしか記録

されていない。 その後，-4.6 mm の累積圧縮変動が 6 月 28 日から 10 月 21 日の間に記録され，

この間の月平均変位量は -1.3 ㎜である。 

S-4：本計器は，5 月中旬までに+ 0.4 mm の累積張力運動を記録した。 6 月下旬以降，圧縮変動

が記録され，9 月末までに-12.9mm の圧縮変位が蓄積され，10 月上旬に＋1.9 ㎜の引張変動が記

録さている。6 月下旬以降の月平均変位量は－2.7 ㎜である。 

これらの２基の観測結果において変動の累積性に共通性が認められ，平均変動量は 1.3～2.7 ㎜/

月である。ただし，想定した規模の地すべりブロックの変動であれば地すべり頭部に特有の引張

変動が発生するところであるが，圧縮変動が発生しており，想定された地すべりブロックとの関

連性は薄いと考えられる。 

  パイプ歪計 

 パイプ歪計は，サイトの下部（Br-14），中央（Br-15），上部（Br-16，平坦部）に設置した。 パ

イプ歪計のモニタリンググラフを図 9-8-22～9-8-24 に示す。 

Br-14：本計器は，GL-15m(EL+4.8ｍ)付近で 824（μstrain）の累積変位を記録した。累積変位の傾

向は，6 月中旬以降緩やかである。 

Br-15：本計器は，GL-6m(EL+21.0m)の付近で 1593（μstrain）の累積変位を記録した。 累積変位

の傾向は，6 月上旬以降緩やかである。 

Br-16：本計器は，GL-11m，12m(EL+11.0m)，および孔底で累積変位が見られる。 GL-12m で 1546

（μstrain）の累積変位が観察された。 累積変位の傾向は，7～8 月の１2m 付近のみ明瞭である。   

Br-14 の GL-15m と Br-15 の GL-6m の変動は想定地すべりブロック B のすべりに相当する変動

と見られていたが累積性が 6 月以降極めて緩慢になっている。これに対して Br-16 の深度 12m 付

近の変動が 7～8 月に累積しているが，同時期に他孔での変動が認められず，現時点ではすべり面

変動としての連続性は認められない。  

 

  地下水位 

地下水位のモニタリンググラフを図 9-8-21 に示す。地下水位はパイプ歪計と同じ孔を使用して

観測をおこなった。 観測位置は対象サイトの下部（Br-14），中央（Br-15），上部（Br-16，平坦部）

である。 

   Br-14：本孔の地下水位は GL-20m 付近に留まっている。 

   Br-15：本孔では地下水は観察されなかった。 

   Br-16：本孔の地下水位は GL-15m 付近で一定である。 

 

  移動杭 

図 9-8-25 に移動杭の観測グラフを示す。地すべり主断面に直交して配置した P-3 の測線で観測

をおこなった。GPS によって計測された鉛直方向の標高値のほとんどはは 0.1m 以内であった。同
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様に水平方向についても 0.05m 以内の数値に留まっている。地すべりの顕著な活動が生じている

場合はグラフの両側部の不動域以外はまとまった領域内で沈下傾向や特定方向への移動傾向を示

すが，当地区ではそのような傾向は認められない。したがって，地すべりに起因する変動は認め

られない。 

 

 地すべり変動評価 

 下表に各計測器の観測値と地すべり変動の可能性について示す。ルート 3 では地すべり変動の

判定において準確定と評価されるｂクラス相当の変動は伸縮計 S-4 において確認されたが，他の

計測器において同等の変動が見られないことから地表付近の局所的な変位を累積した可能性が高

い。 

表 9-8-7. 地すべり変動可能性の評価(ルート 3) 

 

観測機器 

 

計測値 

変動 b (地すべりの可能性あ

り) に相当するおおよその

基準値または状況 

 

評価 

伸縮計 
S-3：-1.3 ㎜/month 

S-4： -2.7 ㎜/month 

累積変位 

± 2 ㎜/月以上  
b～c 

パイプ歪計 

Br-14: 824μ/6 ヶ月 

Br-15 :1593μ/6 ヶ月 

Br-16 :1546μ/6 ヶ月 h 

累積変位 

1000μ-s / 月以上 
c 

地下水位 
想定すべり面以下 

一定水位を示す 

想定すべり面より高位 

降雨に対応する 
d 

移動杭 

鉛直± 0.1m 以下 

水平± 0.05m 以下 

地すべりブロック内外で

とくに差異は見られない 

想定地すべりブロック内で

± 0.1m を超える累積値が

継続性を持って確認される 

d 

 

 ※地すべり変動の評価基準についてはルート 2 と同様に調査団作成の表 9-8-3 にしたがった。

なお，伸縮計，パイプ歪計は土木研究所資料「地すべり防止技術指針及び同解説」(H19.9)より

表 9-8-4,9-8-5 にしたがった基準値，判定とした。 
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図 9-8-21. 観測グラフ (ルート 3: 伸縮計，地下水位) 
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図 9-8-22. 観測グラフ (ルート 3: パイプ歪計 Br-14) 
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図 9-8-23. 観測グラフ (ルート 3: パイプ歪計 Br-15) 
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図 9-8-24. 観測グラフ (ルート 3: パイプ歪計 Br-16) 

  

Depth(m)

25m(孔底)の変動は最初の１ヵ月のみ発生している。このような動きはパイプが地山に密着し落ち着くまでの変動値として見られ

ることがある。 
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図 9-8-25. 観測グラフ (ルート 3: 移動杭 P-3) 

  

 

 

 

Data within ±0.1m  

 

 

 

 

Data within ±0.05m 
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9-9 対策工 

対策工の詳細は追加調査結果を踏まえて検討すべきであるが，現段階での情報を踏まえた上述

の考察に基づき，以下にその概略提案を記す。 

 

9-9-1 ルート 2 

 地すべり解析 

・地質調査の結果，Br-11，BR-8，Br-2，Br-12 の GL 24~27 m 付近で観察された砂層は，層厚約 3 

m で水平に連続した堆積層である。 この層は，上部斜面の平坦面まで連続的に観察される。 

・この砂層の上にある地質層はロームと粘土の層であり，二次的な変動による地層の乱れは見つ

かっていない。 

・したがって，地すべり変動の履歴はないため，上記の砂層より上位層は地質的に安定した地盤

である可能性が高い。 

・低位の斜面においては，地形的な位置関係から前述の砂層は確認されない。 

・地すべり活動は，幅約 60m の地すべりブロック A の範囲で将来的に顕在化する可能性がある。

この地すべりブロックは，頭部に段差地形があり，側部はガリー侵食の影響を受け，湧水が認

められる。 

・モニタリング結果を総括すると，地すべり変動の兆候を示す顕著な変化は認められなかった。 

 
表 9-9-1. 地すべり観測結果(ルート 2) 

観測機器 № 位置 変動量 変動傾向 評価 

伸縮計 

S-1 上部 
累積値 +5.3 ㎜ 

平均 1.5 ㎜／月 
一時的変動～引張変動 

ｃ 

S-2 上部 累積値 ‐0.4 ㎜ 
圧縮→引張傾向，2019 年 7 月に盗

難 

c 

パイプ歪計  

Br-11 下部 363μ-s (-14m)  

観測開始初期にひずみを累積した

が以後沈静化する 

 

ｃ～ｄ Br-12 上部 440μ-s(-23.0m) 

Br-13 平地部 139 µ-s(-22m) 

地下水位 

Br-11 下部 Around GL-19m 一定深度  

ｄ Br-12 上部 Around GL-24m 一定深度 

Br-13 平地部 水位無し - 

移動杭 
P-1 中央 顕著な変動なし - ｄ 

P-2 下部 顕著な変動なし - 

 

・総合的な考察の結果，2019 年 10 月現在において明確な地滑り変動は発生していない。総合評

価の上ではｃクラスの潜在変動の地すべりに相当するものであり継続観測が必要」の評価にな

る。 

・想定される地すべり地の外側に橋梁構造物は計画されている。 ただし，将来的に橋梁の構造に

影響を与える可能性のある地すべり地域について予防策を講じることが望ましい。 
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 対策工設計方針 

地すべりブロック A が変動すると，土塊が橋梁のピア（メインタワー）に押し出されることが

予想される。また，本調査線の地すべり地では地下水位は確認されていないが，この地すべりブ

ロック側部の砂層から湧水が確認されている。 そのため，地下水排除工法を組み合わせて安定化

させることが望ましい。 地質調査の結果から，地すべりは中部斜面から上斜面には存在しないと

想定されるが，橋台建設中および建設後の地盤の長期安定性を考慮すると，橋台の谷側を保護す

るべきである。 他の小規模の地すべりブロックは，このルートにほとんど影響を与えないと予想

されるため，対策の必要はないと考えられる。さらに，斜面の安定性考慮のうえでガリーと川岸

の侵食防止を考慮する必要がある。 

 

 安定解析結果 

安定解析結果は以下のとおりである。 

 
表 9-9-2. 安定解析結果 (ルート 2) 

地すべりブロック 安全率 必要抑止力(Fsp=1.20 ) 計算条件 

 

 A 
Fs=1.00 Pr=449.9(kN/㎡) 

想定最高水位  

(すべり面 +3m) 

Fs=1.043 Pr=353.1(kN/㎡) 
地下水排除工による低下水

位(最大—3m) 

 

 対策工 

対策工配置図を図 9-9-1 に示す。 

鋼管杭工および地下水排水工事によって，地すべりブロック A に対して計画安全率 Fs> 1.2 を

確保する。また，蛇籠工事には，ガリー侵食を防止する機能がある。 そして，橋台前部の地盤に

セットする矢板壁は，橋台構造の周りの地盤の安定性を確保する機能がある。対策工の検討結果

と工事費は以下のとおりである。 

 
表 9-9-3. 対策工法および概算工事費 (ルート 2) 

 （単位：1000 円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非公開 
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9-9-2 ルート 3 

 地すべり解析 

・地質調査の結果，石灰岩基盤層の上位地盤において頭部の位置が異なるいくつかの地すべりブ

ロックが移動する可能性があることが確認された。 

 ・パイプ歪計のモニタリング結果，特定の深さでいくつかの変動が確認された。特に，Br-14

の GL-15m は想定されるすべり面の深さと一致し，Br-15 の GL-6m は 1600μ₋strain を超える地盤

変形を累積している。この２点の動きはすべり面存在の有無を断定できず継続観測を必要とす

る区分「ｃ」の評価に相当するが，これらの 2 点を通過するすべり面の存在の可能性が想定さ

れる。このすべり面は 3 次すべりに相当するものであり，以後「地すべりブロック B」と称す

る。 

・パイプ歪計以外の計測器類では，地すべりの兆候を示す明確なデータは計測されなかったが，

Br-16 の深度 12m において 7-9 月に想定外の位置，深度での歪みが発生しており，事業の進捗に

よっては背後の平坦面において Br-17 を掘削し，同時期に関連する変動の有無を確認すること

が提案される。 

・総合評価の上ではｃクラスの潜在変動の地すべりに相当するものであり「継続観測が必要」の

評価になる。 

表 9-9-4. 地すべり観測結果(ルート 3) 

観測機器 № 位置 変動量 変動傾向 評価 

伸縮計 

S-3 上部 
累積-4.6 ㎜ 

平均-1.3 ㎜／月 
7 月以降圧縮変動を累積 c 

S-4 下部 
累積-10.7 ㎜ 

平均-2.7 ㎜／月 

7 月以降圧縮変動を累積し，8 月

中旬に累積を加速した 
b 

パイプ歪計  

Br-14 中央部 824μ-s (-15m) 累積性は 6 月上旬まで顕著であ

ったが以後沈静化した。 c Br-15 上部 1593μ-s(-6m) 

Br-16 平地部 1545 µ-s(-12m) 7 ～9 月の累積性が顕著。 

地下水位 

Br-14 中央部 GL‐20m 一定深度 

d Br-15 上部 水位無し ‐ 

Br-16 平地部 GL‐15 m 一定深度 

移動杭 P-3 中央部 顕著な変動なし - d 

 

・パイプ歪計のデータは，小規模の地すべりが移動する可能性を示している。 しかし，橋梁は地

すべりによって直接影響を受ける位置に計画されていない。 

・地すべり（変形が発生している領域を含む）の長期安定化対策を検討する必要がある。 

・また，第 7 章で説明したように，河岸侵食はルート 2 とルート 3 の両方で進行しており，地す

べりの原因と考えられる。 これを考慮して，リプラップと浸食防止工は想定される最大規模の

地すべりに対応して川岸に設置されるべきである。浸食防止工は地すべりの安定化に大きく寄

与することが見込まれる。 
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 対策工設計方針 

・幅 150m の想定最大規模の地すべりブロック C とその他の地すべりブロックはブロック C に含

まれる。 

・断面図では，川側から 1 次，2 次，3 次（ブロック B），4 次すべり（ブロック C）が連続する。 

・対策工事は，地すべりの想定最大規模で最も影響の生じる 4 次スリップを考慮すべきである。 

・工法検討時には対策効果の確認作業が必要であり，現在変動している３次地すべりへの影響を

確認する必要がある。 

・メインの対策工事は鋼管杭工とする。 地下水位は観測されていないが，降雨時の過剰水時の排

水効果を考慮し，地下水排水工事を検討する必要がある。 

 

 安定計算結果 

安定解析結果は下表のとおりである。 

 

表 9-9-5. 安定解析結果 (ルート 3) 

地すべりブロック 安全率 必要抑止力(Fsp=1.20 ) 計算条件 

1 次すべり 
Fs=1.00 Pr=374.4(kN/㎡) 水位無し 

Fs=1.00 Pr=374.4(kN/㎡) 水位無し 

2 次すべり 

Fs=1.00 Pr=646.3(kN/㎡) 
想定最高水位  

(すべり面 +3m) 

Fs=1.037 Pr=526.1(kN/㎡) 
地下水排除工による低下水

位 (最大で—3m) 

3 次すべり 

(地すべりブロック B) 

Fs=1.00 Pr=757.6(kN/㎡) 
想定最高水位  

(すべり面 +3m) 

Fs=1.040 Pr=604.2(kN/㎡) 
地下水排除工による低下水

位 (最大で—3m) 

4 次すべり 

(地すべりブロック C) 

Fs=1.00 Pr=836.3(kN/㎡) 
想定最高水位  

(すべり面 +3m) 

Fs=1.039 Pr=669.6(kN/㎡) 
地下水排除工による低下水

位 (最大で—3m) 

*粘着力 C を地すべり層厚ｈから設定し，Fs=1.00 と仮定し内部摩擦角φを逆算した(地すべり安定計算における逆

算法を使用). 
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 対策工 

対策工配置図を図 9-9-2 に示す。 

鋼管杭工と地下水排除工により，地すべりブロック C については計画安全率 Fs> 1.2 が確保さ

れる。また，この対策工事により地すべりブロック B についても安全率 Fs> 1.2 が確保できるこ

とが確認された。対策工検討結果と概算工事費は以下のとおりである。 

 

表 9-9-6. 対策工法および概算工事費 (ルート 3) 

（単位：1000 円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非公開 
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図 9-9-1. ルート 2 対策工配置図 

鋼矢板工 

水平ボーリング工 

鋼管杭工 

鋼管杭工 

浸食防止工 

鋼矢板工 

水平ボーリング工 
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図 9-9-2. ルート 3 対策工配置図 

鋼管杭工 

鋼管杭工 

水平ボーリング工 

水平ボーリング工 
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 環境社会配慮 

本章では，2011 年策定済み EIA 及び RAP 報告書の更新要否の確認結果及び環境社会配慮追加

調査方針について整理した。 

 

 EIA/RAP 報告書の更新要否確認に係る基本方針 

10-1-1 レビュー実施フロー 

EIA/RAP 報告書の更新要否確認（以下，「レビュー」と

称す）の実施フローを右図に示す。 

 

 

出典：JICASurvey Team 

図 10-1-1. レビュー実施フロー 

10-1-2 レビュー対象文書 

レビュー対象文書を下表に示す。現地入り後に判明した特記事項として，2011 年に JICA が策

定した，2011F/S はウ国側の承認を得ておらず，その翌年である 2012 年に道路公社ミコライウ支

部が 2012F/S(TEO)を再実施し，閣議承認を得ていることが挙げられる。 

 

表 10-1-1. レビュー対象文書とその承認状況 

レビュー対象文書 
追加レビ

ュー対象 
JICA 審

査 
ウクライ

ナ閣議 
ウクライナ国ミコライウ橋建設事業準備調査ファイナル・レ

ポート（JICA，2011）(2011F/S) 
 完了  

Environmental Impact Assessment Report for the Project of 
Construction of Mykolaiv Bridge in Ukraine （JICA，2011） 

 完了  

Resettlement Action Plan Report for the Project of Construction of 
Mykolaiv Bridge in Ukraine （JICA，2011） 

 完了  

ウクライナ国ミコライフ橋梁建設事業の環境社会配慮調査に

係る調査（JICA，2013） 

   

Feasibility Study Report for Mykolaiv Bridge Construction Project 
(Ukravtodor, 2012) (2012F/S(TEO)) 

   完了 

Annex 3 EIA Study Report for Mykolaiv Bridge Construction Project 
(Ukravtodor, 2012) 

   完了 

Annex 7 RAP Study Report for Mykolaiv Bridge Construction 
Project (Ukravtodor, 2012) 

   完了 

備考：本報告書においては，Mykolaiv の和訳はミコライウで統一しているが，本表では原文記載のままとした。 
      追加レビュー対象文書はウクライナ語のみが存在するため，上記は調査団による仮訳である。 

出典：JICA Survey Team 
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10-1-3 参照する法令・ガイドライン等 

 ウクライナ国における法令・ガイドライン等 

2011F/S 以降に施行されたウ国における EIA 実施に係る法律・法令・ガイドラインを下表に示

す。 

表 10-1-2. 2011F/S 以降にウクライナ国において施行された EIA 関連法規・ガイドライン等 
文書名 施行年 概要 

ウクライナ国改正 EIA 法 
Law of Ukraine on Environmental Impact 
Assessment 

2017 EIA 及び SEA 対象案件，手続き，要す

る期間，報告書に含まれる内容等を規

定 
EU 基準を満たすべく旧法を改正 
これに伴い，The Law of Ukraine “on 
Ecological Expertise” BP, 1995 (通称，

Ecological Expertise Law)が廃止となっ

た。 
ウクライナ国 EIA・SEA ハンドブック 
Handbook for Environmental Impact Assessment 
in Ukraine 

2017 EIA 及び SEA の実施フローチャート，

よくある質問などを記載 

閣僚決議第 1010 号 EIA 例外規定 
Cabinet of Ministers of Ukraine  Resolution No. 
1010 
On Approval of the Criteria for Determination of 
the Planned Activity, its Extension and Change 
that are not the Subject to an Assessment of the 
Environmental Impact 

2017 EIA 例外規定（軽微な変更，テロ対策，

緊急時の対応等）について規定 

閣僚決議 989 号 EIA 実施プロセスにおける

公聴会実施方法 
Cabinet of Ministers of Ukraine  Resolution No. 
989 
On the approval of the Procedure of conducting 
of public hearings in the process of environmental 
impact assessment 

2017 公聴会実施方法，質疑応答記録を含む

議事録様式などについて規定 

閣僚決議 1026号 EIA報告書の提出手順及び

一元管理化 
Cabinet of Ministers of Ukraine  Resolution No. 
1026 
On Approval of the Procedure for the Transfer of 
Documents for submission of an outcome on the 
Environmental Impact Assessment and the 
Procedure for maintaining the Unified Register for 
Environmental Impact Assessment 

2017 EIA 報告書の提出，電子データによる

一元管理などについて規定 

 
出典：JICA Survey Team 

 

 JICA 環境社会配慮ガイドライン等 

2011F/S 以降に施行された JICA の環境社会配慮に係るガイドライン等を表 10-1-3 に示す。 
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表 10-1-3. 2011F/S 以降に施行された環境社会配慮に係る JICA のガイドライン等 
文書名 施行年 施行機関 概要 

環境社会配慮ガイ

ドライン*1 

2010 JICA 2008 年 JICA 統合に伴う新たなガイドライン。 

カテゴリ B 案件報

告書執筆要領 
2017 JICA 審査部によるこれまでの報告書レビュー等を通じて，

より明確化すべき点について明示された。 
備考 1: 2011F/S によれば，同 FS では旧 JBIC ガイドライン（「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドラ

イン，2002 年 4 月」）が適用されている。 
出典：JICASurvey Team 

 

 レビュー結果 

10-2-1 EIA 

 レビュー結果の要約 

2011 年及び 2012 年に作成された EIA 報告書のレビュー結果を下表に示す。 

表 10-2-1. EIA2011 及び EIA2012 のレビュー結果 
EIA 報告書に含ま

れるべき項目 
EIA2011 及び EIA2012 のレビュー結果 

ベースとなる環境

社会状況 
EIA2011 及び 2012 共にベースとなる環境社会状況（動植物，公害等）に係る記

載が確認できるが，いずれも現地調査は実施されていない。 
その後，バードライフインターナショナルの IBA をはじめとする保護区と本事

業対象地の間に十分な隔離距離が確保されている状況に変化は無いことを確認

した。1 
 
他方で，2015 年にミコライウ州の土地利用図がアップデートされており，本事

業による移転対象とはならないものの民間の林業業者らしき施設が左岸側人工

林付近に新設されるなど，社会環境において以前の調査時点からの変化が見ら

れる。 
相手国の環境社会

配慮制度・組織 
EIA2011 及び EIA2012 は，旧法（The Law of Ukraine “on Ecological Expertise” BP, 

1995 に準拠して実施されていたが，前述のとおり EIA 法が 2017 年に改正され

た。改正前に認可取得済みの事業については基本的に改正法適用外であるが，

認可（EIA Conclusion）時の計画，設計，緩和策等から変更を行う場合，環境へ

及ぼす影響が認可時と比較して大きく変化する場合は改正法対象となる。改正

EIA 法が求める報告書の内容，EIA 対象事業及び実施フローは Appendix に示

す。 

環境配慮に関する

法令や規準等 
EIA2011 及び 2012 作成時点で参照されていた関連法や基準のうち，少なくとも

以下については現時点で改訂または廃止となっている。 
 

- The State health and safety rules and standards 2.2.7.029-99. Hygienic requirements 

for the management of industrial waste and the definition of their class of danger to 

the health of the population; 

- State building code V2.3-4:2007. Highways. Part 1. Planning. Part 3. Construction; 

- VBN В.2.3-218-007-98. Ecological stardards for highways; 

- Construction standards and regulations ІІ-12-77 Planning standards. Noise 

protection; 

                             
1 ウクライナ国環境省（Ministry of Ecosystem and Natural Resources）ヒアリング（2018 年 6 月 23 日）。 
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- Sanitary standards 3077-84. Sanitary standards for permissible noise in the premises 

of residential and public buildings and on the territory of residential buildings; 

- Construction standards and regulations 2.04.03-85. Sewerage. Outdoor networks 

and facilities; 

- Health and safety rules and standards 4630-88. Sanitary rules and norms of 

protection of surface water from pollution; 

- Construction standards and regulations 3.05.04-85. Outdoor networks and facilities 

for water supply and sewerage; 

- Health and safety rules and standards 42-128-4433-87 Sanitary norms of 

permissible concentrations of chemicals in the soil; 

- State sanitary regulations 201-97. State sanitary regulations for the protection of 

atmospheric air in the populated areas. 

 
新 JICA ガイドライ

ンとの乖離及びそ

の解消方法 

EIA2011，EIA2012 いずれにおいてもギャップ分析は行われていない。 
 

関係機関の役割 EIA2011，EIA2012 いずれにおいても報告書中の記載内容は，旧法（The Law of 
Ukraine “on Ecological Expertise” BP, 1995 に基づく Ecological Examination の関係

機関の役割に留まっている。 
代替案の比較検討 EIA2011 及び EIA2012 では，路線長，建設費，地盤条件，住民移転，東西回廊

の一区間としての道路位置，ミコライウ市の土地利用計画との整合性，近隣港

との連携等の観点から 4 つの代替ルート及びゼロ・オプション（事業を実施し

ない案）について検討が行われ，ルート 2 を 適案として推奨している。 
スコーピング EIA2011 では，現在の JICA 環境社会配慮ガイドラインとほぼ同等の 31 項目に

ついて工事中・供用時のスコーピングが実施されている。 
EIA2012 ではスコーピングに係る記載は見当たらないが，EIA2012 に対する

TOR において，想定される影響についての記載が確認できる。 
影響予測 EIA2011 における影響予測対象は，①用地取得，②土壌浸食及び地滑り，③大

気汚染，④水質汚濁，⑤土壌汚染，⑥騒音の 6 項目である。 
 
EIA2012 における影響予測対象は，①微気象，②大気汚染，③騒音，④地滑り，

⑤水質汚濁，⑥土壌汚染，⑦生態系，⑧用地取得の 8 項目である。 
 
大気については 2035 年までの長期影響予測においても排出上限値を下回る。仮

に，EIA2011 時点から今回選定されるルート，交通需要予測結果及びバックグ

ラウンド濃度に顕著な違いが生じていなければ，大気に係る調査の省略は可能

であると推察する。 
 
騒音については，昼夜別予測となっていないため昼夜別評価ができない。 

緩和策 地滑りならびに生態系への影響緩和策として，南ブグ川水資源流域事務所

（Basin Office of Water Resources of the Southern Buh River）から，幾つかの技術

仕様が示されている（No 01-4/14/05-11 of 09/02/2011）。しかし，同仕様の有効期

限である 3 年間を既に超過しているため，事業実施機関は決議第 557 号（2005
年 7 月 12 日付）に従い，工事開始までに当局からの許可を得る必要があるとさ

れている（EIA2011, Appendix-5）。 
 

また，2011 年に実施されたステークホルダーミーティングにおいて工事が魚類

の産卵に与える影響が指摘されているが，影響緩和策に係る記載は EIA 報告書

中に確認できない。 
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本現地調査において，ミコライウ州漁業協会令第 47 号「春から夏の産卵期にお

ける水圏生物資源に係る漁業規制」の収集及び民間海運業者からのヒアリング

を通じて，漁業規制時期と規制対象区域が確認されたことから，これらを踏ま

えた緩和策を提案することが望ましい。 

 

騒音に対する緩和策については，ルート選定結果，交通需要予測結果及び予測

対象施設周辺の踏査等を踏まえた検討が必要である。例えば、遮音壁を設置す

る場合、高さ 3m の遮音壁対策効果は約 10dB(A)とされており、第 5 章で算定

した影響家屋件数は大幅に削減される。 
環境管理計画・モニ

タリング計画 
以上の検討を踏まえ，環境管理計画・モニタリング計画の見直しが必要である。 

予算，財源，実施体

制 
EIA2011 において，街路樹の植樹費用は計上されているが，植樹後 2 年間の管

理費（潅水や必要に応じた殺虫剤散布，枯死株の植替え等）に必要な予算措置

を計画しておくことが望ましい。 

 

ステークホルダー

協議 
後に実施されたステークホルダー協議が 2011 年 9 月である（当時の参加機関

は，ミコライウ州（知事，第一副知事，土地資源部長，環境保全部長），道路公

社ミコライウ支部，JICA 調査団，ミコライウ空港，Nova Odesa 町長，Nova Odesa
地区における被影響者代表）。それから既に約 7 年が経過していることから，新

たに実施することが推奨される。 
備考：EIA: Environmental Impact Assessment, IBA: Important Bird Area，RAP: Resettlement Action Plan 

出典：JICA Survey Team 

 

10-2-2 RAP 

RAP2011 及び RAP2012 のレビュー結果を下表に示す。 

表 10-2-2. RAP2011 及び RAP2012 のレビュー結果 
RAP 報告書に含ま

れるべき項目 
RAP2011 及び RAP2012 のレビュー結果 

用地取得・住民移転

（その他経済的損

失等を含む）の必要

性 

RAP2011 及び 2012 共に，用地取得の必要性が記載されている。 
なお，本事業による住民移転は過去の調査においても想定されていない（以下，

同様）。 

用地取得・住民移転

にかかる法的枠組

み 

RAP2011 では，土地法（Land Code of Ukraine 2001）における用地取得にかかる

枠組みが述べられている。当時の JICA 環境ガイドライン（当時は JBIC 環境社

会配慮ガイドライン）及び世銀 OP 4.12 とウクライナ国内法のギャップ分析に

係る記載は見当たらないが，「ウクライナ国の関連国内法に加え JBIC 環境社会

配慮ガイドラインの要件を遵守する」旨が冒頭に述べられている。 
詳細なギャップ分析のマトリックスは 2011F/S でのみ確認できる。 
 
RAP2012 には，道路公社ミコライウ支部が承認した決議 No.217（2007 年 11 月

14 日）及び TOR 第 14-2/12 号（2012 年 2 月 17 日）の記載はあるが，その他の

法的枠組みに係る記載は無い。 
 
なお，両調査時点において，取得対象土地区画内に法的権利を有さない居住者

等は存在しないことが確認されている。 
全占有者を対象と

した人口センサス

調査，財産・用地調

査結果（ジェンダー

RAP2011 及び RAP2012 における人口センサスは，ミコライウ州土地委員会か

らのレターに基づき算出され（Letter from 23.02, 2011 No. 366-1800-714/11, Annex 
A），用地取得範囲の土地区画とその全占有者はリスト化されている。ただし，

家族構成やジェンダー分類等は不明である。 



10-6 

分類含む） PAUs 数：65 世帯=PAPs 数となっているため，正確な PAPs 数が不明である。 
 
また，樹木や施設等に関する記載は確認できない。 
ウクライナ国における地籍データは必ずしも実態を反映していない可能性があ

るため，用地調査を実施する際には注意が必要である。 
 
本事業における COD2は，F/S 開始日（2012 年 2 月 17 日）である旨が F/F 時 M/D
で確認されている一方で，2011F/S では，COD は事業承認後の 3 ヶ月以内に事

業者により公布される期日である旨が記載されており，矛盾が見られる。 
いずれにしても COD 設定から既に 6 年以上が経過している。 

占有者の 低 20％
を対象とした家計・

生活調査 

記載なし。 
 
RAP2011 に基づき，被影響世帯を 65 世帯とする場合，無効回答等も考慮し，20
世帯（＞65 世帯×20%）を対象とした調査の実施が妥当と考えられる。 

損失資産の補償及

び生計回復支援策

の受給権者要件（エ

ンタイトルメント・

マトリックス） 

RAP2011 及び 2011F/S ではエンタイトルメント・マトリックスの記載があるが，

RAP2012 には記載が無い。 
 
漁業者への補償として，架橋位置から上流 80km 地点へミコライウ州政府出資

による養殖施設建設計画の記載があるが（EIA2011 p.71），現時点における本計

画の有効性は不透明である。 
 
また，用地取得の際，土地区画の分断により生じる残地補償については過去の

ステークホルダー協議で指摘されており，これに対してミコライウ道路公社は

土地委員会と協議の上解決すると回答している（2011F/Sp.6-53）。しかし，近年

ミコライウ道路公社の職員が大幅に刷新されたこともあり，情報が引き継がれ

ているか不明であるため，当局へ適切な情報のインプットを行うことが必要で

あると推察する。 
 

再取得価格調査を

踏まえた再取得費

用に基づく損失資

産の補償方針の検

討と手続き 

公共事業に供される土地の購入価格設定の原則は，ウクライナ国の土地法

No.146 条に基づき，政府が指定する鑑定士によって決定される。 
 
RAP2011 には再取得価格に係る具体的な記載は確認できないが，同時期に作成

された EIA2011（p.45）及びその Appendix3 における土地委員会からの回答 Table 
No.2（p.102）を参照すると，土地そのものの単価に加え，均平化に要する費用，

登記に要する税金や移動経費を踏まえた単価設定がなされていることから，再

取得価格費用を配慮した単価設定が伺える。ここでは，農地を 3,000～
35,000UAH/ha と設定している。これが，2011F/S におけるエンタイトルメント

マトリックス（p.6-50）における，農地・養殖池・果樹園の損失に対する Entitlement 
(compensation package)として，Replacement value of land (cash compensation under 
law and additional grant to cover the market value of land at market price to be 
determined by Expert)のことを指していると推察される。 
 
他方で，RAP2012 では，ミコライウ州土地委員会（State Committee on Land 
Resources in Mykolaiv Region）が，道路公社ミコライウ支部に対して 2010 年 1
月 12 日付けで回答した概算単価を採用している（TOM 7 c10-15）。ここでは，

Faming land を 12,000UAH/ha，Gardening land を 35,000UAH/ha と設定している。

なお，政府所有地（State owned）については，登記変更手続きのみであるため，

単価は不要とされている。 
 
しかしながら，上述した単価のいくつかは，2011F/S（p.6-48）における補償単

価との整合が確認できない。 
土地委員会における土地単価もこの数年で変化していることが予想されるた

                             
2 世銀 OP4.12 では、一般に、センサス調査を実施してから 2年以内に用地取得が行われなかった場合、データの

更新を行うとしている。 
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め，再取得価格を改めて入手することが望ましいと考えられる。 
 

受給権者の生活水

準の改善・回復のた

めの生計回復支援

策 

RAP に生計回復支援策の内容は記載されていない。F/F 時 M/D では道路公社が

審査前に生計回復支援策ドラフトを作成し JICA へ提出することになっている

ようであるが，その資料は現地でも確認されなかった。 
 

苦情処理を担う組

織の権限，及び苦情

処理手続き 

苦情処理メカニズムに関する記載は，RAP2011，RAP2012 いずれにも見当たら

ない。 
F/F 時 M/D によれば，本事業においては苦情処理委員会を設置の上，住民等か

らの苦情申し立て日から 1 ヶ月以内に解決策を回答するメカニズムが示されて

いるようである。 
住民移転に責任を

有する機関の特定，

及びその責務 

RAP2011 において，ミコライウ州道路公社，ミコライウ土地委員会及びミコラ

イウ市（Mykolaiv Oblast State Administration，当時の報告書では MRA：Mykolaiv 
Region Administration の記載が一般的）を中心とした明確な責任区分が示されて

いる。 
用地取得・住民移転

にかかる費用と財

源 

前述のとおり，RAP2011 及び RAP2012 いずれにおいても費用及び財源につい

ては十分な確認が行われていない。 
 

実施機関によるモ

ニタリング体制，モ

ニタリングフォー

ム 

RAP2011 ではモニタリング体制及びモニタリングフォームが作成され，その概

算費用も算出されている（2011F/Sp. A8-4～A8-6）。 
 
RAP2012 にはこれらに関する記述が確認できないため，モニタリングの実施体

制，モニタリング内容，予算繰り等が懸念される。 
 
モニタリングフォームには，苦情処理記録を追加することが望ましいと考える。 

用地取得・住民移転

にかかる住民協議 
RAP2011 及び 2012 では住民協議記録が確認できない。 
 
2011F/S によれば，ステークホルダー協議はプロジェクト調査開始前段階であ

る 2010 年 12 月と調査結果説明段階である 2011 年 9 月の計 2 回開催されてい

る。ここでは，被影響者の発言が確認できないが，①2007 年に実施されたワー

クショップにおいて土地取得者から基本的合意を得ていること，②ステークホ

ルダー協議の情報が州の広報誌及びインターネットサイトで公開され異議申し

立て機会もあったことから，一定の参加機会は提供されたと考えられる。 
 
しかしながら，土地取得者との基本的合意形成から約 10 年が経過しているこ

とから，他の被影響者を含め再度協議の場を設けることが望ましいと考えられ

る。 
備考：COD: Cut-off date，F/F: Fact Finding Mission, M/D: Minutes of Discussion PAPs: Project Affected Persons, PAUs 
(PAHs): Project Affected Units (or Project Affected Households), RAP: Resettlement Action Plan 

出典：JICA Survey Team 
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 追加調査方針 

追加調査方針を以下に示す。 

10-3-1 ルート 2 を選定する場合 

 基本方針 

ルート 2 の場合，2012F/S（TEO）は 2013 年にウクライナ閣議承認済みであり，再実施の要否

は 3-2 に示すように変更の種類によって異なる。再実施が必要な場合の手続きは後述するルート

3 と同じであるため，ここでは再実施が不要な場合の方針を示す。再実施が不要な場合，2017 年

施行のウ国改正 EIA 法適用対象外であり，ウ国側に求められる手続きは Ukravtodor が Project （P）

段階の事業計画・設計等に基づき，環境社会配慮関連文書を作成することである。Project（P）に

記述されるべき項目は基本的に 2012F/S（TEO）と同様であるが，Project（P）段階では，F/S（TEO）

段階のそれよりも高い精度の記述が要求されるため3， 新の環境関連法令に即した影響評価の実

施，緩和策策定，環境管理計画及び環境モニタリング計画の立案が必要である。また，EIA2011 及

び EIA2012 では関係機関の役割が明確化されていないとともに， 後に実施されたステークホル

ダー協議から約 7 年が経過していることから，ステークホルダー協議の実施を通じて再度，関係

機関の責任範囲を明確化することが重要である。 

これらは，JICA 環境社会配慮ガイドライン（2010）の要求水準を満たすためにも必要である。 

 環境影響評価（EIA） 

追加調査方針は次のとおり。 

(1) ベースとなる環境社会の状況の確認 

ここでは，提案される事業の実施による影響を受け得る社会環境，生活環境，自然環境につい

て既往文献を元にした文献調査、資料収集及び必要に応じて関係機関へのヒアリング等を行う。

地下埋設物をはじめとするユーティリティ施設についても関係機関から図面を入手する。特に注

意を払うべき調査項目とその方針を以下に記す。 

 道路交通騒音：実測調査（平日 2 日間，休日 1 日間の計 3 日間，24 時間測定，IC 建設予

定地点及び右岸側宅地隣接地点の計 3 箇所，官民境界，測定高さ H=1.2m における時間

当たり等価騒音レベル LAeq，）を行う。また，騒音調査時に沿道の地形及び地物等（たと

えば近傍の家屋の位置，種類，実際の利用状況，地表面の状況）についても衛星画像か

らの判定または近隣住民へのヒアリング等に基づく確認を行う。 

 土壌浸食及び地滑り：2018 年から 2019 年にかけて JICA 調査団が実施した地質調査にお

ける取り纏め結果を参照することを想定するものであり，この EIA 調査の中で現地調査

は実施しない。以下の項目についても同様である。なお，地滑り対策費用が，地質調査

の項と環境社会配慮の項で二重計上されないよう注意する。 

 

(2) 相手国の環境社会配慮に関する法令，基準，制度及び組織 

2012F/S（TEO）で参照されていたウ国における環境関連法の多くが改訂または廃止となってい

るため，その内容及び監督官庁をはじめとする関連組織についても確認を行う。 

                             
3 ウクライナ国ローカルコンサルタントヒアリング（2018 年 8 月～11 月） 
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土取場及び土捨場については候補地点を複数取捨選択の上，ウ国法令上必要な手続きについて

確認を行う。 

世界銀行グループ EHS（環境・衛生・安全）ガイドライン（Environmental， Health， and Safety 

Gudeilines）が定める基準についても記述する。 

 

(3) 代替案の比較検討 

新の調査結果に基づき，ゼロ・オプション（事業目的が達成可能で対象事業種の事業を実施

しない案）を含む複数の代替案の比較検討を実施する。この際，路線概要（延長，線形，構造形

式），技術的評価及び経済性評価については 2018 年から 2019 年にかけて JICA 調査団が実施した

調査結果を参照することを想定している。 

 

(4) スコーピング 

代替案の比較検討の結果選定された案に対して工事前/工事中と供用時に分けてスコーピング

を実施し，影響項目の絞込みを行う。 

スコーピングは，次の 4 段階で評価を行い，その評価理由についても一覧表に整理する。 

A+/-：重大な影響がある（正または負），B+/-：多少の影響がある）（正または負），C：影響の程

度は不明（調査検討が必要，調査過程で影響が明らかとなる），D：ほとんど影響はない 

 

(5) 影響予測 

スコーピングで絞り込まれた影響項目に対する影響予測を実施する。ただし，道路環境影響評

価の実施に当たっては，将来の 1 時間当たり車線・車種別交通量，予測対象道路の線形及び車線

数，平均交通速度，昼夜率，大型車混入率，官民境界が分かる標準断面図，地表面の特徴等につ

いて，F/S（TEO）または Project（P）から入手できることを想定している。 

大気汚染については，2035 年長期予測結果の活用も視野に入れる。 

 

(6) 影響の評価 

影響予測結果を元に，ウ国環境関連法規に基づく排出規制値（MAC: Maximum Allowable 

Concentration）及び，世界銀行グループ EHS（環境・衛生・安全）ガイドライン（Environmental， 

Health，and Safety Gudeilines）に基づく影響評価を実施する。 

 

(7) 緩和策及び環境管理計画 

影響評価結果に基づき，緩和策を検討し，その結果を工事前/工事中及び供用時における影響項

目ごとに記述する。提案される緩和策の実効性を確保するため，それぞれの緩和策について，実

施機関，責任機関及び費用を記述する。 

費用はプロジェクトの事業費に含める。 
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(8) 環境モニタリング計画 

環境管理計画記載事項の確実な実施をモニタリングするため，各影響項目に対するモニタリン

グの項目，方法，頻度，評価基準または指標，位置，実施機関及び費用について一覧表に記述す

る。 

費用はプロジェクトの事業費に含める。 

 

(9) 実施体制 

工事中・供用時それぞれについて環境管理計画及び環境モニタリング計画の実施体制図を併記

の上，記載する。また，環境面における苦情処理体制についても記載する。実施体制作成に当た

っては，次のステークホルダー協議結果においても確認を行うこととする。 

 

(10) ステークホルダー協議 

追加調査初期段階にステークホルダー分析を実施し，その結果に基づき協議内容，場所，参加

者，スケジュール等について検討を行う。 

ただし，少なくとも追加調査の開始段階とドラフトファイナル段階において，被影響者を含め

たステークホルダー協議を実施することとする。なお，フォーカス・グループ・ディスカッショ

ンや個別協議等は現地調査の中で実施回数は定めず，適宜実施することとする。 

 

 用地取得・住民移転計画（RAP） 

追加調査方針は次のとおり 

(1) センサス調査及び財産・用地調査 

事業による用地取得・移転対象となる全占有者を対象にセンサス調査及び財産・用地調査を行

うに当たっては，これまでの調査で情報が不足している以下の点に留意の上，取りまとめを行う。 

① PAUs（Project Affected Units）数と PAPs（Project Affected Persons）数を適切に算出するこ

と， 

② センサスにおける年齢構成，性別及び障がいの有無等から社会的弱者に該当する世帯を

判別すること， 

③ ウ国地籍局に登録された地物の面積と調査団が電子データ上で計測した面積の不一致に

ついて現実的な解決策を検討すること， 

④ 残地の取り扱いについて整理すること， 

⑤ カットオフデートを明確に設定すること， 

⑥ 財産調査（Asset Survey）の中で被影響者の農業生産物及び漁獲量に関する調査を実施し，

数量を算出すること 
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調査結果の取り纏めに用いる参考様式を以下に示す。 

 

表 10-3-1. センサス調査結果（参考様式） 

Type of loss 
No of PAUs No of PAPs 

Legal Illegal Total Legal Illegal Total 

Required for displacement       

1 HH (Structure owner on Gov. land )       

2 HH (Structure on Private land)       

3 HH (Tenants)       

4 CBEs (Structure owner Gov. land)       

5 CBEs (Structure owner on Private land)       

6 CBEs (Tenants)       

7 
Community owned structures including 
physical cultural resources 

      

Not required for displacement       

8 Land owners       

9 Wage earners        

Grand Total(1-9)       

HH: House Hold， CBEs: Commercial and Business Enterprises 

 

表 10-3-2. 影響を受ける土地・財産の調査結果（参考様式） 
Land 

Category Land type 
Affected area 

(m2) 
Total 

1 
Village A 

Farm land 1，000 1，500 

2 Housing land 500 

3 
Village B 

Government 
land 

800 850 

4 
Commercial 
land 

50 

 
Buildings 

Category Quantity 
Affected area 

(m2) 
Total 

1 

Village A 

Private (Residential)    

2 Private (Warehouse)    

3 Public assets    

4 Village B Shops    

 
Other assets including agricultural products， fishery products， fruit orchard， livestock 

Category Quantity 
Affected area 

(m2) 
Total 

1 
Village A 

Fish ponds 3 200  

2 Lemon trees 30 -  

3 
Village B 

Pain trees 500 1，000  

4 White birch 10 -  
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(2) 社会経済調査 

被影響世帯の 20%以上を対象に，被補償世帯の家計・生活に関する基本情報を記載する。後の

補償・支援の具体策の検討材料として活用することを念頭に置き，職業，世帯構成，所得（公式・

非公式），生活水準等を含む。 

 

(3) 補償・支援の具体策 

過去の調査で策定された受給権者要件（Entitlement Matrix），追加調査結果（センサス調査，財

産・用地調査及び社会経済調査結果）及び世界銀行拠出類似案件4における受給権者要件のレビュ

ー等を踏まえ，本事業における受給権者要件を作成する。 

損失補償額は，再取得価格（Replacement Cost5）に基づき算出し，その算出根拠を報告書内また

は添付資料に記載する。 

また，財産・用地調査及び社会経済調査結果を元に，生計回復支援策（IRP: Income Restoration 

Program）（例えば，職業訓練，営農や養殖資材の購入支援等）を策定する。 

 

(4) 苦情処理メカニズム（GRM: Grievance Redress Mechanism） 

前述した世界銀行出資の類似業務において，ウ国における苦情処理メカニズムの認知度の低さ，

Ukravtodor の WEB サイトにおける苦情処理窓口開設手続きの遅延等によって，工事開始後に様々

な苦情が噴出したことが報告されている。一方，工事中は以下のフローに基づく苦情処理をプロ

ジェクト完了まで継続的に実施することとされている。 

① 施工監理コンサルタント支援の下に施工業者が事業に特化した苦情を取りまとめる 

② 州政府が地域からのその他の苦情を取り纏める 

③ ①及び②を本事業に特化して調達された社会環境専門家が取りまとめ，プロジェクトマ

ネジャーに提出する 

④ プロジェクトマネジャーが世界銀行に対する四半期報告書と併せて苦情処理記録を報告

する 

                             
4 Ukravtodor (2017) Addendum to the Resettlement Action Plan， SECOND ROAD SECTOR IMPROVEMENT 
PROJECT (P-127156)，UKRAINE 
 
5 Description of “replacement cost” is as follows. 

Land Agricultural Land  The pre-project or pre-displacement， whichever is higher， market value of land of equal productive 
potential or use located in the vicinity of the affected land， plus the cost of preparing the land to levels 
similar to those of the affected land， plus the cost of any registration and transfer taxes  

Land in Urban 
Areas  

The pre-displacement market value of land of equal size and use， with similar or improved public 
infrastructure facilities and services and located in the vicinity of the affected land， plus the cost of 
any registration and transfer taxes.  

Structure Houses and Other 
Structures  

The market cost of the materials to build a replacement structure with an area and quality similar or 
better than those of the affected structure， or to repair a partially affected structure， plus the cost of 
transporting building materials to the construction site， plus the cost of any labor and contractors’ 
fees， plus the cost of any registration and transfer taxes.  
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  出典：Ukravtodor (2017) Addendum to the Resettlement Action Plan，SECOND ROAD SECTOR 

IMPROVEMENT PROJECT (P-127156)，UKRAINE を元に JICA Survey Team 作成 

 

図 10-3-1. ウ国道路セクター類似業務における苦情処理メカニズム 

 

したがって，追加調査においては，上図をベースに関係者に対する聞き取りを行い，本事業に

おける適切な苦情処理メカニズムを検討する。特に，この図においては事業実施機関である

Ukravtodor や State Land Committee（SLC）の位置付け，PAPs と Local Community の間の情報伝達

経路・方法等、苦情が解決されなかった場合の法的措置が不明であることから，これらについて

も確認を行い、簡易性・利便性・透明性が確保されるよう検討する。 

 

(5) 用地取得及び住民移転に係る実施体制 

以上の調査結果を踏まえて，RAP2011 で記載された用地取得・住民移転に係る実施体制につい

て改めて確認を行い，必要に応じて体制を修正する。 

 

(6) 実施スケジュール 

用地取得及び住民移転に係る実施スケジュール作成に当たっては，被影響者に対する影響を

小化することを念頭に置き，特に以下の事項に配慮してスケジュール作成を行う。 

① 工事スケジュール 

② ウ国政府の予算年度スケジュール 

③ 被影響者への生計及び生活に係る季節的スケジュール（作付スケジュール，漁獲スケジュ

ール，学期及び夏季・冬季休暇等） 

(7) 費用と財源 

事業実施に伴う恒久的または一時的損失に対する補償または移転支援費，生計回復支援費，RAP

実施費用（RAP 実施期間及びモニタリング期間における人件費を含む），予備的経費について積算

する。また，その財源についても明確化の上，本プロジェクトの事業費に反映する。 

C/S Consultant Contractor Oblast

PAPs, Local Community, etc.

Sociologist
(RAP Specialist)

Project Manager
(PM)

World Bank
(W/B)

Project specific 
grievance Monitoring

Recording at 
const. site Recording

Other 
grievances

Assist, Supervise

Reporting

Reporting

Reporting

Reporting

Quarterly 
Report

Reporting
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(8) モニタリング体制及びモニタリングフォーム 

モニタリング体制は RAP 実施体制の項を参照のこと。類似案件のレビュー結果に基づき、

2011F/S に添付されているモニタリングフォームに苦情処理記録の記入欄を追加することを検討

する。モニタリング期間は，本事業の被影響住民の生計回復に要する期間を配慮の上，適切に設

定する。 

また、大学や NGO などの第三者機関による外部モニタリングの実施 TOR を作成し，添付する。 

 

(9) 住民協議 

被影響者らの負担や利便を考慮の上，環境影響評価におけるステークホルダー協議と，用地取

得及び住民移転に係る住民協議を同時開催することについても検討する。 

追加調査報告書には，全ての協議記録（日付，場所，議題，質疑応答記録，参加者の数・所属

先・性別）及び参加者リストを添付する。 

 

10-3-2 ルート 3 を選定する場合 

ルート 3 は，2013 年に閣議決定されたルート 2 と起点は同じであるが，それ以降のバイパス道

路及びミコライウ橋のルートが異なる。加えて，南ブグ川右岸側の宅地地域を通過するため，数

十世帯規模の宅地取り壊し及び住民移転を生じる点が、2012F/S（TEO）には無い特徴である。し

たがって，ルート 3 が選定された場合，2012F/S（TEO）には無い環境社会影響が生じることから、

F/S（TEO）手続きを改めて実施する可能性が示唆されており，その場合の新たな F/S（TEO）手続

きは、2017 年に施行されたウ国改正 EIA 法の適用対象となる。 

ウ国改正 EIA 法の要求水準は，Appendix 1 に記載のとおり，JICA 環境社会配慮ガイドライン

（2010）が求めるそれと概ね等しいか，JICA の方が網羅的である。したがって，JICA の環境社会

配慮ガイドラインを遵守すべく作成されたルート 2 における追加調査方針の多くがルート 3 にも

適用可能である。ただし，以下の点において追加調査方針が異なるため注意する必要がある。 

 F/S（TEO）の実施に加え，改正 EIA 法に基づく EIA の実施が必要となる（Appendix 1 の図 3

を参照）。意向書（Letter of Intent）及び影響評価報告書（EIA Study Report）の提出先は NENR

である。 

 住民移転計画（RAP）に居住施設の損失に係る補償が加わるとともに，被影響者が多様化・大

規模化することが想定される。また，被影響者になることを想定していない地権者や住民も

一定数いると考えられ，意向書を突如一般公開すると地域の混乱を招く恐れが懸念されるた

め，現地ステークホルダーとの協議を慎重に進めるとともに，ルート 3 建設の必要性につい

て理解醸成を図る必要がある。 

 ルート 2 から 3 の変更は，ミコライウ市の開発計画に影響を及ぼすため，必要な手続きとそ

のスケジュールについても確認を行う必要がある。 
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 施工計画，調達計画のレビュー 

11-1 施工計画, 調達計画の基本方針 

 自然条件に対する方針 

1) 気温・温度 

ミコライウにおける過去 10 年間の平均気温を見ると，冬季と夏季で寒暖の差が大きい。冬季の

12,1,2 月は 4℃以下で河川凍結があり，夏季は、7,8 月が 24℃であり，年によっては 25℃を超え

ることも十分に考えられる。そのため，寒中コンクリートや暑中コンクリートとしての対応も必

要となる。過去 10 年間の平均相対湿度は夏季に 50%程度，冬季に 85%と変動が大きいが，コン

クリートに影響を与える程低くはないため，問題ない。 

2) 雨量・降雨 

過去 10 年間の平均年間降雨量は 400mm~500mm 程度であり世界平均よりも少なく，雨季と

乾季が明確には分かれていない。月間降雨量の多い 5 月~7 月でも，日雨量 10mm 以上の日数は

2 日未満であり，作業中断等の施工への影響は小さいが，右岸側の地すべり地域では降雨後の地

下水位の変動に留意する。 

3) 自然環境 

以下のような自然環境にも配慮した計画とする。 

①ミコライウ州漁業協会令に基づく漁業規制期間及び規制対象区域に対する配慮 

②ミコライウ橋が架けられる南ブグ河川の水質条件に対する配慮 

③周辺地域住民が受ける騒音被害の可能性に関する対策 

④周辺地域住民が受ける粉塵被害の可能性に関する対策 

 

 社会経済条件に対する方針 

本事業の計画，設計及び施工に当たり，環境社会配慮の観点から以下の社会経済条件に留意す

ることとする。 

①ジェンダー及び子どもの権利，特に女性や子どもの権利に対する適正性の確保 

②言語形態，宗教，コミュニケーション方法等，地域の伝統的な歴史・文化及び生活習慣

に対する配慮 

③地域景観に対する影響への配慮 

④地域住民の経済活動，生計状況等の生活経済環境に対する配慮 

⑤HIV/AIDS 等の感染症への対策 

⑥各種事故の防止及び適切な労働衛生環境の確保 

 

 建設事情に対する方針 

ウクライナ国は，自国で鋼橋やコンクリート橋を建設しており、橋梁建設に関する一定の技術

を有している。そのため、現地技術を積極的に活用する方針とする。 
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 工事手法および工期に対する方針 

1) 工事手法に対する方針 

本邦技術を基にした工法を積極的に採用し，ウクライナ国にとって良質なインフラを整備する

方針とする。また，適用する本邦技術の中では，できる限り現地資機材を用いた工法を採用し，

技術の再利用が容易で効率的に技術移転される工法を設定することとする。 

南ブグ川は内陸航路として利用されており，河川が凍結する冬季を除いてバージや高速艇の航

行が日常的に行われることから，常に航路幅を確保できる施工方法を採用する。 

2) 工期に対する方針 

工期算出に関しては，各工種量，施工手順，クリティカルパス等を検討し，かつ現地の気象条

件を考慮する。気象条件に関しては，特に冬季の凍結期間は外部作業が困難と判断し，この期間

は作業期間に含めないこととする。2013～2018 年のミコライウ港での凍結通達は，ほぼ 1～3月

の約 3ケ月間出されている。また，2011F/S の安全対策の記述では，ウ国の労働法規では，積雪

が基準を超えると，屋外労働者の作業・河川内の作業が禁止されている。ただし，今回は施工開

始時期が不明確のため，通年施工として工期を算出し，それに 1年当り 3ケ月を加えることとす

る。一方，本邦技術である PCa 工法の部材製作は，屋内で作業を行うため，通年行えるものとす

る。 

 

11-2 ルート 2 の施工計画 

 施工条件 

1) 橋梁の構造形式 

主橋梁部の上部工は鋼斜張橋，床版は高品質な PC 床版，下部工は鋼管矢板基礎・場所打ち杭基

礎および場所打ち橋脚である。左岸側アプローチ部の上部工は鋼桁，床版は高品質な PC 床版，下

部工は工期短縮が可能で高品質な PCa 部材を使用した PC ウェル工法である。右岸側アプローチ

部の上部工はプレテンションスラブ桁，下部工は場所打ち杭基礎および場所打ち橋脚である。 

橋梁の構造形式一覧表を以下に示す。 

 

表 11-2-1.橋梁の構造形式一覧表 

 左岸側アプローチ部 主橋梁部 

延長(m) 1,185 930 

上部工 
鋼桁 

（2 主版桁 2 連） 

鋼斜張橋 

（エッジガーダー橋） 

床版 PC 床版（非合成） PC 床版（合成） 

橋脚 

PC ウェル 

場所打ち 

基礎 
左岸 右岸 

鋼管矢板 場所打ち杭 
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2) 支持地盤 

支持地盤およびその深さは，以下のとおりである。 

表 11-2-2.ルート 2 支持地盤 
 左岸側アプローチ部付近 左岸側主塔位置付近 右岸側主塔位置付近 
ボーリングNo. Br.1 Br.5 Br.6 Br.7 

支持地盤 

GL-22m 
(AM-19.4m) 
固結粘土 
N 値 41～55 

GL-25.9m 
(AM-28.2m) 
固結粘土(MC) 
N 値 23 以上 

GL-31.1m 
(AM-34.9m) 
ドロマイト石灰岩 
N 値 58 以上 

GL-31.5m 
(AM-34.7m) 
ドロマイト石灰岩 
N 値 60 以上 

 

3) 主材料 

(1) コンクリート 

本橋梁で使用が想定されるコンクリートの 低設計基準強度は，鉄筋コンクリートで 21MPa（フ

ーチング，橋脚等），プレストレストコンクリート部材のプレテンション方式で 36MPa（PC 床版）， 

ポストテンション方式で 30MPa 以上（PC ウェル）である（道路橋示方書，Ⅰ共通編参照）。現地

で調達可能な生コンについては，現地調査の結果，60MPa[立方体供試体(10cm 立方)なので，円柱

供試体(φ10*20cm)換算で約 54MPa]までの一覧表が提示されており，強度の面では問題ないもの

と考えられる。しかし，現地で調達可能な生コンの配合を確認した結果，日本において同様の橋

梁を建設する際に用いられる生コンの配合よりも，若干セメント量が多いように見受けられるこ

とから，フーチング，頂版，橋脚のマスコンクリートに対して試験練りにより W/C 等の配合を検

討し，事前に温度ひび割れ解析を行う必要がある。1 

 ヒアリングを行った生コンプラントは，橋梁建設サイトより左岸側で 10km，右岸側で 18km の

地点に位置し，橋梁建設サイトまでの運搬時間は 30 分程度と推定される。しかし，交通渋滞およ

び既存橋の老朽化による重量規制等の問題を踏まえ，右岸側に仮設プラントの設置を検討すべき

である。既存プラントの製造能力は，50～60m3/h，700～1,000m3/day の実績があり，打設量が約

1,000～1,500m3 のフーチング・頂版に対しても，生コンの供給能力に問題は無いと考えられる。現

地の生コン会社のプラントの例を以下に示す。粗骨材は安山岩の砕石，細骨材は川砂を使用して

いた。234 

 
 

 

 

 

 

 

 
図 11-2-1.現地生コン会社のプラント例 

  

                             
1日本の土木学会では，凍結融解がしばしば繰り返される場合， 大水セメント比は 60%。 
2現地企業へのヒアリングより，一般的には約 45km の運搬距離は対応可能で，混和剤の添加により 大運搬可能距

離は約 120km（時間で約 5時間）だが，渋滞および現橋への負荷を考慮し，右岸・左岸に仮設プラントの設置を推

奨。 
3現地企業へのヒアリングより，常時で 8 台(8～10m3)， 大 18 台準備可能。 
4 コンクリート打継目を作らないために，連続して打設する事を想定。 

Concrete plant， Cement silo， Agitator truck Control panel of concrete plant 
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出典：JICA 調査団 

図 11-2-2.使用骨材 

(2) 鋼管矢板 

 本邦業者へのヒアリング結果，ベトナムより運搬できることを確認している。運搬経路は添付

資料 10 に示す。 

 

 概要 

本施工計画は，表 11-2-1 に示す構造物に関して実施する。加えて，本橋梁ではウ国では初めて

の施工となるプレキャスト工法（本邦技術）を適用するので，11-2-5 でその製造方法について詳

しく述べる。また，プレキャスト工法の施工および製造方法に関しては，作業前に必ず，現地エ

ンジニアに対し研修を義務付けることを原則とすべきと考える。ただし，本架設現場（右岸）は

地すべり域に位置するので，地すべり範囲を把握するために，地下水位調査を 1 年程度かけて実

施し，対策工の詳細な検討・計画を行うことを提案する。追加調査計画は第 9 章に示している。 

 

 全体仮設工 

 左岸側プローチ部は，下部工の施工および鋼桁の架設の為に仮桟橋を設置する。主塔位置の桟

橋の構造は， 大重量として杭打ち機重量と鋼管矢板重量を考慮するとともに，鋼管矢板施工時

の振動に桟橋の安定性が堅持できるよう，筋交いや火打ち等によって補強する。左岸側アプロー

チ部仮桟橋を左岸主塔(P22)位置まで延長する(図 11-2-3)。鋼管矢板の施工時および資機材の搬入

には台船も使用する。 

  

Coarse aggregate Fine aggregate 
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図11-2-3.左岸側仮設参考図 

 

資機材および生コンを運搬するためのアクセス道路の施工を示す（図 11-2-4）。A2 橋台は地す

べりの上端に位置するので，調査に基づき対策工（杭，排水パイプ）を施工前に設置し，施工時

の安全性を確保する（第 9 章参照）。仮設道路の勾配は約 12％であるので，安定した輸送を確保す

る為に，簡易舗装を施す必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

図 11-2-4.右岸側仮設参考図 

  

Plan View 

Side View 

Barge 
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 鋼斜張橋（エッジガーダー橋）の施工 

1) 仮設工 

P23の杭基礎およびフーチングの施工のための仮設工を示す(図 11-2-5)。斜面崩壊の対策を施し，

橋台 A2 付近より河岸に通ずる工事用道路から，重機を搬入し，クローラクレーン組立て用およ

び資機材置き場用の平地を整生する。側面図にグラウンドアンカーによる土留め工を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11-2-5.P23 仮設工詳細参考図 
 

2) 左岸側主塔下部工(P22) 

P22 の下部工の構造形式は，鋼管矢板基礎である。支持地盤が硬質粘土（N 値 50 以上）もしく

は石灰岩（N 値 60 以上 一軸圧縮強度 10MPa 程度5）であるので，使用機械は，クローラクレー

ン（150ｔ），バイブロハンマー，ウォータージェットカッター（図 11-2-6），フライングハンマー

（図 11-2-7）の使用を想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：鋼管杭・鋼管矢板バイブロハンマ工法 H8,5 

図 11-2-6.バイブロハンマー工法  

                             
5支持層の一軸圧縮強度試験は 2011F/S のみで実施しており，河川内で深さ 39m の 大値を表示．石灰岩上部は脆

い箇所もある。 

Vibro Hammer 

Steel Pipe Sheet Pile 

Water Jet Cutter 

Crawler Crane 

Tank Generator 

Submerge Pump 
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出典：高知丸高 HP. 

図 11-2-7.フライングハンマー工法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11-2-8. P22 鋼管矢板基礎施工参考図 

 

 

 

  

P22 Crawler Crane 
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(1) 鋼管矢板基礎の施工 

施工フローを図 11-2-9 に示し，各々について説明を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11-2-9.鋼管矢板基礎施工フロー 

 

 構台上からガイド H 杭の打設およびガイドフレームの設置 

鋼管矢板基礎は閉合することによって閉鎖断面を形成するものであり，建て込みにあたっては，

継手間隔，鋼管矢板の位置を正確に保つ必要がある。そのためのガイドフレームの幅は，杭径+余

裕幅(20～30mm)とする。鋼管矢板の継手部に回転防止冶具を取付け，スペーサーで鋼管の芯ずれ

防止を行う。 

 構台上から鋼管矢板の打設（ジェット併用バイブロおよびフライングハンマー打設） 

バイブロハンマーを使用し，直角二方向より鉛直度の確認を行う。杭天端高さをレベル計で測

定し，鋼管の所定の根入れ長を確保する。支持層に到達した段階で，フライングハンマーに取換

へ，支持層への打込みを行う。 

 継手管内の排土・清掃後，継手部にモルタル充填 

継手部の土砂を排除した後，基礎本体部には井筒としての止水性を高めるために 21MPa 以上の

モルタルを，仮締切り部には 0.10～0.25MPa の低強度モルタルの充填を行う。 

 鋼管矢板内の中詰めコンクリートのポンプ車打設 

鋼管矢板は，仮締切り時に大きな反力が作用し，頂版結合時の溶接により局部変形が生じるこ

とがあるので，鋼管矢板内部に中詰めコンクリートを打設し補強する。中詰めコンクリートの範

囲は，通常頂版天端から頂版厚さの 2 倍の長さとする。中詰めコンクリートの強度は，21MPa と

し，トレミー管を用いて打設する。  

(a)構台上からガイド H杭の打設およびガイドフレームの設置 

(b)構台上から鋼管矢板の打設 

(c)継手管内の排土・清掃後，継手部にモルタル充填 

(d)鋼管矢板内の中詰めコンクリートのポンプ車打設 

(e)井筒内掘削 

(f)底版コンクリートの打設・養生 

(g)鋼管と頂版コンクリートを結合するための頂版結合工の設置 

(h)頂版コンクリートのポンプ車による打設・養生 
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 井筒内掘削 

 掘削時に発生する応力，変形は本体が完成後も残留するので，掘削方法・順序の選定は，設計時

において十分検討する。掘削はクラムシェルバケットを用いて水中掘削を行う。Br.5 では，被圧

地下水が検知されており，内水位の降下に留意し，ボイリングを予防する。 

 底版コンクリートの打設・養生 

底版コンクリートは，施工中の安全維持と確かな品質を確保する上で大変重要な工程である。

次の工程は，施工中注意深く行うべきである。 

・計画深さまで掘削を行う 

・鋼管矢板壁面に付着した土砂の清掃を行う。 

・底部には 50cm 程度の砂を敷均す。 

・底版コンクリートの設計基準強度は，24MPa だが，水中打設を行うため 30MPa とする。 

 頂版結合工の設置 

鋼管矢板の閉合体を一体化させるとともに，上部橋脚躯体からの外力を鋼管矢板に伝達する重

要な頂版結合部材を鋼管矢板に設置する。鋼管矢板の変形計測をしつつ井筒内の排水し，ドライ

アップ完了後，鋼管矢板の変形を計測し，鋼管矢板の表面を入念に清掃する。 

 頂版コンクリートのポンプ車による打設・養生 

本橋梁におけるコンクリート打設量は約 1,500m2 と推定されることから，打設作業は数日間に

わたると思われ，生コンの供給体制，ポンプ車の配置，打設順番，打設時間，人員配置，養生方

法，天候対策，型枠の観測等を盛込んだ打設計画を作成し，作業員含め，その内容を周知徹底さ

せる。特に，コールドジョイントが発生しないように留意する。シートフェンス等を設置し，生

コンから出る水の河川への流入・拡散を防止する。また，マスコンクリートであり，打設時期の

気温を考慮し，温度ひび割れの検討を行い，必要に応じてその対策を行う。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図 11-2-10.SPSP 内および頂版コンクリート打設参考図  
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図 11-2-10 は，図 11-2-9 に示す工程(d)の鋼管矢板内へのコンクリート打設および工程(h)の頂版

コンクリート打設を示す。参考に，平面図はアジテータトラック，ポンプ車も位置を示し，側面

図は，鋼管矢板内および頂版コンクリート打設を示す。ハッチング部は，コンクリートの充填区

間を示す。 

 

(2) 橋脚の施工 

 頂版コンクリート上面のレイタンス処理，埋込み鉄筋の清掃 

 橋脚と頂版との接合面のレイタンス処理を十分に行い，その時に発生する洗浄水の河川への流

入に留意する。接合面洗浄後，洗浄水は水中ポンプで吸出す。 

 鉄筋組立・側型枠の設置 

鉛直性，かぶりを確保し，組立てる。側枠の 1 ロットの高さは 3m 程度とし，ポンプ筒先とコン

クリート打設面が 1.5m 以下とし，バイブレータ挿入の空間を確保できるよう配筋に配慮する。 

 コンクリート打設 

コンクリート打設が高所での作業となるため，作業足場を橋脚の周りに設置し，安全を確保す

る。1 ロットの打設高さが 3ｍであり，平面的に広いので，コールドジョイントが出来ないように，

打設順番を含めた打設計画が非常に重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11-2-11.P22 脚部コンクリート打設参考図 
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3) 右岸側主塔下部工(P23) 

下部工の構造形式は，場所打ち杭である。図 11-2-12 に，施工フローを示し，各々について説明

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11-2-12.場所打ち杭施工フロー 

 

(1) 全周回転機の設置 

支持層は硬い石灰岩であり，場所打ち杭施工には全周回転機を使用する。図 11-2-13 に，全周回

転機を使用した一般的な施工状況（主な機材）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：植田機工 HP 

図 11-2-13.全周回転機による施工一般図  

Crawler Crane 

Submersibe Pump 

Rotary All Casing Boring Machine Unit 
Hammer Grab Bucket 

Notch Tank 

Operation Room 

Step for Agitator Track 

Casing Tube 

Tremie Tube Weigh

Rotary All Casing Boring Machine 

(a) 全周回転機の設置 

(b) 場所打ち杭の施工 

(c) 排水・均しコンクリート打設 

(d) フーチングの施工 

(e) 橋脚の施工 

(f) 鋼矢板の引抜き 
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(2) 場所打ち杭の施工（掘削・鉄筋籠の設置・コンクリート打設） 

全周回転機によりケーシングチューブを圧入し，内部の土砂をハンマーグラブにて除去する。

この作業を繰返し，支持地盤に 1D（杭径分）挿入できた段階で，内部のスライム等の清掃を行い，

鉄筋籠を所定の位置に設置し，トレミー管でコンクリート打設を行う。打設時にトレミー管が打

設コンクリート表面より抜け出さないように，打設高さ管理を十分に行う（図 11-2-14，11-2-15）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：竹本基礎工事 HP 

 

図 11-2-14.全周回転機による掘削状況参考図 

  

Hammer Grab Bucket 

Rotary All Casing Boring Machine Rotary All Casing Boring Machine 
Clawler Crane 



11-13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：栄光 HP 

図11-2-15.場所打ち杭のコンクリート打設状況参考図 

 

(3) 排水・均しコンクリート打設 

場所打ち杭の施工が全て完了後，杭頭部を露出させ，フーチング内に埋込む鉄筋の清掃を行う。

その後，均しコンクリートを打設する。 

(4) フーチングの施工（鉄筋・型枠組立，コンクリート打設，養生） 

均しコンクリート上にフーチング平面位置の墨出しを行い，規定のかぶりの確保に留意し，鉄

筋・型枠の組立てを行う。コンクリート打設量が多いので打設順番を含めた打設計画が必要であ

る．図 11-2-16 は，アジテータトラックおよびポンプ車の位置図を参考として示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図11-2-16.フーチングの施工（コンクリート打設）参考図  
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(5) 橋脚の施工（足場組立，鉄筋・型枠組立，コンクリート打設，養生，レイタンス処理） 

図 11-2-17 は，アジテータトラックおよびポンプ車の位置図示す。頂版コンクリートと同様な方

法でコンクリート打設を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図11-2-17.橋脚の施工（コンクリート打設）参考図 
 

(6) 鋼矢板の引抜き 

橋脚の施工が覆土位置以上まで完了後，鋼矢板をバイブロハンマーで引抜き，整地する。 

  

4) 主塔工 

 主塔の施工手順を以下に示す。 

 

(1) タワークレーンの組立て 

 設置架台の構築 

吊荷の 大荷重， 大作業半径を考慮して，設置位置を決める。その時の曲げモーメント等の

断面力を算出し，設置架台の構造を設計する。 

 タワークレーンの組立て 

組立て作業手順書に従い，組立てを行う。タワークレーンは，主塔の構築の進捗に応じて，順

次継足して組立てる。途中，構築された主塔より繋ぎを取る。作業半径と吊荷重の検討より，1 主

塔両脇に各 1 基，2 主塔で合計 4 基のタワークレーンが必要であると考える。 

 

(2) 主塔部の施工 

主塔の中間横梁までの区間を第一施工区間，中間横梁より上の部分を第二施工区間とする。主

塔基部ロットを約 10m 地点まで施工後，足場荷重を受持つブラケットは，タワークレーンにて設

置され，足場材の組立が行われる。資機材の吊上げ等は，主塔両端に設置したタワーにて行う。

タワークレーンの吊上げ能力は，作業半径 20m で吊荷重能力約 100kN のものを想定している（「ウ

国」にて調達）ので，上記，PC 床版吊上げ時に関しては，吊上げ方法の検討を要する。第一施工

区間は 6 分割（約 5m/ロット），横梁は 2 分割，第二施工区間は 10 分割（約 5m/ロット）とし，図

11-2-18 にスライディング型枠の使用例を参考に示す。  
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図 11-2-18.主塔施工参考図(P22，P23) 

 

 鉄筋組立 

鉄筋は重ね継手により接続され，1 ロット毎に組立て，適切なかぶりを確保する。また，1 ロッ

トが 5m であるが，コンクリート落下高さが 1.5m 以下になるように，フレキシブルホースが降ろ

せるように，また，φ50m のバイブレータが挿入できるように，鉄筋間隔を調整し，空間を確保

する。 

 コンクリート打設 

主塔周辺の桟橋もしくは盛土上に，アジテータ車とポンプ車を設置し，主塔横に配管し，コン

クリート打設を行う。留意点を以下に列挙する。 

・ポンプ車設置地盤より，主塔頂部まで約 100m の鉛直距離があり，圧送時の負荷が大きくな

るので，現地で調達できるポンプ車の圧送能力（吐出圧力）を事前に確認する。 
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・コンクリートは，流動化コンクリートもしくは高性能 AE 減水剤を用いたコンクリートとし，

スランプ 15～18cm が望ましい。 

・実際の鉛直距離も換算し， も長い圧送距離を再現し，事前に実際に用いるコンクリートで

圧送試験を行うことを提案する。 

・特に，寒中コンクリートを打設する時には，コンクリート配管に保温材を巻く等の対策を検

討する。 

 外筒管の設置 

外筒管の設置は，ｘ，ｙ，ｚ方向をトランシット等で計測を行いながら，正確に設置する。 

 

5) 上部工 

(1) 鋼桁と PC 床版の架設要領 

PC 床版の架設については，鋼桁と PC 床版を同時施工する案と，鋼桁と PC 床版を別施工する

案が考えられるため比較検討を行った。検討の結果，以下に示すとおり，施工性や安全性に優れ

る第 2 案 鋼桁，PC 床版別施工を採用する(表 11-2-3)。 

 

表 11-2-3.鋼桁と PC 床版の架設手順の比較 

 第 1 案 鋼桁，PC 床版同時施工 第 2 案 鋼桁，PC 床版別施工 

施工性 1 ブロックの施工の間に鋼桁と PC 床

版の架設を行う必要があり，工事現場

における段取り替えが必要で施工性

に劣る。 

鋼桁と PC 床版の架設を別の時期に行

うため，各々一貫した繰り返し施工と

なり，第 1 案に比して施工性は良好。 

安全性 張出し架設時のアンバランスモーメ

ントが大きくなり，B 案より安定性に

欠ける。 

張出し架設時のアンバランスモーメ

ント小さく，A 案より安定性が高い。 

工 期 13.0 ヶ月 13.0 ヶ月 

経済性 鋼重を幾分軽量にできるが，架設設備

が大型化するため両案に優劣は無い。 

鋼重が幾分重くなるが，架設設備が小

型化できるため両案に優劣は無い。 

評 価  採用 

 

(2) 鋼桁架設工法の選定 

斜張橋の架設工法は，大きく分けて，単材架設，中ブロック架設，大ブロック架設の 3 種類に

分類される。このうち大ブロック架設は，大型のフローティングクレーンを用いる必要があり，

フローティングの回航費に莫大なコストが必要となること等より対象サイトでの適用は現実的で

ない。単材架設と中ブロック架設との比較検討の結果は表 11-2-4 に示すとおりであり，施工性，

安全性，経済性に優れる，第 1 案 単材架設（トラベラークレーン）を採用することとする。 
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(3) 鋼桁架設要領 

選定された第 1 案 単材架設（トラベラークレーン）は，以下に示すクレーンを使用するもの

である。汎用性が比較的高く機材調達は容易である。通常は主桁上フランジ上に軌道設備を設け，

この軌道設備上を移動しながら張り出し架設するが，本橋の場合，主桁間隔が広すぎるため，縦

桁上に軌道設備を設ける（図 11-2-19）。 

 
 

出典：架設工事の積算 H28 

図11-2-19.トラベラークレーン参考図 
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表 11-2-4.鋼桁架設工法の比較検討 

 第 1 案 単材架設（トラベラークレーン） 第 2 案 中ブロック架設（直下吊りクレーン） 

概要図 

 
 

 
 

計画概要 
小単位の部材を，桟橋を利用して搬入，トラベラークレーンを利用して河川上で架設する。 予め架橋位置付近のヤードで中ブロック（延長 12m の輪切り断面）を台船で現場に搬入，直下吊りクレー

ンでつり上げ架設する。 

施工性 

・ 架設場所以外に特別な仮設備が不要。 

・ 単一箇所での同様な作業の繰り返しであり，現地作業員の熟達が進みやすく，施工性は良い。 

・ 橋上のクレーン設備が小さく，ケーブル組み立てヤードとの競合等に問題は少ない。 

・ 橋上の架設機材の重量が軽く，キャンバーやケーブルの張力誤差が小さい。 

 

・ 中ブロックの組立てヤードと設備及びこれの河川への積み出し設備の建設が必要であり，仮設備が

大掛かりとなる。 

・ 中ブロックの組み立て作業，河川への積み出し作業，中ブロックの運搬，桁架設作業等，工種が多

く，また，作業箇所もバラバラであり，現地作業員の熟達は遅く，施工性に劣る。 

・ 橋上のクレーン設備が大きく，ケーブル組み立てヤードとの競合が懸念される。 

・ 橋上の架設機材の重量が重く，キャンバーやケーブルの張力誤差が大きい。 

 

安全性 

・ 単一繰り返し作業であるとともに，施工場所が集中しており，安全性の確保は容易である。 

 

 

・ 工種が多岐に渡ることに加え，施工場所が分散ししかもこれらが同時進行するため，現場管理が行

き届かない可能性が高く，安全性の確保は難しい。 

 

工 期 

・ 第 2 案に比べると工期が長いが，全体工期（約 3 年）を考えると，決定的な差ではない。 

鋼桁架設工期：5.5 ヶ月 

PC 床版架設工期：7.5 ヶ月 

合計：13.0 ヶ月 

 

・ 元々工期の短縮を目的とした工法であるが，そのメリットは少ない。 

鋼桁架設工期：4.5 ヶ月 

PC 床版架設工期：7.5 ヶ月 

合計：12.0 ヶ月 

 

経済性 

・ 仮設備，使用クレーン等が小規模でかつ少ないため，経済的に架設可能。 

 

 

・ 桁積み積み出し用の架設桟台が必要なことや，大型の積み込みようクレーンが直下吊りクレーン以

外に必要なこと，直下吊りクレーンも大型であること等より，経済性に劣る。 

 

評 価 採 用  
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6) PC 床版工 

(1) PC 床版の製造  

 PC 床版の設計強度・正確な諸寸法を満足できるように，その製造方法および機器の使用を

検討する。それらは，PC 技士によって確認する。表 11-2-5 に製造工程を示す。 

 

表 11-2-5. PC 床版の製造工程 

段階 工   程 図・写真 

1 鉄筋の組立て 

 ループ継手の設置状況，版幅

1990mm を図に示す。 

 

 

2 1) PC 鋼線の設置  

2) 側型枠の設置 

3) PC 鋼材の緊張 

 プレテンション方式での製造を

図に示す。. 
 
 

 

3 1) コンクリート打設 

ホッパーでの打設状況を図に

示す。 

2) 養生 

 

 

4 ストックヤードへの運搬 

 PC 床版の保管状況を図に示す。 

 

5 現場への運搬 

 参考にトレーラーでの運搬状況

を示すが，バージ船による運搬も

検討する。運搬方法は，現場の施

工条件によって，影響される。 

 

出典: PC 床版施工の手引き  H16, 3 

Loop joint 

1990

PC 鋼線 

ホッパ

PC 床版 

PC 床版 
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(2) PC 床版の施工 

図 11-2-20 に施工フローを示し，各々について説明を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11-2-20. PC 床版施工フロー 

 

 ソールスポンジの設置 

無収縮モルタルが漏出ないように，鋼桁上フランジ上面両端部に橋軸方向に，設置する(図 11-

2-21)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：PC 床版施工の手引き H16,3 

図 11-2-21.ソールスポンジの設置 

 

  

(f) 接合部コンクリート打設・養生 

(a) ソールスポンジの設置 

(b) ＰＣ床版の架設 

(c) 位置・高さ調整 

(d) 無収縮モルタルの注入 

(e) 接合部鉄筋・型枠組立 

 

Pre-cast PC Slab Pre-cast PC Slab 

Non-shurinkage MortarUpper-flange Stad Dowels 

General Section Stad Dowels Section 

Sole Sponge Sole Sponge 
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 PC 床版の架設 

1 ブロックの鋼桁の張出し架設完了後，アプローチ部よりクレーンにて橋面に吊上げ（図 11-

2-22），その後橋面に設置された軌道台車により架設位置まで移動させ，走行クレーン（図 11-2-23）

により PC 床版を順次設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11-2-22. 吊上げ参考図 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11-2-23.走行クレーンによる架設参考図 

出典：PC 建協 HP 

主橋梁部は，全ての鋼桁架設完了後，アプローチ部より PC 床版を橋面上に吊上げ，軌道台車に

より運搬し，トラベラークレーンにて主塔部側より順次設置を行う(図 11-2-24)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：PC 床版施工の手引き H16.3 

図 11-2-24.トラベラークレーンによる架設参考図 

 

  

Traveler Crane 

Pre-cast PC Slab 

Bogie 

Balance 

Crane 

Carrier 
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 位置・高さ調整 

 調整金具例と高さ調整要領を図 11-2-25 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：PC 床版施工の手引き H16.3 

図 11-2-25.PC 床版の位置・高さ調整参考図 

 

高さ調整は，製作時に埋込まれた高さ調整金具を使用し，所定のモルタル充填厚さ（標準 40mm

程度）を確保するとともに，床版施工完了時に床版が所定の高さとなるように調整する。高さ調

整にあたっては，床版に大きな曲げモーメント，ねじれが生じないように行う。 

 

 無収縮モルタルの注入 

 接合部である床版と鋼桁の上フランジの隙間に，所定の品質が得られるように，確実に充填す

る。モルタル充填前に床版と鋼桁上フランジの間に所定の隙間が確保されているか，点検する。

モルタルは，低い側の床版のスタッドジベル孔から直接流し込む(図 11-2-26)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：PC 床版施工の手引き H16.3 

図 11-2-26.モルタル充填作業状況参考図 

 

Height Adjusting Bolt 

Height Adjusting Bolt 

Stad Dowels 

Height Adjusting Work  

Mortar Grouting Hose 

Height Adjusting Bolt Stad Dowels 

Ratchet Wrench 

Current Direction 
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 接合部鉄筋・型枠組立 

床版の架設後，橋軸直角方向の通し筋を床版張出し先端部から挿入する。組立完了状況を以下

に示す(図 11-2-27)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：プレキャスト PC 床版による道路橋更新設計施工要領 H30,3 

図 11-2-27.接合部鉄筋組立参考図 

 

 接合部コンクリート打設・養生 

接合部コンクリートの設計基準強度は床版と同等以上とする。コンクリートのひび割れ防止を

図るために，収縮補償用膨張コンクリート（膨張率 150～250×10-6）を使用する。特に，日平均気

温が 4℃以下となる時期は寒中コンクリートとして施工する。 

 寒中時期には，養生中コンクリート温度を 5℃以上に保つように，寒中養生を行う。また，風が

コンクリート表面に直接当たらないようにし，シート養生と給熱養生を併用する。給熱養生を行

う場合には，コンクリートの急激な乾燥や，局部的に熱せられることのないように，散水を行う。 

寒中養生例を以下に示す(図 11-2-28)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：PC 床版施工の手引き H16.3 

図 11-2-28.冬季の給熱養生参考図 

  

Loop joint re-bar D19 

Loop Joint Cross Section 

D13 

Heating in winter season 

Heater 

Curing Sheet 
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 左岸側アプローチ橋梁の施工 

 左岸側アプローチ橋梁の施工手順を以下に示す。 

1) 仮設工 

耐候性大型土のう（本邦技術）を使用し，圧入フレームを設置する為の平地を造成する。PC ウ

ェル圧入時の反力を取る H 鋼杭もしくはグラウンドアンカーを設置し，圧入フレームを組立てる

(図 11-2-29)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11-2-29.P1-P20 仮設参考図 

 

 

  

Side View 

Temporary Bridge 

Temporary Bridge 

Push in Frame 

H Shape Steel 

PC Well(φ3.0m) 

Plan View 

Weather resistance large Size Sandbag 
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2) 下部工（PC ウェル工法） 

PC ウェルは，設計・施工マニュアル(2009 3 月)に則り施工される。本マニュアルは，PC ウェル

を橋梁下部工等に適用する場合に参考とするものである。PC ウェル工法は，本邦独自の工法であ

り，他国での実績もないので，作業前に本マニュアルを基に，講習会および研修を行い，技術的

内容を周知徹底させるべきと考える。 

(1) PC ウェル部材の製造 

PC ウェル部材の設計強度・正確な諸寸法を満足できるように，その製造方法，機器の使用施工

監理手法を検討する。表 11-2-6 に製造工程を示す。PC ウェル部材を緊張結合した時に，接合の

不陸によるひび割れの発生を防ぐために，マッチキャスト工法にて製造する。 

 
表 11-2-6. PC ウェル部材の製造工程 

段階 工   程 図・写真 

1 鉄筋籠の組立て 

鉄筋籠および鉄筋間隔検査状況を図に示

す。. 

 

2 1) 型枠の組立て  

2 段に組立てた鋼型枠を図に示す。 

2) コンクリートの打設 

3) 型枠の撤去 

 

 

3 部材寸法の検査 

 部材の高さ，周長，直径の検査状況を図に

示す。 

 

4 保管ヤードへの運搬 

 部材の保管状況を図に示す。. 

 

5 現場への運搬 

参考にトレーラーでの運搬状況を示すが，

バージ船による運搬も検討する。運搬方法

は，現場の施工条件によって，影響される。 

 

出典: ピーエス三菱 

鉄筋籠 

鋼枠 

PC ウェル部材 

トレーラー 
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マッチキャスト工法は，既製造の部材の上面を，新に製造する部材の底型枠として利用する製

造方法である。その結果，各部材同士の接合面の不陸が無く，接合面同士が正確にマッチするの

で，接合面でのひび割れ発生を防止し，耐久性を向上させる。図 11-2-30 に製造場所での製造工程

を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11-2-30.マッチキャスト工法 

 

 

  

Transfer to stock yard 

 

2 
 

2

Movement 

1 

3 

Step1 
1 

Placing Concrete  

2 

Movement 

No.2 lot is moved to next table 

Placing Concrete 3 

2 

Step2 

3 2 

No.2 lot is produced on No.1 lot 

No. 3 lot is produced on No. 2 lot No. 3 lot is moved to next table 

・ Repeating the Step 1 and Step 2 

Move to stock yard 
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(2) PC ウェルの施工 

表 11-2-7 に施工段階毎の主工程を示す。図 11-2-31 および図 11-2-32 に圧入装置の詳細を

示す。前者が標準タイプ，後者が硬質地盤対応タイプである。 

 

表 11-2-7. 施工段階毎の主工程 
段階 工   程 図・写真 
1 刃口ロットの組立て  

PC 鋼棒によって刃口と RC ロットとの接合

状況を図に示す。結合後，無収縮モルタルを

刃口の中に注入する。 

 

2 圧入作業 
1) RC ロットの設置 

クレーンによる刃口ロットの設置状況を

図に示す。 
2) PC 鋼棒の設置 
3) 接着剤の塗布 

接合面への接着剤の塗布状況を示す。 塗
布前には湿気および埃を接合面から除去

する。エポキシ接着剤の厚さは，約 1mm
とする。 

4) PC 鋼棒の緊張 
PC ウェル頭部での緊張作業状況を図に

示す。 初のロットは，接合面に緊張力

が導入され，接合される。緊張時に，接着

剤の接合面からのはみ出しを確認し，そ

の接着剤はふき取る。 
5) グラウト 
6) 圧入 

 

3 底版コンクリートの打設 
PCウェル底部に堆積したスライムをエア

ーリフト等で取除く。その後，底版コンクリ

ートを設計高さまで打設する。 
 
 
 
 

 

4 橋脚部の組立て 
基礎部の施工完了後，橋脚施工の為の足場

を組立てる。RC ロットを設計高さまで緊張

結合し組立てる。 
 
 
 
 

 

出典：ピーエス三菱 

1) 

3) 

4) 

Cutting edge 

RC ロット 

接着剤 

緊張ジャッキ 

PC 鋼棒 

トレミー管 

橋脚部 
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 標準タイプの圧入装置 

支持層に到達するまで，圧入フレームは PC ウェルの上端に設置し，鉛直精度を確認しながら圧

入作業を行う。PC ウェル内部の土砂は，ハンマーグラブで掘削する(図 11-2-31)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：PC ウェル工法設計・施工マニュアル H21,3 

図 11-2-31.支持層までの圧入方法参考図 

 

 硬質地盤対応タイプの圧入装置 

支持地盤である硬質粘土層もしくは石灰岩に到達した時点で，下図の刃口下掘削硬質地盤掘削

機械に取換えへ，支持圧入作業を行う(図 11-2-32)。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：加藤建設 

図 11-2-32.支持地盤よりしたの圧入方法参考図 

Installation Excavator Frame  

Hammer Grab Bucket 

Casing Tube 

Rotary All Casing Boring 

 Machine 

Operating Radius 

Hammer Grab 

Crawler Crane 
Pushing Frame  

Pushing Jack  

PC Bar 

PC Well Lot  

H Shape Steel for Anchoring 

Outline of Push in Device Side View of Push in Work 
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3) 受梁工 

頭部ロットにインサートを予め埋込んでおき，それを使用して側面のブラケットを取付け，そ

の上に H 鋼・角鋼管を配置し，型枠を組立て，梁の場所打ちコンクリート部分と接触する PC ウ

ェルの側面は，予め粗面仕上げとし，梁高さ間の PC ウェル内部は，コンクリートを充填する(図

11-2-33)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11-2-33.受梁の施工参考図 

4) 鋼桁架設工 

架設構台は 18m ピッチで設置される。鋼桁ブロック（18ｍで重量約 240kN）を仮桟橋上の 150t

クレーンにて架設を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11-2-34.左岸側アプローチ部の架設参考図 

Square Steel Pipe Rough Surface 

H Shape Beam 

7m 

PC Well(φ3m) 

Plan View 

Bracket 

PC Well Lot 

Side View 
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Steel Girder 
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18m 
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Side View 
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 工事工程 

表 11-2-8.ルート 2の施工工程 
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11-3 ルート 3 の施工計画 

ルート 3の施工計画は，ルート 2と異なる内容のみ記載する。 

 施工条件 

1) 橋梁の構造形式 

主橋梁部の上部工は鋼斜張橋，床版は高品質な PC 床版，下部工は鋼管矢板基礎および場所

打ち橋脚である。左岸側アプローチ部の上部工は鋼桁，床版は高品質な PC 床版，下部工は工

期短縮が可能で高品質な PCa 部材を使用した PC ウェル工法である。 

橋梁の構造形式一覧表を以下に示す。 

表 11-3-1.橋梁の構造形式一覧表 

 左岸アプローチ部 主橋梁部 

延長(m) 1340 840 

上部工 
鋼桁 

（2 主版桁 2 連） 

鋼斜張橋 

（エッジガーダー橋） 

床版 PC 床版（非合成） PC 床版（合成） 

橋脚 
PC ウェル 

場所打ち 

基礎 鋼管矢板 

 

2) 支持地盤 

支持地盤およびその深さは，以下のとおりである。 

 

表 11-3-2.ルート 3 支持地盤 
 左岸側アプローチ部付近 左岸側主塔位置付近 右岸側主塔位置付近 
ボーリン

グ No. 
Br.3 Br.8 Br.9 Br.10 

支持地盤 
GL-26.0m 
(AM-22m) 

固結粘土(MC) 

GL-24m 
(AM-25.7m) 

固結粘土(MC) 

GL-30.1m 
(AM-33.6m) 

固結粘土(MC) 

GL-29.9m 
(AM-33.1m) 

固結粘土(MC) 

 

 全体仮設工 

左岸側プローチ部は，下部工の施工および鋼桁の架設の為に仮桟橋を設置する。左岸側アプロ

ーチ部仮桟橋を左岸側主塔(P25)位置まで延長する(図 11-3-1)。 

右岸側は、河岸が急勾配の崖となっており、また、背面には大規模なガリーが迫っている。河

岸に対して直角で直線的な工事用道路とした方が場合、その勾配が 30%程度となる。そのため、

工事用道路を、勾配が約 9%になる上流の場所まで迂回させ、そこにから、P26 まで仮桟橋を設

置する。鋼管矢板の施工時および資機材の搬入には台船も使用する。 
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図 11-3-1. 左岸側仮桟橋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11-3-2.右岸側仮桟橋および仮設道路 

Plan View 

Plan View 

Side View Barge 

Barge 
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 工事工程 

表11-3-3.ルート 3 の施工工程 
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11-4 調達計画 

 主要資材の調達計画 

表 11-4-1 に主要資材の調達先を示す。 

表 11-4-1.主要資材の調達先 

主要材料 
調達先 

備考 
国内 日本 第三国 

Gasoline 〇   ウ国内市場より 
Diesel 〇   ウ国内市場より 
Natural Gravel 〇   国内産 
Graded Crashed Stone 〇   国内産 
Coarse Aggregate 〇   国内産 
River Sand 〇   国内産 
Asphalt Prime Coat 〇   ウ国内市場より 
Bitumen 〇   ウ国内市場より 
Portland Cement 〇   国内産 
Plywood 〇   国内産 
H-shape Steel 〇   国内産 
Reinforcement Bar 〇   国内産 
Steel Pipe Casing  〇   
Sheet Pile (S270GP) 〇   国内産 
Steel pipe sheet pile  〇 〇 国外より輸入 
Steel Plate 〇   国内産 
PC Strand 〇   国内産 
Rubber Bearing  〇  国外より輸入 
Expansion Joint  〇  国外より輸入 
Scaffoldings  〇  現地調達できないリース製品は日

本調達とする。 
Nonshrink motar  〇  PC 床版および支承台座用 
Multi-strand cable   〇  斜張橋用 
PC bar  〇  PC ウェル部材の接合用 
PC gewindestab  〇  PC ウェル部材の圧入用 
Steel girder(SBHS400,500)  〇  斜張橋用 
FRP wind shielding panel  〇  斜張橋用 
Bearing for high surface-
pressure 

 〇  斜張橋用 

Aluminum handrail  〇   
Concrete test device  〇   
Weather resistance large 
sandbag 

 〇  築堤用（ルート２のみ） 

Metalic form  〇  PC ウェル，PC 床版，ﾌﾟﾚﾃﾝｼｮﾝｽﾗﾌﾞ

桁用 
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 主要機械の調達計画 

表 11-4-2 および表 11-4-3 に主要機械の調達先を示す。 

 

表 11-4-2.主要機械の調達先（1/2） 

機械 仕様 

調達先 

使用工種 
現

地 
日

本 
第

三

国 
Bulldozer  15t 〇   盛土の敷均し，締固め 
Bulldozer  21t 〇   
Excavator  0.35m3 〇   掘削 
Excavator  0.6m3 〇   
Clamshell  1.2m3 〇   掘削 
Wheel loader  1.2m3 〇   土砂・砕石等積込み 
Dump truck 2t 〇   土砂運搬 
Dump truck 4t 〇   
Dump truck 10t 〇   
Truck  2t 〇   材料運搬 
Truck  4t 〇   
Truck  10t 〇   
Trailer  35t 〇   長尺もの運搬 
Truck crane  16t 〇   資材吊込み，吊降し 
Truck crane  25t 〇   
Truck crane  45t 〇   
Crawler crane  50t 〇   資材・PCa 部材吊込み，吊降し 
Crawler crane  150t 〇   
Concrete 
breaker(attachment) 

600～800kg 〇   岩掘削・コンクリートはつり 

Concrete 
breaker(attachment) 

1,300kg 〇   

Concrete pump car with 
boom  

90～110m3 〇   コンクリート打設 

Rammer tampa 60～100kg 〇   地盤締固め 
Vibrating roller  0.8～1.1t 〇   地盤締固め 
Vibrating roller  3.0～4.0t 〇   
Road roller(macadam roller)  10～12t 〇   地盤締固め 
Tire roller 8～20t 〇   地盤締固め 
Motor grader 3.1m 〇   砂利敷均し 
Asphalt finisher 2.4～6.0m 〇   アスファルト舗装 
Compressor 10.5 ～

11.0m3/min 
〇    
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表 11-4-3.主要機械の調達先（2/2） 

機械 

 
 

仕様 
 

調達先 

使用工種 
現

地 
日

本 
第

三

国 
Engine generator 25kVA 〇   発電 
Engine generator 45kVA 〇   
Engine generator 75kVA 〇   
Engine generator 150kVA 〇   
Engine generator 200kVA 〇   
Engine generator 300kVA 〇   
Submerge pump 50mm 〇   排水 
Submerge pump 150mm 〇   
Vibro hammer MS-25 174/274kW 〇   シートパイル打設 
Hammer grab bucket 1.5m 〇   土砂掘削 
Tower crane Radius-

Capacity 
20m-10t 

〇   主橋梁部資機材吊込み，吊降し 

Excavator for solid ground Excavating 
diameter 3m 

 〇  PC ウェル用 

Rotary all casing boring 
machine unit 

  〇  場所打ち杭および PC ウェル用 

Push in device for PCwell   〇  PC ウェル圧入用 

Traveler crane   〇  PC 床版架設用 
Tension jack   〇  主橋梁の主ケーブル緊張用 
Tension jack   〇  PC ウェルの PC 鋼棒緊張用 
Tension jack   〇  PC 床版およびﾌﾟﾚﾃﾝｼｮﾝｽﾗﾌﾞ桁の

PC ストランド緊張用 
Portal crane   〇  PC ウェル，PC 床版，ﾌﾟﾚﾃﾝｼｮﾝｽﾗ

ﾌﾞ桁製造時の資材移動用 
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 施工期間中の安全対策の更新 

12-1 冬季の凍結期間中（12 月～2 月）の施工 

ウ国での特記すべき冬季施工に関して述べる。冬季施工は，低温および強風等の非常に厳しい

条件が伴う。また，ウ国労働法規では，積雪が基準を超えると屋外労働者の作業は禁止されてい

る。また，凍結する河川内の作業も認められない。本計画ではこのような厳しい気象条件下での

労働者の安全を優先し，冬季 3 ヶ月間の屋外作業休止を見込んだ，余裕をもった工程を立案する

必要がある。 

 

12-2 主橋梁工事（上部工および下部工）の安全対策 

現設計の主橋梁である鋼斜張橋の架設は，常時約 40m の高所作業となることから，墜落や部材

自体の落下等による重篤な災害に十分注意する必要がある。特に，河川を航行する船舶等に対す

る第三者被害を防止するために，船会社と工事関係者で航行予定および作業内容を協議し、相互

の理解を深める。その上で、仮設桟橋周辺に監視船を配置し、衝突事故防止に努める必要がある。

各架設工法に特有な機材を使用するため，全ての建設機材の特性を十分に把握し，定期的なメン

テナンスを実施し，巻込まれ災害等が無いよう留意する必要がある。 

 

12-2-1 周辺環境特性への配慮 

主橋梁やインターチェンジ，ジャンクション橋梁架設時には，桁下が航路や道路として利用さ

れており，墜落防止ネット，落下防止ネットの設置，危険作業時の見張り員の配置等を検討し，

第三者被害に十分注意する必要がある。 

７章で記載するように，架橋地点での風況は最大瞬間風速が 40m/s で，最大風速が 27m/s であ

り，民家も近くに点在するので，橋面上の飛散防止対策を十分に行う。 

 

12-2-2 高所作業時の安全対策 

高所作業のにおける墜落事故を回避するために，安全帯の使用を徹底するとともに，適切な位

置に親綱を設置することが必要である。ウ国では，安全帯使用の意識が徹底されているか不明で

あるため，工事着工前に安全教育の中でその重要性・使用方法を周知させる必要がある。 

 

12-2-3 架設機材の適切な使用 

1) 一般 

架設機材は，チェックリストによる始業前点検・定期点検を管理責任者により実施され，十分

な安全性を確認した上で使用する。 

2) 主橋梁のトラベラークレーンによる架設 

主橋梁の架設は，トラベラークレーンを用いた張出し架設となる。架設機材の編成は表 12-2-1，

図 12-2-1 に示すとおりであり，各機材の管理責任者を選定し，定期点検簿等を作成させ，常時確

認・管理できる対策を検討する。また，高所の移動足場は，墜落に対する安全対策が極めて重要

であり，すべての作業がこの安全を確保された足場上で行われるような構造を検討しておく必要

がある。 
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表 12-2-1. 架設設備編成 

設 備 名 称 用  途 

架設クレーン トラベラークレーン 張出し架設先端付近まで搬入された部材を架設・

固定する。 

運搬設備 トレーラー タワークレーンで主塔付近の桁上に吊り込まれた

部材を，張出し架設先端付近まで移動する。 

荷揚げクレーン タワークレーン トレーラー等で主塔横の桟橋上まで搬入された部

材を桁上まで吊り込む。 

軌条設備 トラベラークレーンの移動設備 

移動足場 張出し架設用足場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図12-2-12-2-1. トラベラークレーン及び運搬台車設備のイメージ 

Side View 

Plan View 
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3) ケーブル架設 

ケーブルの架設は斜張橋の施工において重要な工種の一つである。ケーブルの種類には，マル

チストランドケーブルとパラレルワイヤーストランドケーブルの 2 種類が使用されるが，ここで

は，鋼斜張橋のケーブルとして圧倒的に多くの実績を持つパラレルワイヤーストランドケーブル

の施工に関して述べる。 

ケーブル架設設備の編成を表 12-2-2 に示す。ケーブルの架設は，非常に長い材料であり，より

戻し等の思わぬケーブルの撥ねが生じることがあり，作業時に十分な離隔距離を確保するか、撥

ね防止措置を講じるかして，安全を確保する必要がある（図 12-2-2）。また，主塔側のケーブル架

設位置は，最上段ケーブル位置で地上 100m 程度の高所であり，風による影響も配慮した十分な

安全対策が必要である。 

 

表 12-2-2. ケーブル架設設備編成 

設 備 名 称 用  途 

トラベラークレーン クレーン本体 主塔付近に搬入され，井桁リール上にセット

されたケーブルを棒状に展開する。 調整架台／走行架台 

斜材ケーブル展開設備 展開ローラー 巻取られ搬入されたケーブルを棒状に展開

する。 井桁リール 

荷揚げクレーン タワークレーン トレーラー等で主塔横の桟橋上まで搬入さ

れたケーブルを桁上まで吊込む。 

ウインチ ケーブル端部に取り付けられた引込みケー

ブルをウインチで引き着込み，定着管を通過

させ，所定の位置にセットする。 

軌条設備 トラベラークレーンの移動するための設備 

緊張ジャッキ ケーブルに所定の張力の導入 

移動足場 張出し架設用の足場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：橋梁架設工事の積算H28 

図 12-2-2. ケーブル展開作業のイメージ  

Crane hook 

Cable 

Roller 

Coiler 
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4) アプローチ橋梁（上部工）の架設 

アプローチ橋梁は，実績の多いクレーン＆ベント工法での架設を計画する。現地調達可能なク

レーン（クローラークレーン 150t）での架設が可能な工法であり，実績の多いシンプルな工法で

もある。比較的高所の作業となることや，桁高 3ｍ程度の大型の部材（約 240kN/piece）の架設で

あり，桁の転倒，落下等には十分注意する必要がある。特に，ベント設置の不具合および支持地

盤の不同沈下による桁の落下事故が日本国内外（カント―橋の事故）でもしばしば発生しており，

作業手順書を作成し，作業前の確認およびその遵守の徹底を義務付ける必要がある。 

架設設備の編成を表 12-2-3 に示す。 

 

表 12-2-3. 架設設備編成 

設 備 名 称 用  途 

クローラークレーン（2 台） トレーラー等で桟橋上の架設位置まで搬送され

た部材を単吊りまたは相吊りで所定の位置に架

設する。 

ベント設備 架設部材重量の減少に向けて，桁の仮支点を設

ける。 

ベント基礎工 ベント設備は，水上に設けられるため，H 鋼杭に

よるベント基礎工を設置する。 

吊り足場 クレーン架設用の足場 

 

 

12-3  アプローチ橋梁工事（下部工および床版）の安全対策 

12-3-1 PC ウェル工法（本邦技術） 

 アプローチ橋梁の下部工に，プレキャスト工法の PC ウェル工法の採用を提案している。採用

理由は 2 つあり，1 つ目は，冬季の屋外作業が制限される期間において，簡易工場での部材製作が

可能である．2 つ目は，品質の確保・工期短縮に有効である。本工法は，予め製作された円筒状の

プレキャスト部材を現場に搬入し，大型クレーンおよびハンマーグラブにより掘削しながら，躯

体を沈下装置により圧入するものである。特殊な工法であり，ウ国では初めての施工であるので，

工種毎に安全に関する留意点を以下に述べる（第 11 章参照）。 

1) 大型クレーンの取扱い作業（図 12-3-1 参照） 

・大型クレーンを用いた重量物（部材：約 15t，全周回転機：約 42t）の揚重作業を行うので，

クレーン設置地盤の地耐力の確認およびその補強・養生を事前に行う。 

クレーン作業内にある架空線等の支障物を確認し，必要に応じて移設・防護等の処置を行う。 

・玉掛け者を教育・任命し，合図，確認の方法および禁止事項などの作業基準を遵守させる。 

・玉掛けワイヤーの定期点検，適正な保管を義務付ける。 
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出典：ピーエス三菱 

図 12-3-1. Installation of PCa member 

 

2) 作業員および第三者の PC ウェル開口部への落下防止 

緊張作業は，圧入フレームの上に手摺を設置し，それに安全帯を掛け作業を行う。また，PC ウ

ェル内側の開口部には，落下防止柵を設置する（図 12-3-2 参照）。また，作業休止日に第三者が圧

入足場に侵入する可能性があるので，足場の入口に施錠し，侵入を防止する。 

 

3) PC 鋼棒の緊張作業 

緊張時の PC 鋼棒は，非常に大きいエネルギーを蓄積しており危険なので，熟練した PC 技士立

合いの下，作業を行う。緊張時には関係者以外の作業エリア内への立入りを禁止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：ピーエス三菱 

図 12-3-2. 緊張作業 

 

4) グラウトの飛散防止 

接合用 PC 鋼棒へのグラウト注入時は，目詰まり等によりグラウトが飛散することがあるので，

飛散防止シートを設置し，作業員の防護メガネ着用を励行する。 

 

PCa Member 

Tensioning Jack 

Safty handrail 
Safty belt 
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5) グラウト作業 

 河川上施工においてはグラウトの流出により水質汚濁が生じないように，対策を講じる。 

 

6) 底版コンクリート打設時の有毒ガスまたは酸素欠乏空気の発生防止 

有毒ガス等の発生が予測される場合には，綿密な調査を行い有毒ガスの有無を確認し，種類，機

許容濃度について作業員に周知徹底させ，十分な対策を検討する。 

12-3-2 PC 床版工法（本邦技術） 

PC 床版工法は，事前にプレテンション簡易工場で製作された部材をトラックもしくはバージ船

で運搬し，クレーンおよび桁上走行クレーンにて架設を行うものである（図 12-3-3 参照）。 

本工法もウ国では初めての工法であり，工種毎に安全に関する留意点を以下に述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：PC 建協 HP 

図 12-3-3  クレーン（左側）および桁上走行クレーン（右側）による架設 

 

1) 大型クレーン取扱い作業 

 PC 床版は，長さ約 12ｍに対して厚みが約 0.3ｍと偏平であり，変形し易い断面であるため，吊

上げ時は曲げおよびねじりによるひび割れ予防に留意し，必要に応じ天秤（図 12-3-3:左側）を使

用する。吊上げには，部材が風にあおられないようにガイドロープを設置し、揺れを制御する。

吊荷の下に入らない・入らせない事を遵守させ，吊ワイヤーの始業前点検を義務付ける。 

 

2) 運搬（トレーラによる場合） 

 運搬荷姿を図 12-3-4 に示す。運搬時，車体からはみ出す部材には，衝突防止のために，目印を

設置する。事前に PC 床版と同じ重量の荷物を搭載したトレーラーで試験走行を行い，経路上の

問題点の洗出しと改善を行う。また，実際の運搬時には，積荷の固定の確認および見張り員によ

るトレーラーの前後の安全確認を行う。バージ船による運搬の場合も，同様な安全対策を行う。 

 

 

 

 

 
 

出典：PC 床版施工の手引き H16,3 

図 12-3-4. 運搬荷姿  

Balance 

Traveler crane 

PC Slab Mark 
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3) 架設 

 架設時は，鋼桁間および既設 PC 床版の前面等多くの開口部があり，墜落防止のリスクを排除

する為に防止措置を行う。鋼桁上の足場（図 12-3-5 参照），架設時の親綱（図 12-3-6 参照）および

鋼桁下の安全ネット（図 12-3-7 参照）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 12-3-7. 鋼桁下の安全ネット 

出典：PC 床版施工の手引き H16,3 

 

12-4 地すべり工事の安全対策 

追加調査に基づき，地すべり発生の可能性を否定する事はできないので，施工時の作業員の安

全に配慮して，工事に先行して地すべり対策工を行う事を提案する。地すべり対策工としては，

護岸浸食防止工，鋼管杭工および排水ボーリングであり，それぞれに関する安全上の留意事項を

以下に述べる。 

12-4-1 護岸浸食防止工 

河畔や沢地沿いの工事であるため，安全な足場確保を行う。 

ガビオン工の中詰め材料運搬時に，飛散・落下に留意する。 

12-4-2 鋼管杭工 

大口径ボーリングマシンの設置箇所の安定性に留意し，転倒，沈下を生じないようにする。 

鋼管杭資材が滑動しないように平地に安定した状態で保管する。 

12-4-3 排水ボーリング工 

削孔機械への接触，巻込まれ事故を防止するために，服装や下足に特に注意する。 

削孔機械の安定性に留意し，転倒，沈下を生じないようにする。  

図 12-3-6. 架設時の親綱 

Safty net 

Scaffolding Lifeline Rope 

図 12-3-5. 鋼桁上の足場 
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12-5 工事仮設計画のチェック体制 

 仮設構造物の品質確認を行うことは，建設時の安全を確保する上で，極めて重要である。その

ため，仮設構造物の建設にあたり，施主，関連機関，施工業者等全てを含めたチェックシステム

を確立することが求められる。 

一般的には，施主の代理人である第三者チェックシステム機関が，仮設工のチェックも行って

いる。前述のように，ウ国内では斜張橋の経験のある施工業者・コンサルタントが少ないことか

ら，施工面からだけでなく，様々角度よりチェックを行うことができるコンサルタントについて

も国際入札を実施して調達することが望ましい。 

 

12-6 安全対策の計画プランの作成 

12-6-1 施工前 

最初に，事前に安全対策の計画を立てる。緊急時には，ウ国，日本サイドおよび利害関係者も

含めた連絡網の構築を行う。 

現地コントラクターも含めた工事関係者全般に対し定期的に安全教育・訓練を実施し，安全に

対する意識の向上並びに認識の周知徹底を行う。施工開始前に利害関係者に工事の概要を説明す

る。また，現場周辺のハザードマップを作成する。 

12-6-2 施工中   

本プロジェクトにおいては，左岸側，河川内，右岸側，プレキャスト部材製作場等において，

同時並行で作業が進行するものと考えられ，工事関係者相互の協力・連携が安全管理上も重要と

なる。工事期間中においても，各担当のリーダが月に１回程度集結し，安全会議を開催し，情報

の共有および継続的な見直しを行う。会議で上がった課題に関しては，速やかに関係機関に連絡・

報告・相談し，善処するべきと考える。PDCA（Plan-Do-Check-Action）を継続的に施行する。ま

た，工事期間中，沿道住民に情報公開し，生活環境等に関する定期的なヒアリングを行うよう努

める。  

 

【参考文献】 

1）ODA 建設工事安全管理ガイダンス，2014 年 9 月，独立行政法人 国際協力機構 

2）PC ウェル工法設計・施工マニュアル施工編，2009 年 3 月，PC ウェル工法研究会 

3）PC 床版施工の手引き PCaPC 床版編，2004 年 3 月，㈳日本橋梁建設協会 

4）プレキャスト床版設計施工マニュアル，1994 年 3 月，㈳PC 建設業協会 
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 事業の運営・維持管理計画  

13-1 プロジェクト実施体制 

13-1-1 組織 

Ukravtodor は道路輸送の分野で国家政策を実施する中央執行機関であり，活動はインフラ省大

臣を通しウクライナ内閣によって管理，調整されている。その役割は閣僚決議(Cabinet of Ministers 

of Ukraine Resolution 2014 No.439, 2017 No.847)で定められており,主な役割は以下のとおりである。 

•道路管理および公道管理分野の国家政策の実施 

•道路分野の公共政策を実現するプロポーザルのインフラ省への提出 

•国有地の管理 

 

Ukravtodor については，キエフにある本部（Head Office）の他，支部（Branch）が全国 24 箇所

（1 州に 1 箇所）存在し，本部は International corridors を，支部は各州内の State Road を計画・管

理している。同社の本部およびプロジェクト対象地であるミコライウ州支部の組織図を図 13-1-1

および図 13-1-2 に示す。 

特に本部については，3 つの Department から成ることがわかる。Ukravtodor へのヒアリングに

よると，これらの 3 つの Department が本事業を実施するに際しての中心的な役割を担う可能性が

あるとのことであった。中心的役割を担う Department については現在確認中である。 

参考として，Road Network Expansion Department の主な役割は以下のとおりである。 

・国家政策・整備（建設・更新）計画の実行，公道・建築物の設備投資・補修の計画，科学技

術研究・価格決定 

・公道・公共施設の建設・更新・維持管理・補修対象の計画策定・モニタリング 

・公道交通網の建設・更新の計画，高速道路整備事業，その他政府の決定に基づく公道・公

共施設の建設・更新・維持管理・補修の予測・計画策定 

・公道・公共施設の建設・更新・維持管理・補修のプロジェクト文書のとりまとめ・承認 

・建築物・舗装の設計および橋梁・オーバーパス・陸橋の各種設計図の統合 

・ 新技術・資材の導入，ソフトウェア開発，公道の建設・更新・補修の品質改善のための

道路セクターの重要科学技術開発，道路工事費の削減 

・公道・構造物の建設・更新・設備投資・補修にかかる Ukravtodor 管轄の各企業・機関・団

体の業務調整，科学技術研究・価格設定 

・市内街路・道路および各現地当局管轄の土地の管理・運用・整備 

組織図によると本社は 109 人，支社は 60 人程度と考えられる。ミコライウ州支部が管理する国

家重要道路は 1,487km で一人当たりの道路延長は 24.7km となる。一方，日本の関連組織の平均は

4km 程度であるため，日本における同様の組織と比べるとかなり人数が少ないと言える。 
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  HEAD of UKRAVTODOR   
       

FIRST DEPUTY HEAD  DEPUTY HEAD 
       

PLANNING, FINANCING, 
ACCOUNTING AND 

REPORTING DEPARTMENT 
(21) 

 
INTERNATIONAL 

COOPERATION AND PUBLIC 
PROCUREMENT DEPARTMENT 

(11) 

 LEGAL SUPPORT DIVISION (7)  ROAD NETWORK EXPANSION 
DEPARTMENT (21) 

Financial Management Division 
(5)  International Cooperation Division 

(5)    Construction and Reconstruction 
Division (5) 

Road Facilities Expenditure 
Division (5)  Advanced Planning and Investment 

Division (5) 
 HR DIVISION (5)  Capital and Current Repair Division 

(5) 
Economic Monitoring Division 

(5)  Property Management and Public 
Procurement Division (5)    Design Works Division (5) 

Accounting and Reporting 
Division (5)    INTERNAL AUDIT AND ANALYSIS 

DIVISION (6)  Artificial Constructions Division (5) 

       

 INTELLIGENT TRANSPORTATION 
SYSTEMS DIVISION (5) 

 INNOVATIONAL DEVELOPMENT 
DIVISION (5) 

 ROAD OPERATION 
DEPARTMENT (11) 

      Road Maintenance Division (5) 

 CHIEF EXPERT ON SECURITY AND 
CLASSIFIED INFORMATION (1) 

 CONTROL AND DOCUMENT 
PROVISION DIVISION (5)  Safety of Traffic Division (5) 

       
 CHIEF EXPERT ON MOBILISATION (1)  PRAND COMMUNICATIONS SECTOR (2)   
       
    TECHNICAL SUPPORT SECTOR (3)   
       

    CHIEF EXPERT ON LABOUR AND 
CIVIL PROTECTION (1)   

       

    CHIEF EXPERT ON ANTI-
CORRUPTION ACTIVITY (1)   

 

出典：Ukravtodor（2019 年 9 月現在） 

図 13-1-1. ウクライナ道路公社（Ukravtodor）本部の組織図  
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Legal Department (2 persons)  

DIRECTOR 
 Specialist on Confidentiality Mode 

    

     

Deputy Director 
 

FIRST DEPUTY DIRECTOR 
 

Deputy Director of Production Operation 
  

     

Tender and Agreement Department (3 
persons) 

 Operations Support Department (3 
persons) 

 
Quality Control, Technical Control, and 
Modern Technologies Department (11 

persons) 

     

Administrative and Human Resources 
Department (6 persons) 

 Accounting Department (4 persons)  Department of Repairs and Maintenance of 
Roads and Artificial Constructions, 

Organization and Security of Road Traffic (4 
persons) 

    

Senior Human Resources Inspector  Department of Investment and Budgeting 
Activities (4 persons) 

 

     

Office Clerk  Land Allotment Department (2 persons)  Laboratory on Quality Control of Production 
Operations (2 persons) 

     

System Administrator  Department of Project and Budgeting 
Documentation Preparation (2 persons) 

  

     

Public Relations and Mass Media Specialist     

     

Logistics Manager     

     

Cleaners (2 persons)     

     

Drivers (5 persons)     

出典：Ukravtodor（2018 年 4 月現在） 

図 13-1-2. ウクライナ道路公社（Ukravtodor）ミコライウ州支部の体制 
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13-1-2 財政・予算 

1) 過去および現在の支出実績 

Ukravtodor の 2014～2017 年の予算の支出実績および 2018 年の支出計画を表 13-1-1 に，ミコラ

イウ地方における 2013～2017 年の以下の情報を表 13-1-2 に示す。 

・工種別の実績数量および支出実績 

・道路維持管理用の予算および支出実績 

・Ukravtodor 職員の労働者数および平均給与 

 

また,ミコライウ地方における 2016～2018 年上半期の維持管理費の支出実績を表 13-1-3 に示

す。 

表 13-1-2 および表 13-1-3 より，2018 年の維持管理に関する予算は 10 百万 UAH/年から 18 百

万 UAH/年の範囲であり，2018 年は約 71,000UAH/km/年である。一方，バイパス道路は日常の維

持管理費だけでも約 80,000UAH/km/年が必要であるため，バイパス道路建設後は道路延長当たり

の予算を，より多く確保する必要がある。また，定期的に発生する橋梁点検費，塗装費，照明費，

舗装修繕費等を考慮すると約 1,700,000UAH/km/年が必要となるため，計画的な予算確保が重要と

なる。 
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表 13-1-1. Ukravtodor の予算計画執行にかかる国家予算の歳出実績（2014 年‐2017 年）および計画（2018 年） 
単位：1,000 UAH 

財源および予算計画の名称  2014 年実績 2015 年実績 2016 年実績 2017 年実績 2018 年計画 
 一般財源 17,672,766.5 24,852,803.6 16,965,743.8 21,904,373.5 45,109,381.3 
602100 年度当初の特別資金貸借（消費税，石油製品にかかる輸出税，高速道路料金） 736,380.0     
140200 石油製品および自動車のうち，消費税課税対象となる国産製品の消費税（特別財源） 1,948,340.4   2,394,198.0 5,469,625.0 
140300 石油製品および自動車のうち，ウクライナ国内の関税徴収地区への輸入製品で消費税課税対象製品の消費税（特別財源） 11,143,727.9   10,319,361.5 22,669,375.0 
150105 石油製品および自動車・タイヤにかかる石油製品の輸入税 1,092,313.4   1,422,780.5 3,142,600.0 
221601 規格外の重量・大型自動車および原動機付車両にかかる高速道路料金 （特別財源） 6,929.3   3,466.5 16,462.5 
500801 没収資産、収賄・法律違反の科により没収した資産の売却により取得された資産    843,030.4 2,000,000.0 
 ウクライナ内閣府の保証にもとづいて公共道路網整備のために Ukravtodorに支給された債務残高 707,942.0 665,736.8 1,685,955.1 3,284,095.8  
 国際金融機関および諸外国政府の融資 2,027,438.1 1,943,273.1 1,874,923.8 1,739,345.7 5,378,000.0 
 国家予算の一般財源 9,695.4 22,243,793.7 13,404,864.9 1,898,095.1 6,433,318.8 
KPKVK * 全支出額（歳出） 17,672,766.5 24,852,803.6 16,965,743.8 21,904,373.5 45,109,381.3 
3111010 高速道路の建設・修復・維持管理分野のガバナンスおよびマネージメント 9,695.4 10,419.9 11,182.0 45,366.7 56,673.1 
3111020 一般道路網の整備・維持管理 3,462,719.1 4,553,889.2 9,376,057.0 13,292,717.1 10,726,159.3 
 うち国家財源からの支出 2,754,777.1 3,888,152.4 7,690,101.9 10,008,621.3 10,726,159.3 
 うちウクライナ国内閣の保証による融資残高からの支出 707,942.0 665,736.8 1,685,955.1 3,284,095.8  
3111030 ウクライナ内閣府の保証にもとづいて公共道路網整備のために支給された債務に対する弁済 10,777,342.3 17,646,099.2 5,535,048.5 4,902,542.0 6,041,038.0 
 うち債務弁済 7,806,654.6 14,791,107.8 3,996,924.9 3,661,046.9 4,618,978.2 
 うち利息等弁済 2,970,687.7 2,854,991.4 1,538,123.6 1,241,495.1 1,422,059.8 
3111040 ザポリージャの横断陸橋の建設    71,673.6  

3111090 
カルパチア・ユーロリージョンのウクライナ領地の道路網整備（特に，ムカチェヴォ-リヴィウ路線， タタリウ -カームヤネツィ- ポディルスキ路線，ス

トルィー- ママリガ路線） 
 699,122.2    

3111800 政府による「リヴィウ地域における一般道整備事業」の実行   168,532.5 259,558.8 357,645.7 
3111820 R-52 ドニプロ-ツァリチャンカ-コベリャキ-レシェティリウカの自動車道整備    348,116.3  
3111600 高速道路整備および道路セクター改革 2,027,438.1 1,943,273.1 1,874,923.8 1,739,345.7 5,208,000.0 
3111610 ウクライナ・ポーランドの国境道路のインフラ整備     50,000.0 
3111620 ウクライナ・ハンガリーの国境道路のインフラ整備     120,000.0 
3111100 リヴィウ-テルノーピリ-ウーマニ，ビーラ・ツェールクヴァ-オデッサ方面の一般道路整備    800,000.0 4,000,000.0 
3111120 チュグエフ-イジューム-スラヴャンスクの一般国道 M-03 キエフ-ハルキウ-ドブジャンスキー線の整備    199,471.5 2,000,000.0 
3111130 ハルキウ- クピャンスク-スバトボ-スタニツィア方面の一般道路整備    245,581.8  
3111140 N-31 ドニプロ-ツァリチャンカ-コベリャキ-レシェティリウカ路線の自動車道路整備     2,000,000.0 
3111150 ハルキウ-アフトゥイルカ路線の自動車道路整備     2,000,000.0 
3111160 ジトームイル-チェルニウツィー路線の自動車道整備      1,000,000.0 
3131020 居住地区の共同所有地の街路・道路の建設・再建・修復・維持管理にかかる国家予算から自治体予算への助成 1,395,571.6     
3131090 地方一般街路・自動車道の建設・再建・補修・維持管理の財源調達にかかる国家予算から自治体予算への助成     11,530,865.2 
3131200 チェルソンのアドミラル・セニャヴィナ大通り- ザラエヘルセルフ通りの陸橋建設にかかる国家予算からヘルソン地域の地方予算への助成     19,000.0 

KPKVK *：国・地方予算への支出・融資の計画区分のコード・名称を表示（地方予算への支出・融資の標準計画区分/プログラムターゲット手法を利用しない地方政府への支出・貸付の仮区別のコード・名称）              出典：Ukravtodor 

 

 

表 13-1-2. ミラコイウ州内の道路維持管理にかかる工事別費用および労働者数・平均給与 
 

期間 

業務範囲 
サービス維持管理予算 

職員数 平均給与(UAH) 
米ドルの年間平

均為替レート 
(NBU) 

NBU レート相

当の米ドル建て

平均給与 

建設・再建 
重要修繕 

（capital repair） 
経常修繕 開発維持管理 合計 

金額 
(千 UAH) 

km 
金額 

(千 UAH) 
km 

金額 
(千 UAH) 

km 
金額 

(千 UAH) 
金額 

(千 UAH) 
km 

年間承認額 
(千 UAH) 

執行 
(千 UAH) 

2013 172.2  389.0  174,763.6 26.4 102,368.1 277,692.9 26.4 7,933.5 7,088.2 56 5,680 7.99 711 
2014     155,268.7 24.4 62,628.5 217,897.2 24.4 7,123.0 4,685.2 52 4,147 11.89 349 
2015   679.6  19,069.4  123,572.9 143,321.9 0.0 7,311.6 6,252.2 53 5,453 21.84 250 
2016 1,202.2  1,901.9  70,953.6 10.0 110,807.2 184,864.9 10.0 9,600.0 7,067.3 52 6,768 25.55 265 
2017 4,374.5  5,530.2  576,587.6 14.6 176,104.4 762,596.7 14.6 15,357.6 12,221.8 52 11,309 26.60 425 

出典：Ukravtodor 



13-6 
 

表 13-1-3. 2016 年‐2018 年のミコライウ州内の自動車道の経常小規模修繕および開発維持管理の

実施状況 

期間 
支出実績（1,000 UAH） 

国家予算 地方予算 
2016 103,683.0 6,944.2 
2017 130,022.1 46,672.4 

2018 年 1 月‐6 月 （国道のみ） 
52,929.3 

(年間計画 106,582.1 のうち) 
- 

出典：Ukravtodor 

2) 現在および将来の支出計画 

New Program を実施するための財源別の支出計画を表 13-1-4 に，工種別の支出計画を表 13-1-5

に示す。 

また,工種別の支出計画を道路整備と構造物建設に分けて表 13-1-6 に示す。 

表 13-1-5 より，維持管理費は 2019 年~2022 年において約 7,000~8,000 百万 UAH が確保される

計 画 で あ る 。 対 象 が State Road で あ る と 考 え る と ， 道 路 延 長 当 た り の 予 算 は

135,000~155,000UAH/km/年となり，バイパス道路に必要な道路延長当たり維持管理費を満足して

いると考えられる。 

 

表 13-1-4. New Program の財源別支出計画 

百万 UAH 

財源 予算額 
各年の内訳 

2018 2019 2020 2021 2022 
国家予算，うち 251,978 33,491 43,320 60,954 57,643 56,569 
国家予算の特別財源からの資金（国家道

路基金） 
178,111 21,767 30,707 41,879 41,879 41,879 

国家予算の一般財源からの資金 6,358 6,358 - - - - 
国際機関からの資金 67,510 5,367 12,613 19,075 15,764 14,691 
地方（州）予算       
出資者からの資金等その他の財源 46,372 - 1,810 8,995 15,077 20,490 
合計 298,349 33,491 45,130 69,949 72,720 77,060 

出典：New Program 

 

表 13-1-5. New Program の工種別支出計画(1/2) 

出典：New Program 

 百万 UAH 

道路整備の種類 
Year 

2018 2019 2020 2021 2022 

新設 3,361 5,514 17,006 21,954 27,986 

再建 2,119 4,971 10,244 10,518 9,458 

重要修繕 5,099 9,010 27,786 25,422 23,955 

経常中規模修繕 11,468 9,335 - - - 

開発維持管理 4,466 7,037 8,129 7,828 8,122 

合計 26,513 35,867 63,165 65,722 69,521 
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表 13-1-6. New Programの工種別支出計画(2/2) 

（上：道路整備, 下：構造物建設） 

 
 

工種 構造物 
年 2018 2019 2020 2021 2022 
 数量 

一式 
金額  

百万 UAH 
数量 
一式 

金額  
百万 UAH 

数量 
一式 

金額  
百万 UAH 

数量 
一式 

金額  
百万 UAH 

数量 
一式 

金額  
百万 UAH 

新設 6 1,108 19 1,348 7 4,516 5 5,690 8 7,775 

再建 4 165 6 297 4 488 5 243 3 311 

重要修繕 19 552 17 453 18 551 16 616 13 1,019 

経常修繕 12 207 20 457 - - - - - - 

出典：New Program 

工種 道路 
年 2018 2019 2020 2021 2022 
 延長 

km 
金額  

百万 UAH 
延長 
km 

金額  
百万 UAH 

延長 
km 

金額  
百万 UAH 

延長 
km 

金額  
百万 UAH 

延長 
km 

金額  
百万 UAH 

新設 17.8 2,253 41.8 4,165 40.9 12,490 7.9 16,264 192.6 20,211 

再建 26.8 1,954 79.9 4,673 104.9 9,756 104.6 10,276 112.1 9,147 

重要修繕 74.1 4,547 303.8 8,554 1,387.0 27,235 1,182.1 24,805 1,362.1 16,198 

経常修繕 946.0 11,264 631.8 9,088 - - - - - - 

13-7 
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13-1-3 技術水準 

Ukravtodor は，同社そのものの必ずしも規模は大きくないものの，数多くの下部組織を擁して

おり，これらの機関や他の State Enterprise に対して，設計，建設 ，施工監理および維持管理の業

務が委託できる環境が整備されている。 

技術基準に関しては，ソビエト連邦時代には SNiP と GOST を使用していたものを，独立後は

DBN 設計・施工基準に変更するなど積極的に自国の基準の整備に取り組んでおり，内容も必要に

応じて更新されている。 

また，ウ国には下表に示す長大橋建設の実績がある。 

したがって，通常の道路整備事業を実施するだけの技術水準は有していると考えられる。しか

しながら本プロジェクトは支間長 420m の斜張橋が含まれ，一方でウ国には支間長 312m を超える

斜張橋の実績がないため，適切な技術援助が必要である。 

 

表 13-1-7. ウ国の長大橋実績 
橋梁名 
橋種 
材質 

位置 
全長 

中央支間長 
レーン数 

完成年 
建設業者名 

Zaporizhzha Bridge 
斜張橋 
鋼 

Dnipro River 
Zaporizhzhya 

4484m 
260m 

6 レーン 

建設中 
Mosybud Company(Ukraine) 

Kyiv Podil Bridge 
鋼アーチ橋 

鋼 

Dnipro River 
Kyiv 

7100m 
344m 

6 レーン +2 地下鉄 

建設中 
Mosybud Company(Ukraine) 

不明 
斜張橋 

鋼およびコンクリート 
(PC ではない) 

Odessa Port 
Odessa 

150.5m 
114.7m 

2 レーン 

1998 
Mosybud Company(Ukraine) 

Kiev Southern Bridge 
斜張橋 
鋼 

Dnipro River 
Kyiv 

1228m 
271m 

6 レーン + 2 地下鉄 

1992 
Mosybud Company(Ukraine) 

Kiev Moscow Bridge 
斜張橋 
鋼 

Dnipro River 
Kyiv 

779m 
300m 

6 レーン 

1976 
Mosybud Company(Ukraine) 

<参考>※ 
Vanšu Bridge 

斜張橋 
鋼およびコンクリート 

Daugava River 
Riga, Latvia 

554.8m 
312m 

6 レーン 

1981 
Mosybud Company(Ukraine) 

※ ウクライナ国内に位置していないが，ウクライナの施工業者によって建設された橋 

 

1) 下部組織 

 Ukravtodor の下部組織を以下に示す。 

・PJSC "DAK" Automobile roads of Ukraine 

・State Enterprise "Derzhdorndi" 

・State Enterprise "Ukrdiprodor" 

・State Enterprise "Ukrdorzvyazok" 

・DP "Ukrdorinvest" 

・State Enterprise "Scientific and Technical Center" Road Quality Control " 



13-9 
 

・State Enterprise "Ukrgolovmost-ekspertiza" 

・State Enterprise "Training Center for Training, Retraining and Upgrading of Personnel" 

 

上記の内，Ukrdiprodor は道路設計を行う機関であり，主たる業務内容は以下のとおりである。 

・高速道路，その他設備の建設・再建・重要修繕（capital repair）の計画・設計 

・地形・測地・地図制作に関する調査研究 

・地質・水文地質にかかる調査研究 

・土地開拓事業計画等土地利用の計画立案，合理的土地活用の計画 

・クラス別土木調査の実施（クラス I・II 道路の建築・建造物） 

・大型プロジェクトの実施（一般的条件および土木地質的悪条件下の土地，地盤沈下，地滑

り，山崩れ発生地の道路設備の新設・再建工事および重要修繕） 

・建築・建設設計 

・組織内外の土木関連ネットワーク・システム・施設の計画 

・防火計画 

・科学技術研究，高速道路・特注設備・道路サービス施設の設計・調査の強化 

・対外・対内投資の具体化に関するプロジェクトの事前文書の作成 

・入札書類の作成 

・施工プロセスの監督および施工・補修の学術的支援 

・IT 普及，ソフトウェア開発 

・道路分野の設計基準・規格・類型的プロジェクト文書のための規定・測量・政策に関する

文書の作成および原価見積基準の策定およびその配布 

・その他 

 

一方，橋梁に関しては，小規模な橋梁の設計は民間会社に入札により委託されている。 

 

2) 技術基準 

本プロジェクトに関連する基準を表 13-1-8 に示す。 

1991 年以前のソビエト連邦時代には SNiP と GOST がウ国の道路,橋梁の設計・建設の基準として

用いられてきた。ソビエト連邦からの独立後,ウ国は自国の基準である DBN 設計・施工基準を SNiP

に代えて導入している。現在までに道路設計，橋梁設計，種々の試験方法を規定した DBN 基準の

作成を完了しているが，未だに SNiP を参照しているものもある。また，DBN 基準は旧ソ連地域

の基準である GOST を元に作成されている。道路の基準（DBN V.2.3-4:2015）に関しては、車線

数や車線幅員の他に切土、盛土ののり面勾配が、土質や気候区分に従い細分化されている。また，

幾何構造についても、本線の曲線半径や縦断勾配等に加え、インターチェンジでも同様の幾何構

造が定められており，他の途上国に比べて内容的にレベルが高いと言える。 
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表 13-1-8. 関連基準 

 

  

基準名 

1 

Відомості Верховної Ради (ВВР), 2017, № 29, ст.315 
Про оцінку впливу на довкілля 
Verkhovna Rada (BBR) Bulletin, 2017, No 29, Art.315 
On environmental impact assessment 

2 

КАБІНЕТ МІНІСТРІВ УКРАЇНИ ПОСТАНОВА, 28 серпня 2013 р. № 808 
Про затвердження переліку видів діяльності та об’єктів, що становлять підвищену екологічну 
небезпеку 
Cabinet of Ministers of Ukraine Resolution, August 28, 2011, No808 
On approval of the list of activities and objects posing an increased environmental hazard 

3 
ДСТУ Б В.2.3-1-95. Габарити підмостові судноплавних прогонів мостів на внутрішніх водних 
шляхах. 
DSTU B V.2.3-1-95. Navigation Clearance under Bridges 

4 ДБН Д.2.2-1-99. Ресурсні елементи кошторисні норми на будівельні роботи. Земляні роботи. 
DBN D 2.2-1:99. Cost Estimate for Earth Work 

5 ДБН Д.2.2-30-99 Збірник 30. Мости і труби. 
DBN D 2.2-30:99.Collection 30. Bridges and pipes 

6 СНиП 2.02.01-83 (2000). Основи будинків і споруд. 
SNiP 2.2.01-83(2000). Construction Standards and Rules/Foundation 

7 ДБН В.2.3-5-2001. Вулиці та дороги населених пунктів. 
DBN V.2.3-5:2001. Street and Roads in Population Center 

8 ДБН А.2.2-1-2003. Склад і зміст матеріалів оцінки впливів на навколишнє середовище (ОВНС) 
DBN А.2.2-1-2003. Composition and Content of Environmental Impact Assessment Materials (EIA) 

9 ДБН В.1.2-2:2006. Система забезпечення надійності та безпеки будівельних об'єктів. 
DBN V.1.2-2:2006. System Reliability and Safety of Construction Project 

10 ДБН В .1.1-12-2006. Будівництво у сейсмічних районах України. 
DBN V.1.1-12:2006. Earthquakes in Ukraine 

11 ДБН В.2.3-14:2006. Мости та труби. Правила проектування. 
DBN V.2.3-14:2006. Bridges and Pipes. Design Rules 

12 
ДБН В.2.3-16:2007. Норми відведення земельних ділянок для будівництва (реконструкції) 
автомобільних доріг. 
DBN V.2.3-16:2007. Land Allotement for Construction of Motor Roads 

13 ДБН В.1.2-15:2009. Мости та труби. Навантаження і впливи. 
DBN V.1.2-15:2009. Bridges and pipes. Load and Impact 

14 ДБН В.2.3-22:2009. Мости та труби. Основні вимоги проектування. 
DBN V.2.3-22:2009. Bridges and Pipes. General Requirement for Design 

15 
ДБН Б.1.1-4-2009. Склад, зміст, порядок розроблення, погодження та затвердження 
містобудівного обґрунтування. 
DBN V.1.1-4:2009. The system of Approval Planning Justification 

15 

ДСТУ-Н Б В.2.3-23:2009. Настанова з оцінювання і прогнозування технічного стану 
автодорожніх мостів. 
DSTU-N B V.2.3-23:2009. Transport facilities Rules for Assessment and Forecast of Technical 
Condition of Automobile Bridges 

16 ДСТУ Б Д.1.1-1:2013. Правила визначення вартості будівництва. 
DSТU B D.1.1-1:2013. Rules for Construction Cost Calculation 

17 

ДСТУ Б Д.1.1-7:2013 Правила визначення вартості проектних робіт та експертизи проектів 
будівництва. 
DSTU B D.1.1-7:2013. Rules for Cost Calculation of Design Survey Works and Expertise of Project 
Documentation for Construction 

18 ДБН А.2.2-3:2014. Склад та зміст проектної документації на будівництво 
DBN А.2.2-3:2014 Composition and Contents of Design Documentation for Construction 

19 ДБН В.2.3-4:2015. Автомобільні дороги. Частина І. Проектування. Частина II. Будівництво. 
DBN V.2.3-4:2015. Automobile roads. Part I. Design. Part II.Construction 

20 ДБН А.3.1-5:2016. Організація будівельного виробництва. 
DBN А.3.1-5:2016. Organization of Construction Operation 
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13-2 運営・維持管理体制 

前述したように 2018 年より Ukravtodor が維持管理する道路は State Road のみでありバイパス道

路は State Road に属する。 

維持管理は日常整備(daily maintenances)とその他の整備(other maintenances)に分けられている。 

どちらも入札によって実際に維持管理業務を担う委託業者を決定しているが，日常整備につい

ては実質的に Ukravtodor の下部組織である ,PJSC(PUBLIC JOINT STOCK COMPANY) "DAK" 

Automobile roads of Ukraine が全て受注している。 

同社は，昨今では毎年 4 十億 UAH (3,000km 相当)の業務を実施しており，ウ国全体で 170,000km

の State Road および Local Road の維持管理を実施している。ウ国全体に 24 の支社(Oblastvodor)を

配置し，5,000 人以上の経験と能力を兼ね備えたエンジニアを含む 19,000 人の高度技術者を擁し

ている。 

しかしながら，現在のところ同社の中で安定的な経営がなされている支社は僅か 8 支社のみと

なっており，Mykolaiv 州を管轄する Subsidiary Enterprise "Mykolayiv Oblastvodor"について，州内に

24 の管理事務所と 800 人の従業員を持つ一方で，維持管理に必要な資材や機材は保有しておらず，

実際の維持管理工事は外部に委託している状況で，他の多くの支社と同様に経営難に陥っている。 

したがって，現時点ではバイパス道路建設後に必要な日常の維持管理体制が整備されていると

は言えず，今後，再構築により特に以下の改善が必要である。 

・労働力，資金，資源の統合 

・生産施設ネットワークの適正化 

・財務状況，財政再建の安定化 

・工事およびサービスの品質，競争力の改善 

・内部統制，内部管理の有効性の強化 

・有効な企業管理手法の導入 

一方，コスト縮減，業務効率化を目的として，IFI(International Financial Institution)による資金支

援に基づいて，Ukravtodor 自身による日常整備の民間委託の直接実施が試行されており，これを

バイパス道路の維持管理に利用することも可能であると考えられる。 

参考までに，Local Road は Regional State Administration によって維持管理されるが,前述したよ

うに管轄が Regional State Administration に移ったのは 2018 年であり,実態として維持管理用の部署

があるのはまだ 5 つの Oblast のみである。したがって，Mykolaiv を含むほとんどの Oblast では部

署の立ち上げができておらず,予算確保や維持管理計画の策定を行うための体制が整っていない

状況である。 
State road(State Importance)  Local road(Local Importance) 
     

Ukravtodor  Mykolayiv Regional State Administration 
      
Ukravtodor Mykolaiv Branch     

       
Daily Maintenance  Other Maintenances  Daily Maintenance  Other Maintenances 

Oblavtodor 
Or 

Other Private 
Companies 

 

Oblavtodor 
Or 

Other Private  
Companies 

 N/A  Private Companies 

図 13-2-1. 維持管理体制  
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Mykolaiv Oblast において橋梁および Crossover の建設,更生(Rehabilitation work)は過去 5 年の間実

施されていないが,維持管理は実施されており,2017 年の実績は表 13-2-1~表 13-2-3 とおりとなる。 

ハード対策である維持管理に加え，Ukravtodor は運営・維持管理のためのソフト対策として

AESUM および Interactive Road Map を導入，運用している。 

AESUM は Analytical Expertise Bridge Management System の略で 新の橋梁管理手法である。橋

梁の補修・再建，開発状況の管理および余寿命の延長，これらに伴う国内交通網の交差量増加に

財源を有効活用することで，AESUM 普及の大きな社会経済的効果が見込まれる。 

現時点では AESUM のデータへのアクセスは限られており，有効に活用されていないが，将来

的に有効に機能すればミコライウ橋のアセットマネジメントに役立つ可能性があると考えられる。 

Interactive Road Map は Ukravtodor が運用されており，工事中の道路区間，事故発生箇所，交通

規制区間，渋滞情報，事故多発地点等の情報が入手可能である。 

しかしながら情報システムの重要な要素が欠落しているため、現時点では断片化された情報し

か利用できない状態にあり，情報システムを完成させるためには十分な資金の配分が必要である。 

 将来的に有効に機能すれば，効率的な道路運営に役立つ可能性があると考えられる。 

 

表 13-2-1. 橋梁および Crossover の維持管理実績(2017 年)(1/3) 
運営維持管理 

自動車道路 
計測単位 作業量 項目 所在地 

施工名 
KM+M KM+M 

国道   
M-14  
サンドラ 
8 月  

オデッサ-メリトポリ- ノボアゾフスク （タガンログ市）   
159+811 
オーバ

ーパス 

 金属穿孔（欄干）の塗装 10 m. 10,4 
  

イングル川

陸橋 

157+266  路面切削工事 1000 sq.m 1813 

レベリング層の工事 100 tons 1,0008 

アスファルト・コンクリート層の支保工 1000 sq.m 1813 

イングル川

陸橋 11 月 

157+266  路面切削工事 1000 sq.m 2314 

レベリング層の工事 100 tons 1,1107 

アスファルト・コンクリート層の支保工 1000 sq.m 2314 

イングル川

陸橋 12 月 

157+266  路面切削工事 1000 sq.m 0,05 

陥没補修 1 sq.m 50 
N-24 ブラゴヴェシチェンスク-ミコライウ（ボズネセンスク市経由）   
 75+673  開口部・ポンプの汚泥除去 1 m. building  

砂利舗装・基礎の解体 100 cu.m 0,0126 

テープ基礎のブロック・平板の解体 100 units 0,09 

テープ基礎のブロック・平板の敷設 100 units 0,09 

（舗装）歩道の金属被覆施工 1 ton 1,21 

金属ガードフェンスの設置 100 m 0,048 
N-24 ブラゴヴェシチェンスク-ミコライウ（ボズネセンスク市経由）   

6 月 185+139  フェンスの解体 100 m 0,18 

フェンスの補修 1m 62,9 

フェンス設置（組み立て） 100 m 0,26 

金属レールの補修 10 m 4,7 

欄干フェンスの製作・設置 1 ton 1,615 

7 月 185+139  支持構造の組み立て 1 ton 3,8 

クレーン桁の歪取り 1 unit/node 2 

格子構造の製作 1 ton 0,4 

金属表面の基礎工事 100 sq.m 0,072 

金属表面の塗装 100 sq.m 0,072 
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表 13-2-2. 橋梁および Crossover の維持管理実績(2017 年)(2/3) 

運営維持管理 
自動車道路 

計測単位 作業量 項目 所在地 
施工名 

KM+M KM+M 
国道   

R-55 オデッサ-ボズネセンスク-ノヴィブグ   

6 月 162+933  基礎下砂・砂利基部（下部構造）の施工 100 cu.m 0,0625 

橋脚の組積（石）の漆喰工事 sq.m 4 

特定部の築壁（石）工の補修 cu.m 3 

セメント・コンクリートミックスの準備 cu.m 1,14 

トレーラー移動による造成 cu.m 24,5 

パイプ・橋梁開口部の汚泥除去，ポンプ

清掃 

1m. of 
building 

49 

7 月 162+933  横断道路橋の道床の低木，竹類，雑草除

去 

10 sq.m 20 

パイプ・橋梁開口部の汚泥除去，ポンプ

清掃 

1m. of 
building 

140 

道路標識の設置・交換 100 sign 15 

12 月 225,442  陥没補修・完全被覆 1 sq.m 267 

振動プレートによるシーリング 1 sq.m 54 

レベリング層の工事 100 ton 1,3875 

突固め機によるシーリング 1000 sq.m 1,4592 

12 月 225,422  陥没補修・完全被覆 1 sq.m 77 

変形ジョイントの修復 1 m. joint 77 

排水路の清掃 1 m. ditch 20 

資材積載・廃棄物処理 1 ton 5,2 

突固め機によるシーリング 1000 sq.m  
R-75 ティンコブ検問所 –バルタ- ペルボマイスク- ドマニフカ-オレク

サンドリヴカ 

  

9 月 84+883  橋梁部の汚泥除去 sq.m 144 

パイプ・橋梁開口部の汚泥除去，ポンプ

清掃 

1m. of 
building 

31 

横断道路橋の下地ラインの清掃 10 sq.m 20 

小橋梁・パイプの水路のポンプ清掃 10 sq.m 12 

移動トレーラーによる造成 1 cu.m 20 

土壌廃棄 cu.m 10 

7 月 184,822  橋梁部開口部の手作業による汚泥除去 1 sq.m 29 

セメント液の準備 1 cu.m 2,78 

築壁（石）工の補修 cu.m 7 

橋部の組積（石）の漆喰工事 1 sq.m 72 

パイプの腐食プラスター補修 1 sq.m  

金属レールの補修 10 m 0,6 

鉄筋コンクリート桁の補修-高さ 60 cm 1 m. girder 24 

移動トレーラーによる造成 1 cu.m 15 

パレットでの資材運搬 1 ton  

資材積載・トラクター輸送 1 ton 9,8 
R-81 カンザンカ-スニグリフカ-アントニフカ- (R-47)   

11 月 62+572  小橋梁・パイプの水路のポンプ清掃 10 sq.m 39 

横断道路橋の道床の清掃 10 sq.m 52 
T-15-04 ペルボマイスク- ノボウクラインカ   
 6+100  横断道路橋の道床の清掃 10 sq.m 36 
T-15-06 ミコライウ-ドマニフカ- ベリツキ   

8 月 15+428  溶接スチール欄干の設置（接合） Ton 0,8 

金属桁の塗装  48 

金属フェンスの塗装 10 m 2,4 
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表 13-2-3. 橋梁および Crossover の維持管理実績(2017 年)(3/3) 

経常修繕 
自動車道路 

計測単位 作業量 項目 所在地 
施工名 

KM+M KM+M 
T-15-08 カルィーニウカ- スニグリフカ   
 2+456  金属フェンスの柱の打ち込み（支柱設置） 100 m 0,21 

金属フェンスの塗装 10 m 8,4 

車道接合部変形箇所の施工 100m 0,2 

路面補修（舗装）酸化樹脂マスティックア

スファルトコンクリート (RMA) 

sq.m 460 

 20+105  車道接合部の変形箇所の 1 m 14,9 

路面補修（舗装）酸化樹脂マスティックア

スファルトコンクリート (RMA) 

sq.m 230 

 36+520  車道の鉄筋コンクリート保護層の敷設 1 sq.m 4,2 

接着（下塗り） 1 cu.m 0,126 

車道接合部の変形箇所の修復 1 m. 14,9 

金属レールフェンスの塗装 10 m. 8,54 
N-11 ドニプロ-ミコライウ-クリヴィー・リフ   
 198+443  路面補修（舗装）酸化樹脂マスティックア

スファルトコンクリート (RMA) 

sq.m 154 

 199+333  路面補修（舗装）酸化樹脂マスティックア

スファルトコンクリート (RMA) 

sq.m 288 

出典：Ukravtodor 
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 概算事業費の再計算：本章は非公開 
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 プロジェクトのリスク分析レビュー 
ここでは 2011F/S で実施されたリスク分析のレビューを行い，本調査における検討結果を踏ま

えて，リスク分析を更新する。 

表 15-1. ミコライウ橋建設計画に関わるリスク 
リスクの種類 2011F/S 本調査 

カントリー 
リスク 

内容 内容 
ウ国の人口の 30％はロシア系で，ミ
コライウ市域はロシア系住民が比
較的多い。2010 年の大統領選後は，
親米，親ロシアの対立は収まってい
るが，政治的な不安定さは残ってい
る。 

クリミア「併合」及び東部の不安定
化によってロシアとの関係は急速
に悪化。直面する諸課題の解決を目
指しているが，情勢は不安定な状況
が続いている。 
他方で、2016 年 4 月に組閣されたフ
ロイスマン新内閣以降は、内政が不
安定となっていた原因の汚職問題
等に対して、国内改革が積極的に進
められ、一定の成果が得られた。然
しながら、2019 年には、大統領選挙
及び 高会議戦況が実施される予
定で、内政面において不安定な状況
は続いている。 

対応 対応 
ウ国の政治的，経済的な情報収集を
継続的に行うことにより，プロジェ
クトに対する影響を回避する。 

2011 年 F/S 時の対応同様に，本プロ
ジェクトに対する影響を回避する
ために，ウ国の政治的，経済的な情
報収集を継続的に行う。 

 2019年時点のリスク発生確率・影響
度 
発生確率: 低 
影響度: 高 

経済破綻 
リスク 

内容 内容 
ウ国では，2003 年から 2010 年の 7
年間に物価が 70％余り上昇した。ウ
国はエネルギーの供給をロシアか
らの輸入に依存しており，ロシアと
の政治的な関係が経済に大きく影
響する可能性が高い。 

2014 年のウクライナ騒乱後，急激な
経済情勢の悪化が見られたが，2016
年以降の成長率は 3％前後で推移し
ており経済は回復を続ける見通し
である。しかしながら，東部の紛争
激化，依然として高水準にある対外
債務，外部環境の悪化などの下振れ
リスクは残っている。 
 

対応 対応 
ウ国の政治的，経済的な情報収集を
継続的に行うことにより，プロジェ
クトに対する影響を回避する。 

2011 年 F/S 時の対応同様に，本プロ
ジェクトに対する影響を回避する
ために，ウ国の政治的，経済的な情
報収集を継続的に行う。 

 2019年時点のリスク発生確率・影響
度 
発生確率: 低 
影響度: 高 

為替リスク 

内容 内容 
ウ国通貨は， 近ではユーロに対し
ても米ドルに対しても安定してい
る。しかし，国内での景気の後退が
続いていることから，経済的に脆弱
な体質は変わっていない。 

2016 年以降のウ国通貨は、1 ドル約
25～28UAH で安定的に推移してい
る。しかし，足許では継続的な経済
成長が見込まれているものの、経済
的に脆弱な体質に大きな変化はな
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リスクの種類 2011F/S 本調査 
い。 

対応 対応 
ウ国の政治的，経済的な情報収集を
継続的に行うことにより，プロジェ
クトに対する影響を回避する。 

2011 年 F/S 時の対応同様に，本プロ
ジェクトに対する影響を回避する
ために，ウ国の政治的，経済的な情
報収集を継続的に行う。 

 2019年時点のリスク発生確率・影響
度 
発生確率: 高 
影響度: 中 

市場リスク 

内容 内容 
吊橋の場合，鋼材価格の変動が事業
コストに大きく影響する可能性が
ある。 

2011 年 F/S 時は，鋼材価格の変動が
リスクとして挙げられていたが，現
在では鋼材価格の変動要因が少な
いため事業コストには大きく影響
しない可能性が高い。 
市場リスクとしては，物価，人件費
の変動が挙げられる。物価，人件費
の変動により事業コストに影響が
出る可能性がある。また、ロシアと
の関係悪化以降、ウクライナは欧州
から高価格（ロシアからの購入価格
に比して）でガスを購入しています
が、燃料費の変動による影響が出る
可能性がある。 

対応 対応 
プロジェクトの概算費用算出にお
いて 5％/年の価格上昇を考慮する。 

価格上昇を考慮して，プロジェクト
の概算費用を算出する。 
 

 2019年時点のリスク発生確率・影響
度 
発生確率: 低 
影響度: 中 

プロジェクト管理 
リスク 

内容 内容 
キャビネットの事業承認を得るた
めに実施する F/S において，吊橋の
設計経験がウ国道路公団にも，また
F/S を担当する現地コンサルタント
もいないことから，承認が遅れる可
能性がある。このような事業承認手
続きに関する不手際が，プロジェク
トの開始を遅らせる可能性がある。 

3 章に記載した通り，本事業を実施
するにあたりウ国法に準じて事業
承認手続きが必要である。本事業に
関 し て は 日 本 側 の Feasibility 
Study(2011F/S)が 2011 年に実施され
たことを受け，ウ国側の Feasibility 
Study(2012F/S(TEO))が 2012 年に実
施，2013 年に閣議会議承認されてい
る。しかしながら，本調査を実施し
たことにより，Feasibility Study(TEO)
の再作成が必要となる可能性があ
る。TEO の再作成は，新規作成か変
更項目のみ更新かは変更の種類に
よって異なる。さらにといった不確
定要素もある。これらの不確定要素
が原因で事業承認手続きに時間が
かかり事業開始が遅れるリスクが
ある。 

対応 対応 
F/S については，予備設計を実施し
たコンサルタントが，SRA をサポー
トすることが望ましい。また，その

コンサルタントは事業承認手続き
を把握し，適時に必要な書類が
Ukaravtodor から提出されるように
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リスクの種類 2011F/S 本調査 
ような支援するコンサルタントと
ウ国側の連携が設計段階を通じて
必要である。 

支援する。また，ウ国側の関連機関，
特にUkravtodorとの連携を保つこと
が必要である。 

 2019年時点のリスク発生確率・影響
度 
発生確率: 中 
影響度: 中 

需要リスク 

内容 内容 
実際の将来交通量が，予測交通量よ
り少ない可能性がある。オチャコフ
港の開発を見込んだ将来交通量に
ついては，開発に遅れが生じる場
合，とくに重車両の交通量が減少す
る可能性がある。 

将来交通量は推計値であるため，実
際の将来交通量は上振れ乃至下振
れするリスクを伴う。特に上振れが
生じる場合には，新橋の交通容量を
超えるケースも考えられる。 
この場合は全体の渡河交通量が容
量オーバーとなる可能性がある。 
現橋は新橋供用後も上振れ・下振れ
リスクに拘わらず容量オーバーの
状態が継続する。また、南周りが有
利な需要を十分取り込まていない
需要予測となっている可能性があ
る。 

対応 対応 
上記の点を考慮して，2011 年 F/S 報
告書の 11 章において，オチャコフ
港の開発が進展しない場合を対象
とする感度分析を実施した。 

交通量が上振れ乃至下振れするリ
スクについては，経済財務分析にお
いて，プラスマイナス 10％の感度分
析を実施しリスクを把握する。 
上振れによる新橋の容量を超過す
るリスク、または上振れリスクより
影響の大きい下振れリスクは，継続
的に交通量を観測する。その結果，
上振れが見込まれる場合には将来
交通計画の見直しを行い，現況にあ
った将来ネットワークを構築する。 

 2019年時点のリスク発生確率・影響
度 
発生確率: 中 
影響度: 高 

環境社会に関する 
リスク 

内容 内容 
（考慮されていない） 道路環境影響は将来交通量の影響

を強く受ける。特に道路交通騒音に
ついては、規制値上限を上回る騒音
が発生する地域が拡大するリスク
がある。 
 

後に開催されたステークホルダ
ー協議から約 7 年が経過しているた
め、被影響者に対して、用地取得に
係る理解醸成が不十分であり、この
まま用地取得を進めるとコンフリ
クトを生じる恐れがある。 

対応 対応 
（考慮されていない） 予測の不確実性に対し、順応的管理

を行う。具体的には、上記需要リス
クに記述の定期的モニタリングを
通じて、必要に応じて遮音壁建設範
囲を拡張するなどの緩和策を採る。
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リスクの種類 2011F/S 本調査 
また、そのような改修工事が将来起
こりうる可能性を予め踏まえた道
路設計を検討することを提案する
（将来の遮音壁建設スペースの確
保、街路灯の配置等）。 
 
被影響者を適切に同定し、被影響者
を交えたステークホルダー協議を
開催の上、再取得価格に基づく受給
権要件を設定するとともに用地取
得に係る補償費/支援費支払い後の
生計回復状況をモニタリングする。 

 2019年時点のリスク発生確率・影響
度 
発生確率: 中 
影響度: 低 

Technical/Contractual 
Risk 

内容 内容 
（考慮されていない） 1)400m 以上の斜張橋の建設は先端

技術が要求される。 
2)用地取得、税金の取扱い等のウ国
側が主体となり実施される事項が
適切な時期に決定、完了されない場
合、入札、契約、工事着工に遅れが
生じる可能性がある。 

対応 
（考慮されていない） 

対応 
1) 確かな技術力を備えたコント
ラクターを選定する。コンサルタ
ントの配置を適切に配置する。 
2) ウ 国 側 の 関 連 機 関 ， 特 に
Ukravtodor との連携を保つことが
必要である。 

 2019年時点のリスク発生確率・影
響度 
発生確率: 低 
影響度: 低 
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出典: “プロジェクト管理ハンドブック, JICA, 2007”と基に作成 

図 15-1. リスク発生確率・影響度マトリックス 
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 コスト縮減効果の検討：本章は非公開 
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 経済財務分析：本章は非公開 
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 支障物件調査および相手国負担事項の整理 
18-1 地下埋設物および上空架線 

支障となる地下埋設物，上空架線は表 18-1-1 および図 18-1-1～図 18-1-8 に示すとおりであ

り，これらを工事前に移設することは相手国負担事項の一つである。 

 

表 18-1-1. 支障となる地下埋設物および上空架線 

地下埋設物 

水道管 

ガス管 

通信管 

排水管 

高圧電線管 

低圧電線管 

上空架線 
高圧電線 

低圧電線 

 

 

地下埋設物および上空架線の管理者を表 18-1-2～表 18-1-4 に示す。 
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図 18-1-1.地下埋設物および上空架線 施設図(1/8)  
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図 18-1-2. 地下埋設物および上空架線 施設図(2/8)  
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図 18-1-3. 地下埋設物および上空架線 施設図(3/8)  
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図 18-1-4. 地下埋設物および上空架線 施設図(4/8)  
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図 18-1-5. 地下埋設物および上空架線 施設図(5/8)  
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図 18-1-6. 地下埋設物および上空架線 施設図(6/8)  
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図 18-1-7. 地下埋設物および上空架線 施設図(7/8)  
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図 18-1-8. 地下埋設物および上空架線 施設図(8/8) 
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表 18-1-2. 地下埋設物，上空架線および管理者リスト(1/3) 

A list of enterprises in the city of Nikolaev to coordinate the situation of underground communications 
Перелік підприємств в м. Миколаїв по узгодженню положення підземних комунікацій 

Contact person 
Контактна особа 

Enterprise Enterprise 
Підприємство 

Head of the enterprise 
Керівник підприємства 

Layer Type 

Head of technical service: 
Lutsak Volodymyr Yosypovych 
Начальник технічної служби: 
Луцак Володимир Йосипович 
(0512) 37-29-29 
(091) 114-73-25 
Head of operation department: 
Sukhorukov Ivan Stanislavovich 
Начальник відділу експлуатації: 
Сухоруков Іван Станіславович 
(091) 114 -18-96 

Public Joint-Stock Company "Ukrtelecom" 
Mykolaiv branch 

(Mykolaiv district) 
Mykolaiv, 

st. Admiral, 27/3 
Публічне акціонерне товариство «Укртелеком» 

Миколаївська філія 
(Миколаївський район) 

м. Миколаїв, 
вул. Адміральська, 27/3 

Director: 
Antoshevsky Alexander 
Директор: 
Антошевський Олександр Миколайович 
(091) 114-92-38 

Lines of communication 
underground cables 

ПАТ "Укртелеком" ВОЛЗ 
ПАТ "Укртелеком" ВОЛЗ ОКЛБГ 24/0 
ПАТ "Укртелеком" ЗКВ 1х4х1,2 
ПАТ "Укртелеком" КСПП 1х4х1,2 
ПАТ "Укртелеком" ОКЛБГ 8/0 
ПАТ "Укртелеком" СЛД №1 ТПП 10х2 
ПАТ "Укртелеком" ТДСБ 
ПАТ "Укртелеком" тел. каналізація 

Maximenko Victor 
Максименко Віктор Валерійович 
(091) 114-30-31 

Public Joint-Stock Company "Ukrtelecom" 
Mykolaiv Branch 

(Mykolaiv) 
Mykolaiv, 

st. Sevastopol, 1 
Публічне акціонерне товариство «Укртелеком» 

Миколаївська філія 
(м. Миколаїв) 
м. Миколаїв, 

вул. Севастопольська, 1 

Ukraine, Mykolaiv-001, 54001, st. Admiral, 27 
Україна, Миколаїв-001, 54001, вул. Адміральска, 27 

Lines of communication 
underground cables 

 

Vasiliev Andriy Mikhailovich 
Васильєв Андрій Михайлович 
(091) 114-30-36 
m. Mykolaiv, pos. Varvara 
vul. Veselinovskaya, 27 
м. Миколаїв, пос. Варварівка 
вул. Веселинівська, 27 

Public Joint Stock Company "Ukrtelecom" 
SLD №1 Mykolayiv district 

(Vesnya village, Nadbuzskoe village, Sliven village) 
city of Nikolaev, pos. Varvara 

vul. Svitanok, 3 

Head of telecommunication services department  
№ 12: 
Tretyakov Nikolay Ivanovich, tel. (512) 48-04-80. 

Lines of communication 
underground cables 

ПАТ "Укртелеком" СЛД №1 тел. каналізація 

Chief: 
Valery Nikolaevich 
Начальник: 
Валерій Миколайович 
(067) 405-44-48 Atrakom 

Limited Liability Company Atrakom № 52 
, Mykolayiv, 

ave. Peace, 34, of. 409 
Товариство з обмеженою відповідальністю «Атраком» 

ЦТОЕ №52 
м. Миколаїв, 

просп. Миру, 34, оф. 409 

Head: 
Valery Nikolaevich 
Начальник: 
Валерій Миколайович 
(067) 405-44-48 
USREOU 32250318 
ЄДРПОУ 32250318 

Lines of communication 
underground cables 

ПАТ "Атраком" ВОЛЗ ВУ-2-16 
ПАТ "Атраком" ВОЛЗ ВА-30-24 
ВОЛЗ=Fiber optic transmission line 

Engineer: Alexander 
Інженер: Олександр 
(067) 521-15-88 

Victoria-Felis Limited Liability Company 
Mykolayiv, 

st. 4th Prodolnaya, 74 
Товариство з обмеженою відповідальністю «Вікторія-

Феліз» 
м. Миколаїв, 

вул. 4-та Продольна, 74 

Head: 
Rudenko Alexander Vladimirovich 
Начальник: 
Руденко Олександр Володимирович 
(093) 368-98-33 
 

Lines of communication 
underground cables 

ТОВ "Вікторі-Феліз" ВОЛЗ 
ВОЛЗ=Fiber optic transmission line 
(ВУ-16 Курячьи Лозы –Николаев) 

Sanko Svetlana Olegivna 
Санько Світлана Олегівна 
(063) 904-41-12 Nikostar 

Nikostar Limited Liability Company 
Mykolayiv, 

st. Kosmonavts, 89 
Товариство з обмеженою відповідальністю «Нікостар» 

м. Миколаїв, 
вул. Космонавтів, 89 

YANCHUK VLADIMIR 
OLEKSIYOVYCH38313205 
ЯНЧУК ВОЛОДИМИР ОЛЕКСІЙОВИЧ 
ЄДРПОУ 38313205 

Cable lines are missing  
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表 18-1-3. 地下埋設物，上空架線および管理者リスト(2/3) 

A list of enterprises in the city of Nikolaev to coordinate the situation of underground communications 
Перелік підприємств в м. Миколаїв по узгодженню положення підземних комунікацій 

Contact person 
Контактна особа 

Enterprise Enterprise 
Підприємство 

Head of the enterprise 
Керівник підприємства 

Layer Type 

EDRPUCEC: 
Mykolaiv, st. Nikolskaya, 25-th 
ЦОК: 
м. Миколаїв, вул. Нікольська, 25-а 

PUBLIC JOINT STOCK COMPANY FOR GAS SUPPLY 
AND GASIFICATION "MIKOLAIVGAS" 

Mykolaiv, st. Frontier, 159 
ПУБЛІЧНЕ АКЦІОНЕРНЕ ТОВАРИСТВО ПО 

ГАЗОПОСТАЧАННЮ ТА ГАЗИФІКАЦІЇ 
"МИКОЛАЇВГАЗ" 

м. Миколаїв, вул. Погранична, 159 

BO of the director of technical: 
Rubskyi Alexei Ivanovich. Reception: 
ВО директора технічного: 
Рубський Олексій Іванович Приймальня: 
(0512) 67-49-01 
USREOU 05410263 
ЄДРПОУ 05410263 

Gas pipeline 
ГВ - high pressure gas pipeline 
ГС - medium pressure gas pipeline 
ГН - low pressure gas pipeline 

Olena Nikolaevna 
Олена Миколаївна 
(0512) 67-51-13 

Public Joint Stock Company "Mykolaivgaz" 
Electrochemical protection group 

, Mykolayiv city, st. Hay (Budennoi), 2 
Публічне акціонерне товариство «Миколаївгаз» 

Група електрохімзахисту 
м. Миколаїв, вул. Сінна (Будьоного), 2 

Ba Director of the technical: 
Rubsky Alexey Ivanovich Reception: 
В.о. директора технічного: 
Рубський Олексій Іванович Приймальня: 
(0512) 67-49-01 

Low voltage electric cables 
in the trench 

ПАТ "Миколаївгаз" електрохімзахист 
дренажний анодний захист= PJSC 
"Mykolaivgaz" electrochemical protection 
drainage anodic protection 

Operator: 
Olga 
Оператор: 
Ольга 
(093) 236-99-09 

JOINT STOCK COMPANY 
"MIKOLAIVOBLENERGO" 

Mykolayiv, st. Civic, 40 
АКЦІОНЕРНЕ ТОВАРИСТВО 

"МИКОЛАЇВОБЛЕНЕРГО" 
м. Миколаїв, вул. Громадянська,40 

General Director of JSC "MIKOLAIVOBLENERGO" 
Sivak Oleg Petrovich 
Генеральний директор АТ «МИКОЛАЇВОБЛЕНЕРГО» 
Сивак Олег Петрович 
USREOU 23399393 
ЄДРПОУ 23399393 

High voltage electric cables 
in the trench, Power line on 
the unbuilt territory of high 
voltage 

 

Sergiy Petrovich 
Сергій Петрович 
(0512) 53-95-89 
(096) 309-61-97C. 

JOINT STOCK COMPANY Mykolayivoblenergo, 
Mykolaiv 

city, Nikolaev str.,Border, 94 
АКЦІОНЕРНЕ ТОВАРИСТВО «Миколаївобленерго» 

м. Миколаєва 
м. Миколаїв, вул. Погранична, 94 

Director General of JSC "MIKOLAIVOBLENERGO" 
Sivak Oleg Petrovich 
Генеральний директор АТ «МИКОЛАЇВОБЛЕНЕРГО» 
Сивак Олег Петрович 
USREOU 23399393 
ЄДРПОУ 23399393 

High voltage electric cables 
in the trench, Power line on 
the unbuilt territory of high 
voltage 

 

Engineer: 
Pavlyuk Andrey Fedorovich 
Інженер: 
Павлюк Андрій Федорович 
(0512) 48-33-11 

JOINT STOCK COMPANY Mykolaivoblenergo 
Mykolaiv REM 

Mykolayiv, pos. Varvarovka, st. Records, 70 
АКЦІОНЕРНЕ ТОВАРИСТВО «Миколаївобленерго» 

Миколаївський РЕМ 
м. Миколаїв, пос. Варварівка, вул. Рекордна, 70 

Chief engineer: 
Gribunov Valery Vladimirovich 
Головний інженер: 
Грибунов Валерій Володимирович 
(0512) 48-43-10 

High voltage electric cables 
in the trench, Power line on 
the unbuilt territory of high 
voltage c 

 

Svitlana Aleksandrovna 
Tatiana Ivanivna 
Світлана Олександрівна 
Тетяна Іванівна 
(0512) 24-30-87 

CITY MUNICIPAL ENTERPRISE 
"MIKOLAIVVODOKANAL" 

Mykolayiv, st. Border, 161 
МІСЬКЕ КОМУНАЛЬНЕ ПІДПРИЄМСТВО 

"МИКОЛАЇВВОДОКАНАЛ" 
м. Миколаїв, вул. Погранична, 161 

Director General of 
MKP "Mykolaivvodokanal" 
Dudenko Boris Leonidovich 
Генеральний директор 
МКП "Миколаївводоканал" 
Дуденко Борис Леонідович 
EDRPOU 31448144 
ЄДРПОУ 31448144 

Sewerage pressure 
Sewerage without 
distribution by appointment 
Plumbing without 
distribution by appointment 

 

Deputy Head: 
Popov Andriy Sergeevich 
Заступник начальника: 
Попов Андрій Сергійович 
(0462) 65-55-55 

Office of the Civil Service for Special Communications 
and Information Protection of Ukraine in the Mykolaiv 

region 
Mykolayiv, st. Spaska, 32 

Управління державної служби спеціального зв’язку та 
захисту інформації України в Миколаївській області 

м. Миколаїв, вул. Спаська, 32 

Head: 
Tomchuk Alexander Mikhailovich 
Начальник: 
Томчук Олександр Михайлович 
(067) 600-82-86 

Cable lines are missing  
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表 18-1-4. 地下埋設物，上空架線および管理者リスト(3/3) 

A list of enterprises in the city of Nikolaev to coordinate the situation of underground communications 
Перелік підприємств в м. Миколаїв по узгодженню положення підземних комунікацій 

Contact person 
Контактна особа 

Enterprise Enterprise 
Підприємство 

Head of the enterprise 
Керівник підприємства 

Layer Type 

Head of SEZ: 
Boychuk Yuriy 
Начальник СЕЗ: 
Бойчук Юрій 
(096) 414-31-59 
(066) 653-97-43 
(0512) 588-507Ammonia Pipeline 

Mykolaiv Department of MainState Enterprise « 
Ukrchimtransamiak » 

, Mykolayiv, 
st. Volodymyra Stank (Furmanova), 1 

Миколаївського управління магістрального 
аміакопроводу Державне підприємство 

«Укрхімтрансаміак» 
м. Миколаїв, 

вул. Володимира Станка (Фурманова), 1 

Mykolayiv Department of the main ammonia pipeline of the 
State Enterprise "Ukrchimtransamiak" 
Boyarinov Valeriy Vasilyevich – Director 
Миколаївського управління магістрального 
аміакопроводу ДП «Укрхімтрансаміак» 
Бояринов Валерій Васильович — директор 
Code of the USREOU: 26029136 
Код ЄДРПОУ: 26029136 

Lines of communication 
underground cables 

МУМА ДП "Укрхімтрансаміак" МКСА 4х4х1,2 
Кабель МКСБ 4х4х1,2 = MKSB trunk cable 
symmetrical high-frequency with lead-sheathed 
polystyrene insulation 

Director 
Sereda Volodymyr Nikolayevich 
Директор 
Середа Володимир Миколайович 
(099) 077-15-08 Vesnyansky 

village council of 
PE "Spring" 

Mykolaiv district, p. Spring, st. Stepova, 26th 
Веснянська сільська рада 

ПП «Весняне» 
Миколаївський р-н, с. Весняне, вул. Степова, 26-в 

Director 
Volodymyr Nikolayevich Sereda 
Директор 
Середа Володимир Миколайович 
(099) 077-15-08 

Plumbing without 
distribution by appointment 

 

Paschuk Pavel Ivanovich 
Пащук Павло Іванович 
(095) 889-21-07Nadbuzhskogo 

KP ZhEKvillage council 
Mykolaiv district, p. Nadbuzskoe, st. Pavel Glazovoi, 1/1 

КП ЖЕК Надбузької сільської ради 
Миколаївський р-н, с. Надбузьке, вул. Павла 

Глазового, 1/1 

Pavel Paschuk 
Пащук Павло Іванович 
(095) 889-21-07 

Sewerage without 
distribution by appointment 
Plumbing without 
distribution by appointment 

 

Head of Operations Department: 
Volodymyr Pavlovich Music 
Начальник відділу експлуатації: 
Музика Володимир Павлович 
(050) 369-63-81; 
(050) 396-63-81 
(067) 621-50-74 
Petrol stations with. Balovnaya, Old Airport 
АЗС с. Баловне, Старий Аеропорт 

Petrol Station «SunOil» 
Limited Liability Company «Southern Fuel Company» 

Kherson branch: 
Kherson, st. Budennogo, 18th 

Head office: 
Odessa, st. Transport, 5 

Автозаправна станція «SunOil» 
Товариство з обмеженою відповідальністю «Южная 

топливная компания» 
Херсонська філія: 

м. Херсон, вул. Будьоного, 18-а 
Головний офіс: 

м. Одеса, вул. Транспортна, 5 

Director 
Volodymyr Pavlovich Music 
Директор 
Музика Володимир Павлович 

  

Svitlana Aleksandrovna 
Tatiana Ivanivna 
Світлана Олександрівна Тетяна Іванівна 
(0512) 24-30-87 

CITY MUNICIPAL ENTERPRISE 
"MIKOLAIVVODOKANAL" 

Mykolayiv, 
st. Border, 161 

МІСЬКЕ КОМУНАЛЬНЕ ПІДПРИЄМСТВО 
"МИКОЛАЇВВОДОКАНАЛ" 

м. Миколаїв, 
вул. Погранична, 161 

Director General of 
MKP "Mykolaivvodokanal" 
Dudenko Boris Leonidovich 
Генеральний директор 
МКП "Миколаївводоканал" 
Дуденко Борис Леонідович 
EDRPOU 31448144 
ЄДРПОУ 31448144 

  

EDRPUCEC: 
Mykolaiv, st. Nikolskaya, 25-th 
ЦОК: 
м. Миколаїв, вул. Нікольська, 25-а 

PUBLIC JOINT STOCK COMPANY FOR GAS 
SUPPLY AND GASIFICATION "MIKOLAIVGAS" 

Mykolaiv, 
st. Frontier, 159 

ПУБЛІЧНЕ АКЦІОНЕРНЕ ТОВАРИСТВО ПО 
ГАЗОПОСТАЧАННЮ ТА ГАЗИФІКАЦІЇ 

"МИКОЛАЇВГАЗ" 
м. Миколаїв, 

вул. Погранична, 159 

BO of the director of technical: 
Rubskyi Alexei Ivanovich. 
Reception: 
ВО директора технічного: 
Рубський Олексій Іванович 
Приймальня: 
(0512) 67-49-01. 
USREOU 05410263 
ЄДРПОУ 05410263 
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18-2 河川施設 

架橋位置周辺の河川構造物の現状把握のため，衛星写真により河川施設と思われた図 18-2-1～

図 18-2-3 に示す構造物（①～⑦）に対して以下の内容を調査した。 

・写真撮影 

・構造物名称 

・構造物設置目的 

・構造物設置者 

・構造物設置年 

また，ルート 2 および 3 の右岸側架橋位置周辺の河岸状況を調査した。 

 

周辺住民へのヒアリング結果を表 18-2-1 に示す。また河川構造物の写真を図 18-2-4～18-2-7 に

示す。 

調査の結果，⑤,⑥以外は船舶用の桟橋であった。⑤,⑥については目的が明確ではないが，小規

模の構造物であること，単独で設置されていることから，船舶用か釣り用の桟橋として利用され

ているものと考えられる。 

一方，④上流側では石とコンクリートにより護岸が設置されており，河岸沿いを開発したため

であると考えられる。 

これらより，現状は河岸沿いに開発されている箇所は個別に護岸が設置されているが，河岸や

河床の安定を目的として縦断的に設置されているた河川構造物はなく，架橋位置の右岸側は外湾

側であるものの，河床高の長期的な変化は小さいと考えられる。 

しかしながら，図 18-2-8，図 18-2-9 に示すように河岸は洪水，波等により侵食されているため，

架橋位置周辺には護岸が必要になると考えられる。 
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図 18-2-1. 河川構造物調査位置図(1/3) 

①～④ 

⑤,⑥ 

⑦ 
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図 18-2-2. 河川構造物位置図(2/3) 

① 
② ③ 

④ 
④上流側 
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図 18-2-3. 河川構造物位置図(3/3) 

⑥ 

⑤ 

⑦ 
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表 18-2-1. 周辺住民へのヒアリング結果 
No Name of 

structure 
Purpose Constructor Year of 

Construction 

① 

Pier  Used as a landing stage for private boats Seizure of waterfront, construction, closed public access  2017 ② 

③ 

④ 
Pier on 
prominence 

Used to be a landing stage for water transport Water transport operator 
Before 1990 
(USSR time) 

⑤ Prominence 
Supposedly minor prominence for leisure (handmade or natural). 
Used as a beach place by locals. 

Unknown Unknown 

⑥ Prominence 
Supposedly minor handmade prominence for leisure. Used as a 
beach place by locals. 

Unknowna Unknown 

⑦ 
Prominence 
+ mooring 

Prominence made as a beach area for leisure + adjacent mooring 
for boats. 

An Investor who wanted to develop the waterfront in 1990-
1991. Development stopped unfinished. 

1991 
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①,②,③ ④-1 

  

④-2 ④-3 

  

図 18-2-4. 河川構造物状況写真(1/4)  
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④上流側 1 ④上流側 2 

  

⑤-1 ⑤-2 

  

図 18-2-5. 河川構造物状況写真(2/4) 
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⑥-1 ⑥-2 

  

⑥-3 ⑦-1 

  

図 18-2-6. 河川構造物状況写真(3/4)  
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⑦-2 ⑦-3 

  

⑦-4  

 

 

図 18-2-7. 河川構造物状況写真(4/4) 
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ルート 2周辺河岸状況 1 ルート 2周辺河岸状況 2 

  

ルート 2周辺河岸状況 3 ルート 2周辺河岸状況 4 

  
図 18-2-8. ルート 2 周辺河岸状況写真 
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ルート 3周辺河岸状況 1 ルート 3周辺河岸状況 2 

  

ルート 3周辺河岸状況 3 ルート 3周辺河岸状況 4 

  
図 18-2-9. ルート 3 周辺河岸状況写真 
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18-3 建物 

支障となる建物の位置を図 18-3-1～図 18-3-2 に示す。 

支障となる建物とはバイパス道路の用地内に入る建物を挿し，住人は移転する必要がある。 

図より，支障となる建物件数および住民移転件数は下表のとおりとなる。 

表より，ルート 2は支障となる建物は 26 件あるが住民移転は発生しないこと，ルート 3は支

障となる建物が 60 件あり，住民移転が 3件発生することが分かる。 

 

表 18-3-1. 支障建物件数および住民移転件数 

ルート 支障建物件数 住民移転件数 

(居住ありの建物) 

ルート 2 26 0 

ルート 3 60 3 

出典：JICA 調査団 
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図 18-3-1. 支障家屋位置図（左岸側）  
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図 18-3-2. 支障家屋位置図（右岸側） 

18-26 



18-27 

18-4 相手国負担事項 

ミコライウ橋およびバイパス道路の事業実施のために，Ukravtodor および関係機関の責任によ

り調整が必要となる事項（相手国負担事項）を下表に示す。 

表 18-4-1. Ukravtodor の負担事項一覧表 

負担事項 内 容 実施期限 

1.施工ヤードの提供

および整地 
施工ヤードを確保する。 

P/Q 公示迄 

2.土取場および採石

場の候補地の選定 
土取場および採石場として適切な候補地を選

定する。「4-3 地質調査」に示す場所，または

Ukravtodor の提案により選定する。 

P/Q 公示迄または工事

着手時 

3.廃材処分場の候補

地の選定 

廃材処分場として適切な候補地を選定する。 
P/Q 公示迄 

4.用地取得 住民移転計画（RAP）に基づきバイパス道路建

設の被影響者に対して補償または支援費の支払

い等を行い、必要となる用地の取得を確実に実施

する。概略用地取得面積を表 18-4-2 および図 18-

4-1, 図 18-4-2 に示す。 

P/Q 公示迄 

5.支障物件の移設 「18-1 地下埋設物および上空架線」に示す支

障物件を移設する。 
P/Q 公示迄 

6.環境に係る許可の

取得 

ウ国環境・天然資源省（MENR）から EIA の

承認を得る。 

L/A 調印 120 日以上前

迄 

施工業者による環境管理計画の作成と実施を

監理する。 

計画：着工前 

実施：工事期間中 

施工業者から環境モニタリングの報告を受

け，環境管理計画が適切に実施されていること

を監理する。 

工事期間中 

7.免税手続き 関税，商品サービス税（VAT：Value Added Tax），

所得税，法人税の免税措置が確実に実施されるよ

うサポートする。免税の対象は E/N に基づく。 

詳細設計期間中 
工事期間中 

8.建設許可等の取得 MENR および Ukrainian Tax Authority に対して

登録が必要となる PE(Permanent Establishment)の

登録手続きをサポートする。 

工事着手時 

着工前に必要な建設許可等を取得する。 P/Q 公示迄 

工事期間中に必要な建設許可等の取得をサポ

ートする。 
工事期間中 

9.維持管理作業 バイパス道路の維持管理作業を実施する。 完工後（引き渡し後） 
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表 18-4-2. 土地所有形態別概略用地取得面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1: 教育施設や商業施設等を含む。 

*2: 用地取得計画範囲内においてウ国当局のデータベースに 

   土地利用形態が示されていないものを Unkown として計上した。 

出典：JICA 調査団 

  

 

 

 

土地所有形態 
用地取得面積 

ルート 2 ルート 3 

農地 769,113 930,072 

人工林 147,905 104,737 

道路 108,076 102,038 

民地 3,523 11,837 

その他*1 1,269 57,345 

不明*2 286,984 349,806 

合計 1,316,870 1,555,835 
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図 18-4-1. 概略用地取得面積(左岸側) 
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図 18-4-2. 概略用地取得面積(右岸側) 



























































[the remaining note is the same as above but in Russian   







carries out government 
control

doesn’t have an 
authority to provide official interpretation of law. 
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